
第2章

情報通信政策の動向

21世 紀 を目前 に控 え、国境 を越 えた企業活動の活発化や急速 な技術の発達を背景 に、情報通信

分野 において も、世界的な大競争時代 が到来 してお り、 これに対応 した情報通信高度化のための

政策の推 進が重要 な政策課題 となって きている。

ここで は、高度情報通信社会 の構築 に向けた政府全体 としての取組や、高度情報通信社会の構

築 に向けた情報通信政策の推進、第2次i青 報通信改革 に向 けた電気通信行政等の推 進につ いて解

説 してい る(第1、2、3節)。

さ らに、 これ ら情報通信政策 をよ り広範 に把握 す るため、郵便(4節)、 国際政策(5節)、 技術

開発(6節)、 宇宙通信政策(7節)、 防災対策(8節)の 各分野 において、実施 されている様 々な

施策 につ いて、分野 ご とに取 りまとめて紹介 してい る(な お、放送政 策 につ いては第3章6節 で

紹介 している)。
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一 麗1第2章 情報通信政策の動向

第2-1-1表

4月

5月

6月

7月

8月

9月

基本政策

30電 通審答申 「高度情

報通信社会構築 に向

けた情報通信高度化

目標及 び推進方策 一

西暦2000ま で の情報

通信高度化 中期計画

一」

7「21世 紀 に向けた通

信 ・放送の融合 に関

する懇談会」報告

26高 度情報通信社会推

進本部制度 見直 し作

業部会報告

7高 度情報通信社会推

進本部決定

技術政策

技術基準

22電 技 審 一 部 答 申

「2000年 までの携 帯

電話等 の周波数有効

利用方策」

27電 技審答申 「情報通

信新世紀 の構築に向

けて一情報通信に関

する研究 開発基本計

画」

27電 技審答申 「宇宙通

信 システムの将来像

と今後 の研究開発 の

推 進方 策一衛星新 世

紀の展望 と我が国の

挑戦一」

5「 宇宙開発計画の見

直 し要望」提出

30「 技術試験衛星VI型

通信実験」最終報告

30電 技審諮問 「科学技

術基本計画を踏まえ

た情報通信研究開発

基本計画の充実」

電気通信産業

21電 監 審答申 「アナロ

グ周波数帯域へ のデ

ジタル方式携帯 ・自

動車電話の導入等」

(改正省令の施行)

28特 別 第二種電気通信

事業の規模基準 の緩

和(改 正省令施行)

放送産業

23「 視 聴覚障害者向け

専 門放送 システ ムに

関す る調査研究会」

報告

26「 マルチ メデイア時

代 に対応 したデ ジタ

ル放送の技術 開発 に

関する調査研究 会」

報告

17電 監審答申 「放送普

及基本計画 の一部改

正」

27電 技審答申 「デジタ

ル有線 テレビジ ョン

放送方式の技術的条

件」

24電 技審答 申 「マルチ

メディア時代 に向け

た放送技術の将来展

望」

26「 放送高度化 ビジョ

ン」最終報告
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8年 度情報通信政策の動き

4月

5月

6月

7月

8月

9月

災害 ・防災

12「 防災無線システム

の高度化に関する研

究会」報告

30災 害ボランテイアロ

座の運用開始

消費者 ・福祉、環境

4「 環境負荷低減型情

報通信システムの普

及方策に関する調査

研究会」報告

郵便事業

1 郵便 局におけるファ

クシミリによる登記

簿謄抄本の交付請求

の取扱開始

1保 冷サービスの取扱

開始

1市 内特別郵便制度の

改善

郵政行政の

情報化

27電 子郵便局の開設

14「 平成8年 通信に関

する現状報告(通 信白

書)」 閣議報告

28「 平成8年 通信 白書

CD-ROM」 発売

1ボ ラ ンテ イ ア ポ ス ト

イ ン タ ー ネ ッ トの 開

始

24か んぼのホームペー

ジの開設
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■ 闘第2章 情報通信政策の動向

10月

11月

12月

1月

2月

3月

基本政策

6電 通審諮問 「21世紀

初頭 に向けて推進す

べ き情報通信高度化

のための総合的な政

策 とこれに より実現

可能な未来像 につい

て」

6郵 政審諮問 「21世紀

を展 望 した 郵 便 局

サービスのあ り方及

び そ の 方 策 につ い

て」

技術政策 ・

技術基準

28電 技 審 一 部 答 申

「ディファレンシャ

ルGPS等 の実現に向け

て(海 上無線通信設

備の技術的条件)」

25電 手支審一音区答申 「携

帯電話 にパケ ッ ト通

信技術(高 品質デー

タ通信)を 導入」

「APIIテ ク ノ ロ ジ ー

セ ンター 」 運 用 開始

電気通信産業

30専 用線の利用自由化

(「 公一専一公」接

続)の 実施

6NTTの 再 編成につ

いての方針策定

19電 通審答申 「接続の

基本 的ルールの在 り

方について」

放送産業

8電 技審一部答申 「地

上デー タ放 送の技術

的条件」

9「 多チャンネル時代

における視聴 者 と放

送に関する懇 談会」

報告

15「 衛星デジタル放送

技術検討会」報告

21地 上デジタル放送共

同野外実験の開始

4「BS-4後 発機検

討会」報告
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10月

11月

12月

1月

2月

3月

災害 ・防災

1首 都圏広域地殻変動

観測 開始(本 格稼

働)

消費者 ・福祉 、環境

13郵 政省環境基本計画

の決定

郵便事業

1英 語 による郵便案内

サービスの全国展開

1保 冷サービスの全国

展開

1国 際郵便日数表の公

表

18新 刊 ブ ックポス ト

サービスの取扱開始

1国 際郵便料金受取人

払サービスの全世界

への拡大

3カ タログ小包郵便物

及び書籍小包郵便物

制度の改善

郵政行政の

情報化

1郵 便 ホームページの

開設

6霞 が関WAN運 用 開

始

(注1)

(注2)

項目の数字は日付を表す。

各略称の意味は次のとおり。

電通審:電 気通信審議会

電技審:電 気通信技術審議会

電監審 電波監理審議会

郵政審 郵政審議会
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■■■■1第2章 情報通信政策の動向

第1節聯 報通信社会の実賄 ナた政府の取組

1張 高度情報通信社会推進本部制度見直し作業部会における取組

6年8月 、 内閣に設置 された高度1青報通信社会推進本部 は、7年2月 、公共分野 の情報化、ネ

ッ トワークインフラの整備、情報通信の高度化のための諸制度見直 し等 を内容 とす る 「高度 情報

通信社会推進 に向 けた基本方針」 を決定 した。 この基本方針 においては、情報 通信 の高度化のた

めの諸制度見直 しの一環 として、高劇 青報化通信社会の実現 に向 けた公共分野の情報化 を推進す

るため、書類 の電子データ による保存及び申告 ・申請手続の電子化 ・ペーパー レス化等 につ いて、

早急 に検討 を進 める必要があ るこ とが定め られた。

これを受 けて、7年8月 、高度 情報通信社会推 進本部の下 に制度見直 し作業部会が設置 され検

討が行 われたが、8年6月 、次の ような報告が取 りま とめ られた。

① 書類の電子データによる保存

国民負担の軽減 、行政 の効率化 を図 る観点か ら、法令 に基づ き民間事業者等 に保存 を義務

づ けている各種の書類 につ いて、電子データによる保存方法 を原則 として容認す るもの とし、

これを可能 とす るよう法令改正、通達発出等 を計画的 に実施す るもの とす る。

② 申告 ・申請手続の電子化 ・ペーパー レス化

国民負担 の軽減、国民 に対す る行政サー ビスの高度化及 び行政 の効率化 を図 る観点か ら、

磁気媒体 ・オンライン等 による申告 ・申請手続の電子化 ・ペーパ ー レス化 を原則 として実施

す るこ ととし、 これを可能 とす るための法令改iE、 通達発出等 を行 う。

また、8年8月 、本報告書 に基づ き、高度1青報通信社会推進本部 において、「書類 の電子データ

による保存」及 び 「申告 ・申請手続の電子化 ・ペーパ レス化」 を推進 す ることが決 定 された。

2」 行政情報化の推進

政府 は6年12月 「行政1青報化推進基本計画」 を閣議決定 し、7年 度 を初年度 とす る5か 年計 画

によ り行政の情報化 を総合的・計 画的 に推進 してお り、 「行政 情報 システム各省 庁連絡会議 」によ

り、毎年度、進 ちょくを図っている。

8年9月 には、上記制度見直 し作業部会報告書を受 けて、申請 ・届出等手続 きを電子化す るた

めの 「電子化 に対応 した申請・届 出等手続の見直 し指針」 を 「行政 情報 システム各省庁連絡会議j

において了承 し、政府全体 として、行政の情報化 を積極的 に推進 す ることとしてい る。このほか、

省庁間 における高度 な情報流通 を可能 とす る共通基盤で あ る霞が関WANに つ いては、郵政省 を

は じめ とす る1府9省 庁の参加 によ り、9年!月 か ら、電子メールの運用を開始 してお り、今後、

参加省庁 は、順次増加(9年3月 末現在、1府19省 庁)す るこ ととなって いる。
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第2節 高度情報通信社会の構築に向けた情報通信政策の推進ll■一

「第
2節ii 高度情報通信社会の構築に向けた情報通信政策の推進

■

1▼21世 紀の高度情報通信社会の構築に向けた情報通信社会基盤の整備
ノ

(1)惰 報通信高度化中期計画の策定

情報通信の高度化 は、7年2月 、内閣の高度1青報通信社会推進本部 において決定 された 「高度

情報通信社会推進 に向 けた基本方針」に示 されている とお り、経済 フロンティアの拡大、国土の

均衡 あ る発展の促進及び真のゆ とりと豊かさの実感で きる国民生活の実現 を可能 とす るもの とし

て期待 されてい る。 また、7年12月 に閣議決定 された 「構造改革のための経済社会計画」 におい

て も、情報通信の高度化の重要 性 と高度i青報通信社会の早期構築 を目指す必要i生が記述 されてい

る。

このような状況を踏 まえ、郵政省で は、8年1月 、電気通信審議会 に対 し、高度晴報通信社会

の構築 に向けた2000年 までの情報通信 高度化の推進 目標 と、その実現のために講ずべ き推進方策

について諮問を行い、8年5月 、「高度晴報通信社会構 築 に向 けた情報通信高度化 目標及び推進方

策一西暦2000年 まで の情報通信高度化 中期計画一」 と題 す る答申 を受 けた。 その概要 は次の とお

りであ る(第2-2-1図 参照)。

第2-2-1図2000年 の高度化 目標

1ア プ リケー ションの開発 ・普及

① 基礎 的 なマルチ メデ ィア利 用環境
・ 公 共 アプリケー シ ョンの先行 整備:全 国300の 地方 自治体

② アプ リケーシ ョンインフラ
・ 各種 アプ リケー シ ョンの共通基盤の確 立

一 安 全性 ・信頼性 、普遍性 、共用性 ・融合性 一

③ コンテ ン ト/放 送 ソフ トの高度化
・ コンテ ン ト制作 ・流通環境 の整備

・ 視聴 覚障害 者向け放 送サー ビスの拡充

2ネ ッ トワー クイ ンフラの整備

① 有線系 ネ ッ トワー クインフラ
・光 ファイバ網 の整備:人 ロ カバ レッジ20%

・デジ タル化 の推進:156Mbpsの 本格サ ー ビス

・イ ンターネ ッ トの高度化:ア クセス ラインの多様化 、高速化

② 無線系 ネ ッ トワー クインフラ
・マ ルチメデ ィア移動 ア クセス:25～30Mbps(高 速無線 アクセス)

156Mbps(超 高速無線 ア クセス)

・マ ルチメデ ィア対応衛 星通信 システム:156Mbps

・世界共通 の陸上 移動 通信 システム(IMT-2000/FPLMTS):2Mbps

・静止衛 星 を用 いたパー ソナル移動通信 システム:300gの 端末
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■■■■ll第2章 情報通信政策の動向

③ 放送 ネ ッ トワー ク
・地上 デジ タル放 送:2000年 か ら2005年 までに導入

・衛星放送 のデジ タル化:90%以 上

・都市型CATV施 設のデ ジタル化:10～20%

3情 報通信技術 の研 究開発

① アプ リケー シ ョンの高度化及び ネ ッ トワークイ ンフラの高度 化の ための研 究 開発
・ユ ーザ ー系技術

・コンテ ン ト支援技術

・ネ ッ トワーキ ング技術

・光 ネ ッ トワー ク技術

・移動 ネ ッ トワー ク技術

・衛星 ネ ッ トワーク技術

・放送 ネ ッ トワー ク技術

② 新技術 シーズ を創 出す る基礎 的 ・先端的研 究 開発
・人 間のコ ミュニケー シ ョン ・メ カニズ ムに基づ く、情報通信 システムの実現

4情 報通信 ニュー ビジネスの振興

① 情報通信 ニュー ビジネスの起 業環境 の早急 な整備
・地域ニ ュー ビジネス創 造支援 ネ ッ トワー クの整備

・テ レコム投資事業組合 の設立 支援

・成功払 い報酬制度 の活用促進

5全 世界的 な情報通信社会 の構築

① 世界的 な情報通信基盤
・国際共 同プ ロジェ ク トの推進

② 開発途上 国の情報通信 基盤整備へ の支援
・マ ルチ メデ ィアの活用等 による人材 育成 ・技術 移転

③ 放送 メデ ィアに よる国際交流 の増進
・放 送番 組国際共同制作基盤の構築

「高度情報通信社会構築 に向けた情報通信高度化 目標及 び推進方策一西暦2000年 までの

情報通信高度化中期計画 一」 より

ア 高度情報通信社会への2000年 指標

2000年 まで に達成す ることが可能で、かつ、その実現 に努力すべ き社会経済 の将来展望 として、

情報通信 高度化が平均経済成長率へ0.3%程 度寄与、情報通信産業の雇用が1994年 から2000年 に約

53万 人増加、 テレワーク人 口が約350万 人 に増大等の指標 を設定す る。

イ 情報通信高度化目標及び推進方策

(ア)ア プ リケーシ ョンの開発 ・普及

多様 なアプ リケー ションの開発 ・普及のためには、先進事例 に身近 に触 れ る機会 を確保 す るこ

とが有効であ り、2000年 まで には少 な くとも全国地方 自治体 の概 ね1割 であ る300か 所で公共アプ

リケー ションの先行整備 を行 うことを目標 とす る・ また、安全i生・信頼1生、普矧 生、 共用1生・融

創 生といった各種 のアプ リケーションに共通す る基盤的要素(ア プ リケー ションインフラ)を 総

合的 に整備 す るため・関連技術研究開発成果 の実証プ ロジェ ク トを推進 すべ きであ る。

さ らに・ネ ッ トワー ク環境 ・端末環境の急速 な大容量化等 の変化 を踏 まえ、 コンテン ト/放 送

ソフ トの高度化 を図 るため・魅力あ るコンテン トビジネス環境の整備、視聴覚障害者向 け放送サ
ー ビスの拡充 を図 るべ きであ る。
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第2節 高度情報通信社会の構築に向けた情報通信政策の推進1■■一

(イ)ネ ットワークインフラの高度化

高速 ・広帯域化、デジタル化 の推進 によるネ ッ トワー クインフラのシー ムレスな接続 を実現す

ることによ り、ユーザーの利便性 を向上 させ るべ きであ る。

具体的 には、2000年 まで に加入者系光 ファイバ網の整備 を人 ロカバ レッジ20%と す るために公

的支援 を行 うとともに、光 ファイバ網 とシー ムレスなマルチメデ ィア無線通信 を実現す るため、

高速無線 アクセス(25-30Mbps)、 超高速無線LAN(156Mbps)を 開発すべ きであ る。

また、2000年 か ら2005年 まで に地上 デジタル放送 を導入す るため、伝欄 寺1生の調査分析等 を行

う必要がある。

㈲ 情報通信技術の研究開発

上述のアプ リケーシ ョン、ネ ッ トワー クインフラ高度化 目標 を達成す るため、2000年 まで に「マ

ルチメデ ィア情報 コンセン ト」、「次世代 インターネ ッ ト」、「マルチメデ ィア移動 アクセス」等の研

究開発、新技術 シーズを創出す る基礎的 ・先端的研究開発 を推進すべ きであ る。 このため、国の

研究開発資金の拡 充 と柔軟 な活用、委託研究 ・公募研究等の拡充、分散型研究協力体制 として「マ

ルチメデ ィア ・バ ーチャル ・ラボ」の早期構築等 を図 るべ きであ る。

に)情 報通信ニュービジネスの振興

情報通信 ニュー ビジネスの創出 ・育成 は我が国の経済構造の改革 に寄与す るもの として期待 さ

れてい るものの、資金調達や人材確保等、 その起業環境が十分 に整備 されていないこ とか ら、国

として も、テレコム投資事業組合の設立支援、成功払 い報酬制度の活用促進等の施策を通 じ、民

間の主体 的な取組 を補完す る必要があ る。

け)全 世界的な情報通信社会の構築

世界的な情報通信基盤 の構築のため、多 くの国 ・地域、国際機関で具体的行動が開始 されてい

る。我が国 もその国際的地位 に応 じた役割 を果たすべ く、国際共同プ ロジェク トを推進す る とと

もに、 マルチメデ ィア活用等 による人材育成 ・技術移転や放送番組国際共同制作基盤 の構築等 を

通 じた開発途上国の情報通信基盤整備の支援 を推進すべ きであ る。

(2)惰 報通信21世 紀ビジョンの検討

現在、世界の情報通信分野は、急速 な技術進歩を背景 として、国境 を越 えた事業者の連携が進

むな ど大競争時代 を迎 えつつあ り、我が国 において もNTTの 再編成や放送のデ ジタル化等、一

大変革期 を迎 えようとしている。 こうした状況 を踏 まえ、郵政省で は、21世 紀初頭(2010年)に

向 けて推 進すべ き情報通信高度化のための総合的な政策 と、 これによ り実現可能 な未来像 を提示

す るこ とにより、長期的展望 に立脚 した情報通信政策を確立す るため、9年2月 、電気通信審議

会 に対 し諮問 を行った。同審議 会で は9年 夏 ごろを目途 に検討が行 われてい る。

(3)通 信 ・放送の融合に関する検討

ア21世 紀に向けた通信 ・放送の融合に関する懇談会

近年の技術革新の結果、通信 に も放送 に も利用可能なネ ッ トワー クの実用化 と通信 と放送 の融

合 による新 たなサー ビスの開発が想定 されてお り、 このよ うな通信 と放送 の融合動 向に対応 した

ニュービジネ スの振興、メデ ィアの再編、関連す る法制度の在 り方 につ いて総合的な検討が必要

となってい る。

郵政省で は、6年7月 か ら 「21世紀 に向 けた通信 ・放送の融合 に関す る懇談会」を開催 し、①

広帯域網の構築 と情報通信サービスの多様化、②1青報通信サー ビスのマノレチメデ ィア化、③通信

と放送の融合 に伴 う制度的課題 と対応等 を中心 に検討 を行ったが、8年7月 、報告が取 りまとめ
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られた。 その概要は次の とお りであ る。

(ア)通 信と放送の融合

電気通信の中で、 「公衆(不 特定多数)向 けの一方向型情報発信」を 「放送」・ それ以外 を 「通信」

として きた。 しか し、情報環境 ・情報活動の変化 によ り、通信 ・放送の情報 伝送路の共有化が進

み、「公然i生を有す る通信」、「限定性 を有 す る放送」 といった、通信 ・放送の中間領域 的サービス

が出現 しつつあ る。 この ような動 きを 「通信 ・放送の融合化」の現 れ と捉 えるこ とがで きる(第

2-2-2図 参 照)。

通信

墜

放送

通信 ネ ッ トワ ー グ 放 送 ネ ッ トワー ク

第2-2-2図 通信 ・放送融合のイメージ
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L

(イ)通 信 一放送の融合と情報活動の在 り方

通信

現在～将来
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有する通信 有する通信'、
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電子掲示板 等

、
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放送

な1縞

1対n.

躍

ノ
[ネ ッ トワークの共用化]

[中間領域的サービスの登場]

「公然性 を有す る通信」 において、 わいせつ情報、他人の誹誘 ・中傷、虚偽1青報等 の反社会的

情報の流通 が拡大 しつつあ り、また、1対1型 の通信形態 において迷惑通信 が深刻化 しつつ あ る。

このため、情報活動 に関す る従来 のルールでは適切 な対応が困難 な状態 が生 じてい る。情報活動

に関す る新 たなルール作 りに際 しては、「表現 の自由」確保 を基本原則 としつつ、新た な情報環境

におけるその意義や情報受信者及 び第三者の権利保護 につ いて も、併 せて検 討す る必要 があ る。

また、「限定性 を有す る放送」の出現 を踏 まえ、今後、多チャンネル時代 にお ける番組 規律 につ

いて、現行制度の意義 を十分 に配意 しつつ、各放送 メデ ィアの特i生に応 じて、 その適用の在 り方

を見直 してい く必要がある。

(ウ)情 報(コ ンテン ト)の 創造 と流通

通信 ・放送の融合等 の情報環境 ・活動の変化 によ り、情報 は、文化の発展、産業 の振興 に、 よ

り一層重要 な役割 を担 うこ ととな る。

情報の力を最大限発揮 させ・社会の発展 を促進す るには、質 の高い情報 が豊富 に創造 され る環

境、情報 が円滑 かつ正確 に流 通す る環境 の整備が必要であ る。 そのためには、情報 に係 る権利 の

適切 な保護・権利処理の容易化及 び【青報セキュ リティの確保 されたネ ッ トワー クの整 備が必要 と

され る。

に)情 報通信産業の展豊

情報環境 の変化 によ り・情報活動 を専門的 に担 う事業者 を取 り巻 く環境 も大 き く変化す る。情

報通信産業 の発展 を支 えるために・情報発信主体の多様化や事業者 間 における公正 な競争状態の

確保等の環境整備 が必要で あ る。
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イ 通信 ・放送の融合と展開を考える懇談会

「21世紀 に向 けた通信 ・放送 の融合 に関す る懇談会」 において整理 された論点及び今後の通信

・放送の展開 を視野 に入れた課題 について、具体的な対応 を幅広 い見地 か ら総合的 に検討するた

め、8年10月 か ら 「通信 ・放送の融合 と展開 を考 える懇談会」を新たに開始 し、2年 間程度の予

定で、①通信 ・放送事業の国際化 の進展、②通信 ・放送の融合 と情報活動の在 り方、③ 情報(コ

ンテン ト)の 創造 ・流通環境整備、④i青報通信産業 に関わる競争環境整備等 につ いて検討 を行っ

ている。

ウ 通信ネッ トワークの放送事業への利用に関する検討

伝送路 の光化 による広帯域化等 に伴 い、公衆網 を利用 した、電気通信事業者 によるケーブル テ

レビ事業者へのサー ビス提 供が技術的 に可能 となるなど、通信ネ ッ トワークの放送事業への利用

可能性が広が っている。郵政省では、8年11月 か ら、「通信 ネ ッ トワー クの放送事業への利用 に関

す る研究会」を開催 し、電気通信事業者及びケーブル テレビ事業者のネ ッ トワーク整備の在 り方、

サービス形態及 びシステム上 の課題、公正有効競争条件の担保ガ 去、現行法体系上の制度的な整

理等 の課題 について検 討を行ってお り、9年5月 を目途 に報告 を取 りまとめるこ ととしている。

(4)マ ルチメデ ィア ・パイロッ トタウン構想(成 果展開型研究開発)の 推進

郵政省で は、9年 度か ら、通信 ・放送機構(注1)による成果展開型研究開発 として、地方公共団体

や大学等 と協力 し、関係省庁 との連携の下、マルチメデ ィア ・パイロッ トタウン として、全国に

先駆 ける意欲のあ る地域 において、通信 ・放送分野の研究開発成果 を活用 した システム開発 を推

進 し、 その全国的な普及 を図 るこ ととしている。

9年 度 においては、本構想 の下、建設省、文部省、農林水産省 とも連携 して、例 えば、①マル

チメデ ィア ・モデル市役所、②マルチメデ ィア ・モデルキャンパ ス、③ マルチメデ ィア ・モデル

住宅、④ マノレチメデ ィア ・モデル農村 といったプロジェク トの推進が予定 されている(第2-2

-3図 参照) 。

第2-2-3図

(1>マ ルチ メデ ィア ・モ デル市役 所(例)

通信 ・放送機構 各穐証明書の交付申請等

情報送受の安全性 、信頼性 を確保するための 最寄りの出張所等から、ネットワーク

技術等に関す る研究開発を実施 を介し、ICカ ー ドを使って各種の申請手続きを行うことが可能

温

マルチメディア ・パイロットタウン構想イメージ

瑠IC、 、,D
出張所

一ア

_噛71伽 闘
/

(2}マ ルチ メデ ィア ・モデル キャ ンパ ス(例)

通信 ・放送機構 キャンパスのどこからでも高速無線

誰もが、どこでも、容易に利用できる端末 をLANに より学内データベースにアクセ

実現する枝術等に関する研究開発を実施 スでき、伝達事項の周知や教師との質

疑応答などに活用できる

鶏
穿
嘱 晒一 課 曙

教室 ・研究所

圖/麟 験
関係省庁との連携施策例
マルチメディア ・モデル市役所への郵便局の参加 〔郵政省1

(3)マ ルチ メデ ィア ・モ デル住宅(例)

通信 ・放送機構

複数のデーターべ一スの円滑な相互運用を

実現する技術等に関する研究開発を実施

づ 鉾 集雑宅
ぜ睡 照.'

眺旨ロ竃 嗣
噛・8

冒

C副 センター

関係省庁との迎携施策例
建設省 二住宅情報通信機器の整備

CATVを 介して電子新聞を始めとする

様々なマルチメディアデータの配信を

受けることが可能となる

囲i

繍「『
マルチメデ ィア ・モデル住宅

関係省庁との連携施策例

文部省:私Lン.大学の学内情報通信設備の整備

(4)マ ルチ メデ ィア ・モデル農 村(例)

通信 ・放送機構 加入者線を引くことが困難な遠隔地等

ネ ノトワークの相互接続を実現する の農家でもCATVか らマルチメディア

技術などに関する研究開発を実施 情報にアクセス可能

コ勲 雪

CATVセ ンター

聾 一 仁鴨
ぱ　の　　　

囲隔 「鴨
関係省庁との連携施策例

農林水産省1農 村CATVに 関する施設幣備
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(5)先 進的情報通信システムモデル都市構築事業の推進

郵政省で は、21世 紀型 のマルチメデ ィア未来都 市の先行実現 を図 り、高度情報通信社会の構築

を加速 ・推進 す るため、通商産業省 と連携 して、9年 度か ら 「先進的 盾報通信 システムモデノレ都

市構築事業」 を行 うこ ととしている。

本事業 は、地方公共団体等(都 道府県、市町村、第3セ クター法 人、公益法人)が 、行政 ・教

育 ・医療 ・防災等複合的機能を持 っ先進的i青報通信 システムを整備 す る際 に、 センター施 設、情

報通信設備、端末機器、コンピュータ ソフ ト、コンテン ト制作 費等の経費の1/2を 補助す る もので

あ る(第2-2-4図 参照)。

郵
政
省
が
通
商
産
業
省
と
連携

し
て
支
援

第2-2-4図 先進的情報通信システムモデル都市構築事業
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(6)加 入者系光ファイバ網の整備の推進

21世 紀 の高劇 青報通信社会の基盤的 な社会資本であ る光 ファイバ網 の円滑 な整備 を促進 するた

め・第一種電気通信事業者及 びケーブル テレビ事業者 による加入者系光 ファイバ網 の整備 を対象

とした・投資負担軽減のための特 別融資制度(加 入者系光 ファイバ網整備特 別融資制度)が7年

度 に創 設された(第2-2-5図 参照)。

本制度 は・「電気通信基盤充実臨時措置法」の改正 によ り通信 ・放送機構 に基金 を設置 し
、加入

者系光 ファイバ網整備 に係 るNTT-Cノ 融 資 に対 して・2%の 範囲で利子助成 を行 い
、超低利融

資 を実現 す るものであ る。

さらに・光 ファイ欄 の円滑 鰹 徹 一層促進 す るため・8年 度 にお いて本鞭 の抜 本的 な拡

充が図 られた。具体的 には・加入者幹線部分 のみで あった対象設備 に光端末回線 装置及び受信用

光伝送装置を追加 し・2・5%で あった下限金利 が融資当初の5年 間 について2 .0%に 引 き下 げ られ
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第2節 高度情報通信社会の構築に向けた情報通信政策の推進1開一

た。また、7年 度 において300億 円であったNTT-C1融 資枠が、8年 度 において42(臆 円 に拡大

されたほか、当該特別融資のための通信 ・放送機構の基金 の原資 として、25億 円が措置 された。

9年 度 においては、NTT-Cノ 融資枠が511億 円に、通信 ・放送機構 の基金 の原資は30 ,5億円 に

拡充す ることとなっている。また、この他、法人税及 び固定資産税 の減免措置 も講 じられている。

第2-2-5図 加入者系光ファイバ網整備特別融資制度のスキーム

国債整理基金
特別会計

無利子原資
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整備事業者(第一種電気通信事業者 ・ケーブルテレビ事業者)

【 】は9年 度予算政府原案の数値

※NTr-Cノ 融 資の金利が3.0%の 場 合の値

2地 域情報化施策の推進
_/凸 ノ

(1)地 域惰報化プログラムの推進

現在、地域 における情報化 の取組状況 に差異が生 じてい る中で、各地の特性 を生 か した情報化

を促進す るこ とによ り、高度情報通信社会 の恩恵を全国均衡 の とれた形で享受で きるようにす る

ことが重要で ある。

このため郵政省で は、電気通信審議会 によ り策定 された精 報通信高度化中期計画(8年5月)」

に基 づ き、新 たな地域i青報化推進方策 を検討す るため、8年10月 、「高度 清報通信社会構築 に向 け

た地域i青報化推進方策 についての調査研究会一地域1青報化プ ログ ラムー」 を開催 し、①都道府県

域 にお けるアプ リケーシ ョンの展開の促進、都道府県のイニシアティブの下で の広域ネ ッ トワー

ク化促進、②地域お ける情報通信関連産業(ベ ンチャーを含む。)育成 のための環境整備、③新 し

い国土形成実現 のための地域 にお ける情報通信基盤の在 り方 について検討 を行 っている。

(2)自 治体ネッ トワーク施股整備事業

高度 情報通信社会の実現 には、ネ ッ トワークインフラの整備 とともに、 その具体的な利活用方

法 の開発 ・普及 を図 るこ とが必要であ る。郵政省で は、公共 アプ リケー ションの開発 ・普及を目

的 とした地域 ・生活情報通信基盤高度化事業の一環 として、6年 度か ら自治体ネ ッ トワー ク施設

整備事業 を実施 している(第2-2-6表 参照)。
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第2-2-6表 自治体ネットワーク施設整備事業の概要

対象地域

地方の発展の拠点 となる

べ き地域

施設概要

地域情報セ ンターを整備

①送受信装置

②構内伝送路

③センター施設

④映像ライブラリー装置

事業主体

都道府県

市町村

第三セクター

公益法人

補助率

1/3

1/4

本事業 は、高度 なネ ッ トワー クを通 じて、市役所、学校、病院等の公共施設を接続 し、行政、

教育、医療 ・福祉等の公共分野のアプ リケー ションの開発 ・導入 と、 その効用 を全国的 に普及す

るこ とに資す る施設 を整備 す るもので ある。

8年 度 においては、新た に、岩見沢市(北 海道)、 白石市(宮 城県)、 真岡市(栃 木県)、 太 田市

(群馬県)、 横浜 市(神 奈川県)、 谷汲村(岐 阜県)、 蒲郡市(愛 知県)、 園部市(京 都府)、 大阪市

(大阪府)、 久世 町(岡 山県)、熊本市(熊 本県)の11地 域 において実施 されている。

(3)新 世代地域ケーブルテレビ施設整備事業

郵政省で は、6年 度か ら地域 ・生活 晴報通信基盤高度化事業 の一環 として、地域住民のニー ズ

を反映 し、緊急 晴報、福祉 清報等、地域の住民生活 に必要不可欠 な映像i青報 を提 供す るとともに、

文化 ・教養情報等 多種多様 な情報の提供 を通 じて、情報化の均衡あ る発展 を図 るこ とを目的 とし

た新 世代地域 ケーブルテレビ施設整備事業 を実施 している(第2-2-7表 参照)。

第2-2-7表 新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業の概要

項目

田園型

都市型

対象地域

過疎地域、辺地、離島、

半 島振 興 対 策 実施 地

域、振興山村又は豪雪地

帯

過疎地域、辺地、離島、

半 島振 興 対 策 実施 地

域、振興山村及び豪雪地

帯を除く地域

施設概要

自主放送 を行 うケーブルテレビを

整備

①受信施設

②センター施設

③伝送路施設

高度 なア プリケー シ ョンの提供 を

行 う高度 なケーブルテ レビを整備

事業主体

市 町村

第三セ クター

第三セ クター

補助率

1/3

1/4

1/4

本事業は過疎地域・ 辺地・離島・半島振興対策実施地域、振興山村又は豪雪地帯 を対象 とした

田園型事業・ その他の地域 を対象 とした都市型事業 によ り実施 されてお り、8年 度 にお いては、

新 たに・田園型が 白滝市・池田町(北 海道)・ 青森市(青 森県)、水沢市(岩 手県)、 須坂 市(長 野

県)・相川町(新 潟県)・美杉村(三 重県)・ 伊万里市・武雄市(佐 賀県)、福 江市(長 崎県) 、都 市

型が加古川市(兵 庫県)、 豊橋市(愛 知県)の12地 域 において実施 されてい る。

(4)テ レワークの推進

テレワークは・電話・ ファクシ ミリ・電子 メール等、情報通信 を活用 して 自宅やサ テライ トオフ
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イス等で仕事 を行 う勤務形態であ る。

このテレワー クによ り、通勤移動や業務移動が情報通信で代替 され、 これに伴 う大気汚染物質

や移動エネルギーが削減 され、環境 にやさ しく持続的な成長が可能な社会 を実現す る上での一助

となるばか りで な く、労働者 に とってメ リッ トのあ る柔軟な働 き方 を実現す る もの として普及へ

の期待が高 まっている。

ア テレワークセンター

地方都 市においては、居住地域 を離れない勤務形態を可能 とし、地域 における定住人 口や就労

機会の拡大 といった効果が期待で きる、映像通信等高度 な通信 を活用 した共同利 用型 テレワー ク

センターの設置が求 められている。

郵政省では、6年 度か ら、地域 ・生活情報通信基盤 高度化事業の施策 として、 テレワークセン

ター施設整備事業 を実施 してお り、8年 度末 において、山辺町、朝 日町、白鷹町(山 形県)、 阿蘇

町(熊 本県)の4地 域 において実施 されている(第2-2-8表 参照)。

第2-2-8表 テレワークセンター施股整備 事業の概要

対象地域

情報通信の活用 による新 た

な雇用機会の創出効果ある

いは環境保全効果の期待で

きる地域

施設概要

テレワークセンターを整備

①センター施設

②構内伝送路

③外構施設

④電源施設

⑤監視装置

⑥用地取得費 ・道路費等

事業主体

市町村

補助率

1/3

イ テレワークの普及 ・導入に向けた取組

テレワークに関す る現状及び課題 を適切 に把握 し、 コンセンサ スの形成 を図 りつつ普及 を促進

す るこ とを 目的 として、8年2月 か ら、郵政省、労働省及びテレワー クに関心 を持つ企業等 によ

り構成 され る 「テレワーク推進会議1が 開催 され、8年11月 、最終報告が取 りま とめ られた。

本報告で は、企業 にお けるテレワー ク導入に向 けた環境整備 のため、次の施策 に取 り組 むこ と

を提案 している。

① テレワークに関す る情報の積極的な提 供

② 通信料金低廉北 等 に向 けた環境整備

③ 企業 によるテンワー ク導入 に係 るモデル事業の実施

④ テレワークに関す る情報通信技術 の研究開発

⑤ 障害者の雇用拡大 を図 るための施策の検討

⑥ テレワーク等 の新 しい勤務形態 に対応 した労働時間制度の検討

⑦ 郵政事業関係職員以外の国家公務員へのテレワーク導入 に向けた検討

⑧ テレワーク実践優績企業等 に対す る表彰の実施

⑨ テレワーク推進の場の継続 設置

また、郵政省 として も、9年 度か らは次の三っのプ ロジェク トを実施 し、テレワークの普 及に

1911■彊一



一 ■置1第2章 情報通信政策の動向

向けた国民運動 としての取組 を展開す ることとしている。

励GETプ ロジェク ト(テ レワークの実施 ・普及キャンペーン施策)

官民 にお けるテレワー ク導入の起爆剤 としての普二及 キャンペー ン活動 としての 「テ レワークD

AY」 を情報通信 月間に併せ実施す る計画であ るほか、一般公務員への テレワー ク試行 ・導入拡

大への取組 を継続 してい くものであ る。

(イ)DUETプ ロジェク ト(テ レワークを実施する企業や地方公共団体を応援する施策)

「テレワークセ ンター施設整備事業」のスキームを充実化 し
、地域 にお ける地方公共団体 が実

施 す る共同利用型 テレワー クセンター施設整備 の一層の促進 を図 る もので あ る。

(ウ>WAVEプ ロジェク ト(テ レワークの普及促進を世界的な動きとする施策)

我が国におけるテレワー クの普及 に向 けた取組 を国際会議の場 において世界 に発信 す る もので

あ り、APEC電 気通信 ワーキンググループ会合の場 を活用 し、我が国の テレワー クに関す る取

組の成果等 をアジア太平洋諸国に紹介 し、 テレワークの有用性 や ノウハ ウの共有 を図ってい くな

どの取組 を行 うこととしている。

(5)民 活法施設整備事業の推進

昭和61年 か ら施行 された 「民間事業者の能力の活用 による特 定施設の整備 の促進 に関す る臨時

措置法(民 活法)」は、民間事業者 の能力 を活用 して、経済社会の基盤 の充実 に資す る特定施 設の

整備 を図 るこ とによ り、内需の着実な拡大 と地域社会の活 性化等 に寄与す るこ とを目的 としてお

り、支援措置 として、民活補助金、 日本開発銀行等 か らの無利子 ・低利融資(利 子補給 を含 む。)、

財政投融資及び税制上の特例措置(特 別償却、不動産取得税等の軽減措 置等)等 が講 じられてい

る 。

郵政省が所管す る特 定施設 としては、① テレコム ・リサーチパ ーク(電 気通信研究開発促 進施

設)、② テレコムプ ラザ(電 気通信高度化基盤 施設(映 像 ソフ ト交流促進施設 を含 む。))、③ マルチ
・メデ ィア ・タワー(多 目的電波利用基盤施設)

、④ テレポー ト(衛 星通信 高度化基盤 施設)及 び

これ と一体 的 に設置 され るインテ リジェン トビル(特 定高度i青報化建築物)
、⑤特定電気通信基盤

施設及びこれ と一体的 に設置 され るインテ リジェン トビルの5類 型が あ り、9年3月 末現在 、18

施設が認定されている。

(6)地 方拠点都市地域の整備の推進

「地方拠点都市地域の整備及 び産業業務施設の再配置の促進 に関す る法律
」(4年 施行)に よ り、

現在85地 域が地方拠点都市 として指定 されている。郵政省 は、地方拠点都 市地域 に対 して次の施

策 を講 じてい る。

① テレビ会議 高速データ通信等 を行 うための施設の整備 を行 う第3セ クターに対 す る
、通

信`放 送機構 か らの出資及び 日本開発銀行等か らの無利子融資

② 地域の特1生に応 じた電気通信の高度化の促進 のための調査研究(8年 度 は南加賀地域
、井

笠地域で実施)等

(7)テ レ トピア構想の推進

テレ トピア構想 は・ケーブル テレビ・データ通信等の情報通信 メデ ィアを活用 して地域の情報

化 を促進 し・地域社会の活 靴 を図 るこ とを目的 として昭和58年 に提ロ昌され購 想であ り
、9年

3月 末現在、164地 域がモデル地域 に指定 されている。

支援措置 としては・事業主体 に対す る日本開発銀行等 か らの無利子 ・働 」融資及び財政投融資

並 びに民間企業 に対す る税制上の特例措置等が講 じられてい る。
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8年 度 においては、埼玉県南5市(埼 玉県)、 大田区、豊島区(東 京都)、 松本市(長 野県)、蒲

郡市、知多北部情報文化圏(愛 知県)、 近江八幡市(滋 賀県)、 池田市、高槻市(大 阪府)、 倉敷市、

津山市、玉野市、総社市(岡 山県)、 本渡市(熊 本県)、 都城市(宮 崎県)の15地 域が新 たにテレ

トピア構想モデル地域 として指定 を受 けている。

(8)電 気通信格差是正事業の推進

電話や テレビジョン放送等の情報通信 は、生活 に密着 した情報の入手 ・発信手段 として、 日常

生活 に不可欠 な もの となっている。 しか しなが ら、過疎 ・山村地域等 を中心 に、携帯 ・自動車電

話の利用で きない地域、民間 テレビジョン放送が1波 も受信で きない地域、民放中波 ラジオが良

好 に受信で きない地域が見 られている。

8年 度 においては、「移動通信用鉄塔施設整備事業」について対象 地域 に半島振興対策実施地域、

振興山村、特定農山村及 び豪雪地帯が追加されたほか、「沖縄県南・北大東地区テレビ放送難 視聴

解消事業」が新 たに実施 された(第2-2-9表 参照)。

第2-2-9表9年 度電気通信格差是正事業

項 目

地域 ・生活情報通信基盤高度

化事業

移動通信用鉄塔施設整備事業

民放テレビ放送難視聴解消事

業

民放中波 ラジオ放送受信障害

解消事業

都市受信障害解消事業

沖縄県南 ・北大東地区テレビ

放送難視聴解消事業

目 的

公共分野における情報通信の利活用方法の開発 ・普及を図るための施

設整備を進めることにより、情報通信基盤整備の促進を図る。

携帯 ・自動車電話等の移動通信サービスを全国どこでも使えるように

するため、移動通信用鉄塔施設を整備する地方公共団体等に対 して、

その設備経費の一部を補助する。

民放テレビ放送の難視聴を解消するため、民放テレビ放送ヰ継施設及

び民放テレビ放送共同受信施設を整備する者を助成する地方公共団体

等に対 して、その経費の一部を補助する。

民放中波ラジオ放送の受信障害を解消するため、民放中波ラジオ放送

施設を整備する者を助成する地方公共団体に対 してその経費の一部を

補助する。

テレビジョン放送の受信障害のうち、その原因となる建築物その他の

工作物を特定できない受信障害の解消を図るための有線テレビジョン

放送施設に係る施設及び設備 を設置する地方公共団体 に対 し、その経

費の一部を補助する。

沖縄県南 ・北大東地区における地上系テレビ放送の難視聴を解消する

ため、放送番組受信用衛星回線施設及びテレビ放送中継施設を整備す

る沖縄県に対 して、その経費の一部を補助する。

(9)ケ ーブルテレビインターネットの推進

現在、 テレ トピア指定地域 をは じめ各地域 において、各家庭 まで直結 している高速、大容量回

線であ るケーブルテレビ網のインターネ ットへの活用が期待 されている。そこで、8年8月 か ら、

地域マルチメデ ィア ・ハ イウェイ実験協議会 によ り、地域1青報通信基盤の整備 を図 り、高速網 を

活用 した多様 なアプ リケー ション開発の推進やニュービジネ スの育成等支援の環境 の整備 を図 る

ため、ケーブル テレビ網 を活用 したインターネ ッ トサー ビスに関す る実験が実施 されている。

(10)地 域情報化ア ドバイザー制度

地域i青報化 ア ドバ イザー制度は、地域 清報化全般 の推進 を支援す る団体であ る情報基盤協議会

が運用す る制度であ り、地域の情報化 を推進す る地 方公共団体等 に対 して、有識者 を派遣 し、情

報化計画の策定等 に関す る助言 を行 うもので ある。8年 度は11か 所の派遣が行 われた。
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3』 情報通信関連産業の創造 ・育成の推進

(1)情 報通信ニュービジネスの振興

情報通信 ニュービジネスの創 出 ・育成 は、技術革新の進展 地域 にお ける起業 の促 進、内需振

興型の新 たなリーデ ィング産業の創 出、他産業への波及効果の面 か ら、我が国の経済構造 の改革

に寄与す るもの として期待 されている。 しか しなが ら、我 が国 においては、資金調達、人材確保

等 の面で、ベ ンチャー企業 による情報通信 ニュービジネ スの置かれている環境 が十分整備 されて

いる とは言 い難 い状況 にあ る。

郵政省で は、先進的 ・独創的 な技術 の開発 を行 う中小 ・中堅企業 を対象 に、研究開発費の一部

を通信 ・放送機構 を通 じて助成す るテレコムインキュベー ション(先 進技術 型研究開発助成制度)

を実施 している。

また、9年 度か らの新規施策 として、①創業 ・スター トア ップ段階の通信 ・放送新規事業 に対

す る資金供給の促進 を目的 としたテレコム投資事業組合(仮 称)(注2)の創設、②通信 ・放送分 野の新

規事業の実施 に必要な人材確保のためのス トックオプション制度(注3)の創設 を行 うこととしている。

(2)9年 度税制改正

情報通信分野 に関す る9年 度の主 な税制改正 については、「個人投資家 に係 る投資 リスク軽減 税

制」及 び 「i青報通信技術 に係 る国際試験研究促進税制」が新た に創設されたほか、 「ス トックオプ

シ ョン導入円滑化税制」、「周波数逼迫対策税制」、「高度ケーブル テレビ施設整備促進税 制」及 び「ハ

イテク税制」の延長等が行われることとなった(第2-2-10表 参照)。

(3)9年 度無利子 ・低利融資

第2-2-10表9年 度惰報通信分野における税制改正の概要

項 目

個 人投資 家 に係

る投資 リス ク軽

減税制の創設

情報通信技術に

係る国際試験研

究促進税制の創

設
ス トックオプシ

ョン導入 円滑 化

税制の拡充

内 容 趣

国 税 ・地方税

対象者:一 定の要件を満たした個人(い わゆるエ ンジェル)

対象物:個 人が取得 した特定の中小企業(主 な要件:設 立5年 以内の未店頭登録、

未上場会社で、試験研究費等の売上高に占める割合が3%以 上等の中小企

業)の 株式の譲渡損失等

特例内容:対 象となる株式の譲渡損失等のうち、他の株式譲渡益の額から控除 し

きれない金額 について、翌年以降3年 間の繰越控除可

国 税

対象者:外 国の試験研究機関等 と共同して試験研究等 を行 う法人又は個人

対象物:共 同 して行う試験研究等に係る試験研究費

特例内容:試 験研究費の額の6%を 税額控除

国 税

対象者:「 特定通信 ・放送開発事業実施円滑化法」に基づ く通信 ・放送新規事業
の認定 を受けた株式会社の取締役等を追加

対象物:認 定会社の特別決議 に基づ きその認定会社 と締結 した契約により与 えら

れた特 に有利 な発行価額で新株の発行を請求する権利(ス トックオプショ

ン)の 行使 により生 じた経済的利益

特例内容:権 利行使時の所得税は非課税

株式の譲渡時に申告分離課税(所 得税20%、 住民税6%)
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項 目

周波数 逼迫対 策

税制の延長 ・拡充

高度 ケー ブル

テ レビ施設整備

促 進 税 制 の 延

長 ・拡充

ハ イ テ ク税 制 の

延長 ・拡充

その他

内 容

国 税

対象者:対 象設備を取得等 した法人又は個人

対象設備:下 表のとお り

特例内容:下 表のとお り

区分

新規

継続

対 象 設 備

公共業務用デジタル移動通信システム

チャンネル自動選択型デジタル式移動無線通信装置

デジタル式移動無線局識別装置

特別償却率

9年 度

11%

10年度

11%

地方税

対象者:有 線テレビジョン放送事業者

対象設備:下 表のとお り

特例内容:下 表のとお り

区分

新規

継続

対 象 設 備

送信用光伝送装置

光ファイバ(光 幹線路)

課税標準

9年 度

4/5

10年 度

4/5

国 税
フェム ト秒光パルス発生装置及び波長分割多重光通信実験装置 をハイテク税制の

対象に追加及び既対象設備の2年 間の延長(税額控除5%)。

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

電気通信システム信頼性向上促進税制の延長

国税2年 間延長

通信 ・放送新規事業 に係る欠損金の繰越期間の特例の延長

国税2年 間延長

増加試験研究費税額控除制度の延長

国税2年 間延長

中小企業基盤強化税制の延長

国税2年 間延長

製品輸入促進税制の延長

国税1年 間延長

NTT株 式売払収入 を活用 した無利子融資(Cタ イプ)・ 低利融資(C'タ イプ)に つ いては、

9年 度 において、光 ファイバネ ッ トワークの全国的整備 を加速す るため、加入者系光 ファイバ網

整備 に対す る特別融資制度の融資枠が420億 円か ら5!1億 円 に拡大 され るこ ととなっている。また、

8年 度 において、「民活法施設整備事業」及び 「大阪湾臨海地域 中核的施設整備事業」の拡充 とし

て、「阪神 ・淡路大震災 に対処す るための特別の財政援助及び助成 に関す る法律」第2条 第1項 の

特定被災地方公共団体 とされた市町村 に対す る融資比率の引 き上 げ(25%以 内 ・37.5%以 内を50

%以 内に引 き上 げ)が 実施 されたが、9年 度 においては、同措置 に係 る整備計画の承認期間が、

7年 度～8年 度か ら7年 度 ～9年 度へ延長 された(第2-2-11表 参照)。

(4)9年 度財政投融資

9年 度の 日本開発銀行等の融資 につ いて、①新規産業の創出等21世 紀 に向 けての経済構造改革

を推進す るため、社会性 ・公共1生の高 い新技術開発等 を融資対象 とす る 「経済構造改革特別融資

制度」、②高度かつ独 自の技術 を有 してい る研究開発型企業が、当該技術の関連技術分野において

行 う技術開発 に対す る融資制度であ る 「技術指向型企業振興」及び③視聴覚障害者向けの放送番

組 を制作 し、 その番組 を視聴覚障害者向 け放送チャンネル に対 し供給す る事業を実施す る者 に対

1951■■一
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す る融資制度で ある 「視聴覚障害者向 け放送番組制作施設整備事業」が新設 された(第2-2-

12表 参照)。

(5)9年 度通信 ・放送機構の出資

通信 ・放送機構 で は、9年 度 において、産業投資特別会計 か らの出資 を原資 として、資金調達

力 に乏 しい創業 ・スター トアップ段階の通信 ・放送新規事業 に対す る資金供給 の円滑化 を図 るた

め、 テレコム投資事業組合(仮 称)を 活用 した通信 ・放送新規事業 に対す る出資制 度が新 設 され

た。

また、継続事業 として、地域 におけるケーブルテレビの放送番組 の制作、配信等 を共同で行 う

こ とを支援 す るための施設 を整備す る有線 テレビジ ョン放送番組充実事業 に対す る出資 を行 うこ

ととしている。

■ ■ll196
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第2-2-11表8年 度情報通信分野における財政投融資制度の概要

項 目

テ

レ
ト
ピ

ア

指

定
地
域

内

事
業

民
活
法
施
設
整
備
事
業

・ビデオテックス施設整

備事業
・地域通信システム施設

整備事業(地 域総合ディ
ジタル通信施設整備事業

を含む)
・情報処理型及び放送型

有線テレビジョン施設整

備事業(ケ ーブルテレビ
施設高度化 ・効率化促進

事業を含む)
地域共同利用無線ネッ
トワーク施設整備事業
・ハイビジョン施設整備

事業
・放送番組普及センター

施設整備事業(放 送番組

素材利用促進事業及び受
信設備制御型放送番組制
作施設整備事業を含む)
・ふるサットセンター施

設整備事業
・テ レコム ・リサーチパ

ー ク

・テ レコムプ ラザ(映 像

ソフ ト交流促進 施設整備

事業 を含む)
・テ レポー ト及び インテ

リジェン トビル(IB)整

備 事業
・特定電気通信 基盤施設

及 びIB整 備事 業
ハイビジョン ・システム地域

整備事業

通信 ・放送共同開発 業

電
気
通
信
基
盤
充
実
事
業

・高度通信施設整備 業

・高度有線テレビジョン

放送施設整備事業

・信頼性向上施設整備事

業

・人材研修事業

地方拠点都市地域の電気通信
高度化促進事業

特定研究開発基盤施設整備
業
有線テレビジョン放送番組充
実事業

・象 地

テレトピ

ア指定地

域内に限
る

特に限定
はない

ハイヒ"シ"ヨン

・シティ指

定 地 域 内

に 限 る

特に限定
はない

特に限定
はない

拠点法の

承認計画
に係る拠

点地域内
に限る

特に限定
はない

特に限定
はない

大阪湾臨海地域中核
的施設整備事業※

ベイエリア法の承

認計画に係る大阪
湾臨海地域の開発
地区に限る

対象資金
直接工事費
ただし、土

地取得費、
土地造成費

及び運営費
は除 く

融 資 比 庶

区 分
首都圏整備法に
よる既成市街地

、近畿圏整備法
による既成都市

区域、名古屋市
の旧市街地

首都圏整備法に
よる近郊整備地

帯、近畿圏整備
法による近郊整

備区域、中部圏
開発整備法によ
る都市整備区域

(名古屋市の旧
市街地を除 く)
その他の地域

融資比率
25%以 内

37.5%

以 内

50%以 内

※民活法施設整備事業及び大

阪湾臨海地域中核的施設整備
事業について、阪神 ・淡路大
震災に対処するための特別の
財政援助及び助成に関する法

律第2条 第1項 の特定被災地
方公共団体とされた市町村に
対する融資比率の引上げ(25
%・37.5%→50%)た だし、

平成7年 度～9年 度に整備計
画の承認を受けたものに限る。

[一体的に整備 される事業の要
件]
①本体施設の整備計画の中に位
置付けられていること

②機能が本体施設と密接に関連
し、空間的一体性を有するこ
と

③本体施設の整備費の概ね70%
以下(同 一建物内は概ねIOO

%以 下)の規模であること

④本体施設と同一の事業者によ
り整備されること

融 資 条 件

[融資期間]
15年以内

[据置期剛
3年 以内

[返済方法]
据置期間後元本

均等分割返済
[低利融資の適用金利]
既存融資制度の
3/4
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第2-2-12表9年 度情報通信分野における財 政投融資制度の概要

日 本 開 発 銀 行 一 般 枠

大項目

生活 ・社会基

盤整備

中項目 小項目

情 報 ・通 信 基 盤 整 備

対 象 事 業

1基 幹電気通信網整備

(1)第 一種電気通信事業用通信システム
・ 併設外国方式自動車電話システム

・ セル分割方式自動車電話システム

・ 無線呼出し(県域内)

・ 無線呼出し(県域超)

(2)放 送型CATVシ ステム
・ 放送型CATV施 設

・CATV番 組 供給施設(通 信衛星利用)

〃 (その他)

(3)衛 星通信 ・衛星放送施設等整備
・ 衛星通信施設

・ 衛星放送施設

・ 衛星管制施設

・ 衛星放送受信システム

2電 気通信安全 ・高度化促進

(1)電 気 通信システム整備

① 第二種電気通信事業用通信システム
・ 県域内

・ 県域超

・ 県域超 ・安信付き

② 電気通信 システム設計

(2)電 気通信安全対策整備促進
・ データ通信バックアップセンター

・ 電気通信安全管理システム

うち集中管理システム ・暗号化システム

(3)情 報通信利用機会均等整備
・ 高齢者、障害者又はこれらの者の介護 を行 う者の利

便 の増進に資す る電気通信システムの導入並 びに通

信 ・放送役務の開発に必要な設備の取得
・ うち施設設備を新設するもの

(4)船 舶高度通信システム導入促進

(5)電 波利用環境の整備

① 都市受信障害の解消促進

② 周波数の有効利用促進

③ 電波地下利用普及基盤施設整備促進

(6)通 信 ・放送共同開発事業

3放 送利用高度化促進

(1)放 送事業の整備

① テレビジョン放送局 ・FM放 送局施設整備

② 多重放送設備の整備(文 字多重放送 ・欝 謬繊灘 綾

鍵)

③ コミュニティ放送施設整備

④ 外国語放送施設整備

(2)放 送番組制作 ・利用促進

① ハイビジョン基盤整備
・ ハイビジョン システム地域整備事業

② 継 蕪 ヨ礁 組制作設備整備事業
③ 放送番組素材利用促進事業

④ 放送番組普及センター施設整備事業

灘駿麹鎌 1^　 翻騰 驚

4

(1)
情報処理 ・通信振興

いわゆるVAN・ 情報処理型CATV・ ビデオテック

ス事業関連システム

(2)テ レ トピア及びニユーメデ イア ・コミュニティ指定地

域内事業

① 地域振興情報処理 ・通信システム

② 通信 ・放送高度化プロジェク ト支援

③ ヶ一ブルテレビ施設高度化 ・効率化促進事業

(3)OSI対 応情報処理 ・通信システム

(4)電 磁環境整備促進

金利及び融資比率

特 利(5)、40%

特 利(5)、50%

特 利(5)、50%

特 利(4)、40%

特 利(5)、40%

特 利(4)、40%

特 利(5)、40%

特 利(4)、40%

特 利(5)、40%

特 利(5)、40%

特 利(5)、40%

基 準 、40%

基 準 、40%

特 利(4)、40%

特 利(5)、40%

特 利(3)、30%

特 利(4)、30%

特 利(3)、40%

特 利(4)、40%

特利(3)、40%

特 利(4)、40%

特 利(4)、40%

特 利(2)、40%

特 利(4)、40%

特 利(4)、40%

(出 資 の み)

特 利(3)、30%

特 利(4)、40%

特 利(3)、40%

特 利(4)、40%

特 利(3)、30%

特 利(3)、30%

識 灘N'◇"・

特 利(3)、40%

特 利(4)、30%

基 準、30%

特 利(4)、40%

特 利(4)、40%

特 利(3)、40%

特 利(2)、30%

特 利(2)、30%
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第2節 高度情報通信社会の構築に向けた情報通信政策の推進湘一

損磁 雰 、開 勢 銀 行 一 般 枠
'r茨 項 肩

経済構造改

革・地域活性
化

中項目

都市基盤整
備

新 技 術 開
発・新規事業

育成

国際化 ・産業

構造改革等

小項目

均 衡 の とれ

た国土 ・都市

づ くり

新技術開発

新規事業育
成

産業構 造改
革推進等

日本輸出入銀行
(輸入 ・投資)

(製品輸入)

(一般投資)

(一般投資)

(一般投資)

対 象 事 業

6民 活法特定施設関連

(1)電 気通信研究開発促進施設整備事業(テレコム・リサーチハ㌧ク)

(2)電 気通信高度化基盤施設整備事業(テレコム・プラザ)

(映像ソフ ト交流促進施設整備事業を含む)

(3)多 目的電波利用基盤施設整備事業(マ肝 ・メディア・タワー)

(4)テ レホ㌧ト及びこれ と一体的に設置 されるインテリジェントピル

整備事業

(5)特 定電気通信基盤施設及びこれと一体的に設置 され

るインテリジェントピル整備事業

7一 極集中是正

(1)地 方拠点都市地域整備

(2)大 阪湾臨海地域中核的施設整備

8新 技術開発

9新 規事業育成
(1)新 規事業育成
(2)一 懸
10時 短投資促進

11電 気通信分野の国際協調の推進

(1)通 信衛星 ・放送衛星の輸入促進

(2)通 信機器の輸入促進

(3)国 際電気通信事業者の海底ケーブル敷設等海外事業

の促進

(4)海 外 映像国際放送事業の促進

(5)海 外 における電気通信インフラ整備事業の支援

金利及び融資比率

特 利(5)、50%

特 利(5)、50%

特 利(5)、50%

特 利(5)、50%

特 利(5)、50%

特 利(3)、30%

特 利(4)、45%

特 利(5)、50%

(注2)、50%
灘
特 禾旺(3)、50%

(注3)

財 投 金 利 一 α、70%

財 投 金 利 一 α、70%

財 投 金 利 一 α、60%

財 投 金 利 一 α、6脇

財 投 金 利 一 α、6脇

注1網 掛け部分は平成9年 度に新設されたもの

2郵 政大臣の認定を受けたものは特利(5)(4年 目以降特利(4)-0.5%、 郵政大臣の確認を受けたものは特利

(5)(4年 目以降特利(4)-0.25%、 その他は特利(5)(4年 目以降特利(4))。

3財 投金利か ら引かれるαは、金利情勢や輸入 ・投資の内容及び融資期間によって変動する。

4平 成6年 度第二次補正予算(7.2.28成 立)に 伴い、開銀 に阪神 ・淡路大震災に係る災害復旧融資制度が創設。

(情報通信インフラの復旧に係る超低利融資)

第一種電気通信事業者の伝送路等の復旧=特 利(5)-1%、CATV施 設の伝送路等の復旧=財 投金利

5長 期資金調達力の特に高い企業(社 債格付け トリプルAの 上場企業)に ついて、平成8年 度に引 き続 き、5

ポイント融資比率を引き下げ。

6新 規事業の創出等21世 紀に向けての経済構造改革を推進するため、9年 度～10年 度の時限的措置 として、「経

済構造改革特別融資制度」が創設。

41
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環境保全に向けた取組の推進 一一一

(1)郵 政省環境基本計画の策定

政府 は、6年12月 に閣議 決定された 「環境基本計画」 を受 け、7年6月 に 「国の事業者 ・消費

者 としての環境保全 に向 けた取組の率先実行のための行重垢十画」 を閣議決 定 した。郵政省では、

これ らを積極的 に推進す るため、8年1月 に事務次官 を委員長 とす る郵政省環境基本計画推進委

員会 を設置 し、郵政行政 を通 じた環境保全への貢献 の在 り方等 について検討 を進 め、9年3月 、

「郵政省環境基本計画」 を決定 した。本計画の基本方針 は次の とお りで ある。

① 郵政行政 自 らが率先 して環境保全に関す る行動 を実行 し、環境への負荷の少 ない社会の実

現 を目指 す。

1991閥



一 ■ll第2章 情報通信政策の動向

② 情報通信の活用 による環境 負荷削減効果及び これ に伴 う諸課題 を十分 に調査 ・分析 しつつ、

環境への負荷の削減 に資 す る情報通信の高度化 に努 め る。

③ 情報通信の技術的可能1生を最大 限に活用 し、環境観測等の ための技術 開発及び国際的な協

力 を積極的 に推進 す る。

(2)環 境負荷の低減に関する検討

ア 環境負荷低減型情報通信システムの普及方策に関する調査研究

高度情報通信社会の基盤であ る情報通信 インフラは、 それ自体がエネルギー消費の比較的少 な

い社会資本であ り、 また、 その上 に構築 されつつあ る様 々なシステムは、人の活動 によ り環境 に

加 えられる環境保全上の支障 となる原因(環 境負荷)の 低減 に関 して大 きな役割 を果 たす ことが

期待 されている。

郵政省で は、こ うした環境負荷の低減 に資す る情報通信 システムの普及 を図 るた めに、「環境 負

荷低減 型情報通信 システムの普及方策 に関す る調査研究会」において検討 を行ったが、8年4月 、

報告が取 りまとめ られた。

この報告で は、情報通信 により国民生活や事業活動の スタイルが変革 された仮想的社会の一例

として 「テレコミューティング(注4)が広 く普及 した社会」を取 り上 げ、エネル ギー消費量の抑制及

びCO2の 削減 に関す る試算 を行っている。

イ 経済活動の電子化による環境負荷低減効果に関する調査研究

流通、生産、消費 といった広 い分野 にまたが り、 その進展が期待 されてい る経済活動の電子化

に着 目し、 その進展 による流通、生産、消費形態の変化 によ り生 じる環境負荷への影響 につ いて

の定1生分析 と、 その結果 に基づ いた環境負荷低減効果(CO2の 抑制等)の 定量化 を目的 とし、8

年10月 か ら新 たに 「経済活動の電子化 による環境負荷低減効果 に関す る調査研究会」が開催 され

ている。

(3)環 境にや さしい郵政事業の推進

郵政事業 自らが 多 くの資源 ・エネルギー を消費 しているとの問題意識 に立 ち、事業活動 その

ものの環境 負荷の低減 を図 る とともに、全国約2万4 ,600の 郵便局ネ ッ トワー クの活用 によって、

地域 と一体 となった環境 問題 への対処 を図 るこ とが重要 になっている。

郵政省で は、二酸化炭素排出抑制 による地球温暖化防止の観点か ら、8年 度 まで に、排気ガ ス

が な くク リー ンな電気 自動車 について、郵便集配用 として59両 を、郵便 局宣伝用 として42両 を試

行配備 し、 この問題 に取 り組んで いる。

また・郵便局ネ ッ トワー クの環境問題への活用 については、寄附金付年賀葉書 ・年賀切 手及び

寄附金付広告付葉書(グ リーンエ コー)の 販売 によって集 まった寄附金 を、地球環境保全のため

の事業 を行 う35団体 に配分 し・地球環境保全事業 を支援 してい る。 さ らに、8年 度 においては、

ケ フナ(ア オイ科 の1年 草)を 利用 した非木材紙 による寄附金付広告付葉書 を試行的 に販売 した
。
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第3節] 第2次 情報通信改革に向けた電気通信行政の推進

1L公 正有効競争体制の整備
パ

(1)NTTの 在 り方の検討

郵政省は、8年3月 の閣議決定(「規制緩和推進計画の改定 につ いて」)に基づ き、NTTの 在 り

方について検討 を進 めた ところであ るが、8年12月 、NTTを 再編成す る方針 を定 めた。本方針

によって必要 な調整 を進 め、 日本電信電話株式会社法(NTT法)の 一部 を改正す る法律案 を作

成 した。 その概要 は次の とお りであ る。

アNTTの 再編成

NTTの 再編成 を次の とお り実施す る(第2-3-1図 参照)。

①NTTを 持株会社 の下 に、東 ・西地域会社 と長距離会社 に再編成す る。

② 持株会社(日 本電信電話株式会社)は 、地域会社の株式の総数を保有 し、株主権 を行使す

ることによ り、地域会社の提供す る電気通信役務の安定的 な提供 の確保 を図 る とともに、基

盤的な研究を推進す る特殊 会社 とす る。

③ 地域会社(東 日本電信電話株式会社及び西 日本電信電話株式会社)は 、地域電気通信事業

を経営 し、 あまね く日本全国にお ける電話の確保 に寄与す る特殊会社 とす る。

④ 長距離会社は、民間会社 として、新 たに国際通信 にも進出 し得 るもの とす る。 なお、長距

離会社の株式は、 当分の間、持株会社が総数 を保有す るもの とす る。

第2-3-1図NTTの 再編成の概要

持株会社

(日本電信電話株式会社) [:灘1蠣 墜糊

NTr長 距離 ・(国際)

(名称は法定 しない)

NTr西 日本

(西日本電信電話株式会社)

〔参 考〕 1.

2.

膿{難劉
[==コ は特殊会社、[==コ は民間会社,

NTr東 日本

(東日本電信電話株式会社)

「1

・地域電気通信事業の経営

(北海道、 東北、関東、東京 、

信越)
・あまね く日本全国における竜話の

確保に笥コノ

持株会社は 、NTr東 日本、NTr西 日本の株式 を100%保 有す る、

また、NTFr長 距 離 ・(国際)の 株式 を当分の間100%保 有 す る

3.NTTは 、再編成前においても子会社方式により国際通信業務への進出を可能とする
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■ 闘第2章 情報通信政策の動向

⑤ 持株会社及び地域会社 につ いては、基本的 には現行NTTに 準ず る特殊会社規制 を行 うが、

地域会社の役員選任 ・解任、利益処分(現 行 は認可制)、持株会社及び地域会社の附帯義務(現

行 は届出制)に つ いて非規制 とす る規制緩和 を行 う。

イNTTの 国際通信業務への進出の実現

NTTの 再編成前 において も、子会社方式 によ り国際 通イ諜 務への進 出を可能 とす る。

(2)接 続政策の推進

郵政省で は、8年3月 の閣議決 定(「規制緩和推進計画の改定 につ いて」)に基づ き、接続条件 の

透明性 を確保 し、NTT地 域通信網 との多様 な形態での相互接続 を推進す る観点か ら、電気通信

審議会 に 「接続の円滑化 に関す る特別部会」を設置 し検討 を進 めて きたが、8年12月 、「接続 の基

本的ルールの在 り方について」 と題す る答申を受 けた。 これ を受 けて、相 当な規模 の加入者 回線

を有す る電気通信設備 を指定 し、当該指定電気通信設備 を有 す る電気通信事業者 との接続 が透明、

公平 かつ迅速 に行われることを確保す るため、電気通信事業法の一部 を改正す る法律案 を作成 し

た。 その概 要は次の とお りで ある。

① 接続条件(接 続料、技術的条件等)に 関 して接続約款 を定めなければな らないこ ととす る。

② 指定電気通信設備 との接続 に関す る会計 を整理 し、当該接続 に関す る収支 の状況等 を公表

しなければな らないこととす る。

③ 指定電気通信設備の機能の変更又 は追加の計画を公表 しなければな らない こととす る。

(3)規 制緩和の推進

ア 国内専用線の利用自由化(「公一専一公」接続)の 実施

国内の専用線 と公衆網の接続 につ いては、7年4月 か ら専用線の片端 に公衆網 を接続す るこ と

(いわゆ る 「公一専」片端接続)が 可能 となったが、専用線の利用 を完全 自由化す るため、8年

9月 、専用線の両端 に公衆網 を接続す る、いわゆ る 「公一専一公」接続が認可 された。 これ を利

用 して、社 内の通信網 として利用 していた企業ネ ッ トワークの活用 によ り、社 内の利用者のみで

な く、一般利用者 を対象 とす る廉価 な電話サービスの提供が開始 された。 また、国際専用線 にっ

いて も、9年 中に 「公一専一公」接続 を完全 自由化す る予定で あ る(第2-3-2図 参 照)。

第2-3-2図 「公一専一公」型(「 公一専」両端)接 続による電話サービスのしくみ

般
利
用
者

神 奈lll県

忠
襯8・

8♪
千 鼻き県 ●

電
話
網

企業の社内専用線等

薪努 ⊥

東京都 大阪府

＼ mの脇欄/
●
●

ア クセ ス

ポ ィ ン ト 電

話

網

兵庫県

8⊃

●

●

魯

8・
● 京都痢

般
利
用
者

イ 特別第二種電気通信事業の規模基準の緩和

一般第二種電気通信事業者 の範囲 を拡大 し
・今後 よ り一層機動的 に事業展開を行 うこ とを可

能 とす るため・8年!2月 ・特 別第二種電気通信事業の回線規模 の基準 を「1,200bpsの 電気通信回
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線 に換算 して500回 線 を超 える もの」か ら 「64kbpsの 電気通信回線 に換算 して2,0001μ1線を超 える

もの」に見直 した。9年4月1日 現在、特別第二種 電気通信事業者は78社 、一般第二種電気通信

事業者は4,510社 で ある。

ウ 移動体通信の料金の届出化

郵政省 は、第一種電気通信事業者の提供す る移動体通信の料金 を、事前届出制の対象 とす るた

め、「電気通信事業法施行規則」の改正 を行い、8年12月 か ら施行 した。

この改正 によ り、現在提供 されているサー ビスの うちで は、携帯 ・自動車電話サービス、PH

Sサ ー ビス、簡易型陸上無線電話サー ビス(CRP)、 マ リネ ッ ト電話サー ビス、無線呼出 しサー

ビス、 テレター ミナルサー ビスが料金事前届出制の対象 とな り、料金の設定又は変更 を行 う場合

の認可が不要 となった。

工 電波利用促進のための環境整備の推進

(ア)小型船舶に設置するレーダーの操作についての資格の不要化

小型船舶 に設置す る操作の簡単な小型 レーダーの操作 については、8年4月 、無線従事者資格

を不要 とした。

(イ)無線 局の業務分類にっいての免許の適用範囲の弾力化

無線局の業務分類 について、8年7月 、携帯電話 にお いて、従来、移動す る無線局 との通信 を

行 う基地局 と、移動 しない無線局 との通信 を行 う固定局の二つの免許が必要であった無線局 を、

新 たに陸上移動中継局 として認 めることによ り、両方の無線 局 との通信 を一免許 によ り可能 とし

た。 これによ り、携帯電話の基地 局 と固定局 との二重免許が解消 された。

オ9年 度実施予定の規制緩和

(ア)KDDの 国内電気通信業務への参画

従来、KDDは 国際電気通信事業のみを業務 としていたが、KDDが 保有 している国内伝送路

等 を活用 した国内電気通信業務及び通信衛星 を利用 した国際 ・国内 といった区別のない通信サー

ビスの提 供を可能 とす るため、国際電信電話株式会社法(KDD法)の 一部 を改正 す る法律案 を

作成 した。

(イ)包括免許制度の導入

携帯電話等の移動す る端末 について、個別の端末 ご との免許で な く、一つの免許 によ り複数の

無線局が開設で きるように、電繊 去の一部を改正す る法律案 を作成 した。

㈲ 無線局検査の民間への開放

無線局の検査 について、国 による検査の一部 を民間事業者(認 定点検事業者)も で きるように

す るため、電波法の一部 を改正す る法律案 を作成 した。

国 電気通信事業の参入規制の緩和

第一種 電気通信事業の許可の基準 か ら、「電気通信役務が需要 に照 らし適切 な もので あること」

及び 「電気通信回線設備が著 しく過剰 とな らないこ と」(過 剰設備防止条項)を 削除 し、参入規制

の緩和 を行 うため、電気通信事業法の一部を改正す る法律案 を作成 した。

㈲ 電話番号制度の明確化

電気通信事業者やサービスを選択す る番号等 につ いて、国が基準を設定す るこ とを明確化す る

ため、電気通信事業法の一部 を改正す る法律案 を作成 した。

(カ)第 一種電気通信事業者の外資規制撤廃

9年2月 に合意 されたWTOに おける交渉結果 に基づ き、NTT、KDDを 除 く第一種 電気通
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信事業者 について、無線局 も含め一切の外資規制 を、!0年1月 か ら撤廃 す る予定であ る。

(4)ユ ニバーサルサービス ・料金の在 り方の検討

ア マルチメディア時代のユニバーサルサービス ・料金に関する研究会

今後到来す るマルチメデ ィア時代 において、ニュー ビジネスの展開 を促進 し、すべての人 々が

高度な情報通信サー ビスにアクセスで きるよう、新 たなユ ニバーサルサー ビス と料金 の在 り方 に

つ いて幅広 い観点か ら総合的な検討が求 め られて いる。

郵政省で は、6年10月 か ら 「マルチメデ ィア時代のユニバーサルサー ビス ・料金 に関す る研究

会」 を開催 して きたが、8年5月 、報告が取 りま とめ られた。 その概要は次の とお りであ る。

(ア)マ ルチメデ ィア時代の料金の在 り方

(料金設定の在 り方)

マルチメデ ィア時代の料金 は、定額制料金の ように 「量」の要素がで きる限 り少 ない料金体系

を基本 に考 えるこ とが望 ましい。具体的 な料金設定のが 去 として、料金 算定期間の長期化、減価

償却の定額法等の料金算定方法 の弾力化、サービス ・グ レー ド別の多様 な料金設定、 ピー クロー

ドプライシング(圃の導入、通信料 ・情報料一体型の料金 設定や広告料 を考慮 した料金 設定 につ い

て検討す るこ とが必要であ る。

(接続料金の在 り方)

適正 な条件で接続が行われ ることが事業者間の公正有効競争 を確保 し、多元的 な主体 によ る競

争 を通 じたマルチメデ ィアサービスの提供 に とって不可欠で あ り、接続料金 は、効率 性、客観性、

無差別1生、多欄 生の4原 則 に基づいて定め られることが必要であ る。具体的方策 として、料金の

算定方式 の検討、接続料金のアンバ ン ドル(注6)化及 びタ リフ(注7)化、事業者間精算方法 の簡素化等 に

つ いて検討す るこ とが必要で ある。

(インターネッ トに関す る課題)

当面 の課題 として、急速 に成長 しているインターネ ッ トに関 しては次の措置が必要であ る。

① 第一種電気通信事業者 の専用サービスの低廉化 ・多様化 による料金の内外価格差 の縮 小

② インターネ ッ トのアクセスにお ける地域間格差 を解消す るための均一料金 によるアクセ ス

サー ビスの提供

③NTTのOCNに ついてのネッ トワーク機能や設備 のアンバ ン ドル化 を含 めた公正有効競

争条件 の整備

④ サー ビス品質 に関 して利用者 に対す るプ ロバ イダの十分 な情報 開示

(イ)マ ルチメデ ィア時代のユニバーサルサービスの在 り方

現在 ・情報通信分野 にお けるユニバ ーサルサービスは電話 に限定 されているが、遠隔教 育、遠

隔医療等の 「マルチメデ ィア ・サー ビス」及 びこれ らを可能 とす るための光 ファイバ を用 いた高

速 ●広帯域伝送が可能 なネ ッ トワークインフラであ る 「マルチメデ ィア ・アクセ ス」 について も
、

国民生活 に不可欠なサー ビス として・ユニバーサルサー ビスの対象 に含 めることを検 討すべ きで

あ る。

具体的な措 置 として・サー ビスの多様化 と料金の低廉化 を進展 させ、ユニバ ーサルサ_ビ スに

参加す る事業者間の負担 の公平1生を図 るため・①競争中立性、②透明1生の確保、③ 事業 の効率1生、

④安価 な実施 費用 といった要件 を満 たすユニバーサルサー ビス基金方式㈱)を導 入す るこ とが適 当

で あ る。

イ マルチメデ ィア時代に向けた料金 ・サービス政策に関する研究会
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郵政省で は、8年10月 か ら、「マルチメデ ィア時代 に向けた料金 ・サービス政策 に関する研究会」

を開催 し、ニュー ビジネスの振興、内外価格差の是正、利用者利益の確保等の観点か ら、料金制

度やユニバーサルサー ビスの在 り方について検討を行っている。本研究会は、10年5月 を目途 に

検討結果 を取 りまとめる予定であ る。

(5)電 気通信番号の在り方に関する検討

電気通信分野 には多数の事業者の参入が見 られてお り、提供 されるサービス も多種 ・多様化 し

て きている。 このため、電話番号等の電気通信番号 に求 め られ る役割 も、利用者の利倒 生の確保

は もとよ り、事業者の公正 な競争を図 る観点か らも、 ます ます重要 となってきてい る。

このような動向を踏 まえ、郵政省では、8年3月 か ら 「平成7年 度電気通信の番号 に関する研

究会」 を開催 し、多様 なサー ビス展開 に対応で きる今後の電気通信番号の在 り方についての検討

を行ってきたが、8年6月 、報告が取 りまとめ られた。 その概要は、次の とお りであ る。

ア 携帯 ・自動車電話及びPHSに ついての番号容量拡大

携帯 ・自動車電話等の加入者数の急激 な増加 によ り、今後サー ビス識別番号(先 頭のOAO)

の空間が急速 にひっ迫す るこ とが予想 され るため、①現在1端 末 について距離別 に二つのサービ

ス識別番号 を使 い分 ける2番 号方式 を、一つのサー ビス識別番号のみを用いる1番 号方式 に改 め

る、② 電話番号の桁数 を増やす、 といった措 置を講ず ることによ り、番号容量の拡大 を図 ること

が必要で あ る。

この報告 を受 けて、郵政 省で は、8年7月 、「事業用電気通信設備規則」を一部改正 し、距離別

(!60krn以 上)の 識別 に用 いていた040、090を 廃止 した。 また、合 わせ て、携帯 ・自動車電話の

需要増 に対応す るため、既存の030、080に 加 えて、新たにOlOを 導 入 した。

さらに、9年12月 、携帯 ・自動車電話及びPHSの 番号桁 数の変更(10桁 か ら11桁 へ変更)及

びサー ビス識別番号の変更(携 帯 ・自動車電話は、OlO、030、080か ら090へ 集約、PHSは 、050

か ら070へ 変更)に ついて、同規則 を改正 し、11年1月 か ら実施 す るこ ととした。

イ 国際移動衛星通信サービスの番号計画

衛星 を用いた移動通信 システムで ある国際移動衛星 システム(GMSS)に ついては、 日本に

おいて も数年後 を目途 にその提供 が計画されている。国内網か ら既存国際網 を経 由せず にGMS

Sに 接続す る場合 には、将来の拡張1生を確保 し、 自由度の高 い番号体系 とす るため、GMSSア

クセス網 に対 し、 その翻1」のための国際プ レフィックス(国 際通信事業者及びサー ビスを翻1」す

る番号:00XY)を 個別 に付与す るこ とが必要であ る。

ウ 新たな提供形態の固定電話サービスの番号計画

長距 離系事業者が、NTTや 地域系NCCが 提供す る専用線 を介 して、一般利用者の端末 を自

らの交換機 に直接収容 し、固定電話サー ビスを提供す るためには、端末 を翻llす る番号が必要で

ある。

この番号体系 としては、利用者 に分か りやす く、 かつ、 これまで広 く利用者 に定着 して きた一

般 の固定電話 と同 じ体系 を採用す るこ とが望 ま しい。
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(1)サ イバービジネスの実現に向けた次世代電子商取引実験

郵政省で は、電子商取引の安全1生・信頼1生を高め るため、7年7月 に設立 された民間企業約100

社か らなるコンソー シアムであ る 「サ イバー ビジネ ス協議会」を通 じて、電子商取 引 におけ る暗

号 ・認証技術の実証実験 を推進 している。

ア 次世代電子商取引実験プロジェク ト

サ イバービジネス協議会 は、8年4月 、サ イバービジネスの実現 に向けて、 インターネ ッ トを

活用 した 「次世代電子商取引実験プ ロジェク ト(INGECEP/CyberNet)」 を開始 した。本プ ロ

ジェク トで は、APECの 正式プロジェ ク ト及びG7国 際共同プ ロジェク トとして国際的 な連携

の下 に、次の2実 験 が行われて いる。

①(社)テ レコムサー ビス協会(TSA)マ ルチメデ ィア実験

広帯域網(ATM網 等)と 既存網(イ ンターネ ッ ト)と の並行処理技術の研究開発

② 日本電子メール協議会(JEMA)電 子商取 引実験

情報通信 セキュ リティ技術の応用 に関す る調査研究のためのモデル システムの構 築

イ 電子マネーに資する通信実験

郵政省で は、9年 度か ら、 インターネ ッ ト上 を流通す る電子 マネー等のデー タ伝送 に資す る通

信 の安全 ・信頼性向上技術 にお ける課題 を解決す るため、不正使用検出技術等の研究開発 を目的

とした新たな通信実験 を、サ イバー ビジネス協議 会を通 じて行 うこ ととしている(第2-3-3

図参照)。

第2-3-3図 電子マネーに資する通信実験イメージ図

口Ic掛
疑 似電 子 マ ネーの

発行 サ ーバ ー

日 ℃カー ド
リ ー ダ/ラ イ タ

不 正ア クセ スか らの防 護

送達保証

イ ン タ ー ネ ッ ト

ーレ⑭ 聯 最優先処理

IPア トレ ス を 秘 匿

⑭ ロー モ ニ タ ー端 末 仮 想 商 店 サ ー ハ

(ハ ー チ 、・ル ・モ ー ル)

E]
(2)電 子流斉 ・電子マネーの利用とその環境整備

郵政省は・7年11月 か ら・「電子決済 ・電子現金 とその利用環境整備 に関す る調査研究 会」を開

催 し・電子決済やプ ライバ シー保護 に対 して必要不可欠な暗号鍵 に関す る暗号政策並 びに電子 マ
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ネーの現状 と課題及び将来の方向i生について検討 を行って きたが、8年4月 、報告が取 りまとめ

られた。 その概要 は、次の とお りで ある。

ア 暗号技術の活用

暗号技術の機能 には、「守秘」(通 信 メッセージを秘匿す ること)及 び 「認証」(通 信相手及び通

信 メッセージの真正1生を確認す るこ と)があ るが、従来 は、守秘機能が主 として活用 されてきた。

今後 は、ネ ッ トワー ク化の進展 に伴 い、認証機能を活用 して、電子商取 引、電子マネー等の新 し

いネ ッ トワー ク ・サービスを定着 させ てい くことが必要であ る。

イ 電子マネーの制度上の課題

利倒 生 ・経済1生・安全i生等の消費者 ・販売者のニーズを満たす電子マネーの普 及を図 るこ とに

よって、①小規模事業者のビジネ スチャンスの拡大、② ソフ トウェア商品の需要の拡大、③ コン

テン ト・ビジネスの確立等の効果が期待 され、 その利用環境 の整備 が必要 とされている。

電子マネーの制度上の課題 として、法制上 の位置付 け、 コス ト負担、事故 ・不正使用が発生 し

た場合の責任 ・損失の負担、電子マネーの国際流通 につ いて検討す るこ とが必要であ る。

また、消費者保護 のため、現行の契約法令 を電子商取引に合 わせて見直す ことを検討す る必要

があるほか、電子データの内容等の証明に関す る制度 の整備 及び電子商取引におけ る個た1青報 ・

プライバ シー保護の制度 を検討す ることが必要で ある。

ウ 認証機関の在 り方

認証機 関は、取引の相手が他の認証機関 に公開鍵 を登録 していて も取引 を行 うことがで きるよ

う、認証基準や運用方法 を統一 し、他の認証機 関 との相互接続性 ・相互運用性 を確保す ることが

望 ましい と考 え られる。

利用者 と認証機関の間で、帰責事 由や責任者の特定で きない事故 ・不正が発生 した場合の損失

負担の在 り方 につ いては、法制の整備 も含 めて検討す る必要がある。

キー・エ スクロー ・システム(暗 号鍵寄託制度)(注9)につ いては、憲法上保障 されている 「通信の

秘密の確保」及 び 「検閲の禁止」の趣 旨を踏 まえなが ら、国際的連携 を図 りつつ、 その制度の是

非 につ いて検討 し、一定の水準以上の認証サー ビスの提供 を受 けることがで きるよ う、認証機関

の設立 ・運用 に関す る国際的な基準 を作 ることが必要であ る。

(3)ネ ットワークを通じた認証業務の在 り方

電子商取引で は、暗号技術 を応用 し、本人で あることをネ ッ トワー ク上で証 明す る認証や通信

内容の証明 を行 うこ とが検討 され、実用段階 に入 りつつある。取 引の相手方が不特定多数であ る

ため、公開鍵方式(注lo)による認証が行 われ るこ とが多 く、 そのための公開鍵の登録・管理や通信 当

事者間の公開鍵 の真正性 の証明等 を行 う認証機関が必要 となる。

郵政省では、制度面、法制面等 に焦点を当てて、認証機 関の在 り方の検討 を行 うこ とを目的 と

して、8年10月 か ら 「ネ ッ トワークを通 じた認証業務の在 り方に関す る調査研究会」 を開催 し、

9年5月 を目途 に検討結果 を取 りま とめる予定であ る。

3迄 マルチメディア社会に対応した通信の高度化 ・多様化の推進

(1)次 世代移動通信システム(lMT-2000/FPLMTS)に 関する取組

我が国においては携帯 ・自動車 電話や簡易型携帯電話(PHS)を は じめ とした移動通信 シス
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テムは、 その利用が急速 に増加 し、国民生活 に深 く浸透 して きてお り、今後 もます ます普及が進

んで い くもの と予想、され る。

これ らの移動通信 システムについては、 その需要 に対応す るため、様 々な周波数有効利用方策

が検討 ・実施 されているが、将来的 には既存の移動通信 システムの周波数が ひっ迫す るこ とは確

実であ り、新 たな周波数 を使用 した次世代移動通信 システムの開発が求 め られている。

このため、世界中 どこで も、共通端末で利 用可能 な次世代移動通信 システムの2000年 ごろの実

用化 を目指 し、研究開発が世界各国で進 められている。

次世代移動通信 システムは、主 に次の特徴 を有す る。

① 高速性(～2Mbps、 簡単な動画の伝送が可能)

② 世界中の どこでで も使 えるグ ローバルサー ビスの実現

③ 固定網並みの高品質

郵政省で は、 これ らの状況 に的確 に対応す るため、8年10月 か ら 「次世代移動通信 システムに

関す る調査研究会」 を開催 し、次世代移動通信 システムの システムイメージの明確化、標準化 の

在 り方、標準化 ・実用化 スケジュール、技術的課題 の検討 を行っている。

(2)マ ルチメデ ィア移動アクセス(MMAC)に 関する検討

近年、操作が容易で画像 を多用 したWWW等 が出現 し、 インターネ ッ ト上 を流通す る情報量が

急増 してい る。 また、端末の小型 ・軽量化、高 性能化等 によ り、モバ イル コンピュー ティングが

よ り身近 な ものになって きている。

この ような状況下 においては、WWW情 報へのアクセスが可能で、移動先で も利用可能なポー

タビリティを併せ持つメデ ィア として、MMACを 早期 に開発す ることが望 まれ る。

このため、郵政省では、7年7月 か ら 「マルチメデ ィア移動アクセスに関す る調査研究会」 を

開催 し、 その実現 に向 けた方策等 について検討を行ってきたが8年5月 に報告が取 りまとめ ら

れた。本報告では、2002年 の実用化 を目標 として、次の二つの システムを提 案 している(第2-

3-4図 参照)。

第2-3-4図MMACの 利用イメージ

屋外公衆ポ イン ト

(持 ち出 し)
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① 超高速無線LAN(屋 内)

ミリ波帯(30～300GHz)の 電波 を利用 した大容量伝送(最 大156Mbps)の 無線LAN。 高

精細画像で のテレビ会議 が実現可能。

② 高速無線 アクセス(屋 外 ・外出時)

SHF帯(3～300GHz)の 電波 を利用 した最大25～30Mbpsの 伝送が可能な移動 体通信 シス

テ ム。高度携帯 テレビ電話が実現可能。

本報告 を受 けて、民間において、8年12月 、マルチメデ ィア移動アクセス推進 協議 会が設立 さ

れ、MMACの 実用化 に向 けたシステムの検討 ・試験、標準化作業 が進 め られている。本協議会

の参加者 は、学識経験者、電気通信事業者及 び通信機器 メーカ等、9年2月 現在、120社 程度で あ

る。

(3)高 度道路交通システム(ITS)へ の取組

ITSは 、最先端の情報通信技術等 を用 いて人 と道路 と車両 とを一体のシステム として構築す

るこ とによ り、ナ ビゲー ションシステムの高度化、有料道路等 の自動料金収受 システムの確立、

安全運転 の支援、交通管理の最適化、道路管理の効率化等 を図 るシステムであ る。

8年7月 、「高度道路 交通 システム(ITS)推 進 に関す る全体構想」が、関係5省 庁(郵 政省、

警察庁、通商産業省、運輸省及 び建設省)に よって取 りまとめ られ、ITSが 目標 とす る機能、

開発・展開 に係 る基本的 な考 え方等が今後20年 間の長期 ビジ ョン として示 された。 これを受 けて、

各省庁 はITSに かかわる施策 に積極的 に取 り組んで い る(第2-3-5図 参照)。

第2-3-5図 情報通信技術を利用するlTSの 例(安 全運転の支援)
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通規制情報等 の道路交通1青報 を移動 中の車両 に対 して リアルタイムに提供す るシステムで あ る。

その運営主体 として、7年7月 に、(財)道 路交通i青報通信 システムセ ンター(VICSセ ンター)

が設立 され、8年4月 、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県及び東名 ・名神高速道路等 において

サー ビスを開始 したの に続 き、8年12月 か ら大阪府 においてサー ビスを開始 した。 また、9年4

月か らは愛知県及び全国の高速道路 においてサー ビス開始予定であ る。

イ 情報通信技術の標準化への取組

(ア)有 料道路における自動料金収受システムの無線設備の技術基準策定

高速道路等の料金所での渋滞緩 和等 のために、有料道路 において 自動車 を停止す るこ とな く、

料金収受 を可能 とす る自動料金収受 システムの導入が期待 されてお り、9年3月 、電気通信技術

審議 会 にお いて、 これを実現す るために無線通信部分 の標準化 に向けた答 申が出 された ところで

あ る。

(イ)小 電カミリ波レーダーの技術基準策定

自動車走行中の衝突防止等のために小電力の ミリ波帯電波 を用 いて障害物 を検知す る小型 レー

ダー につ いて、電気通信技術審議 会において60GHz帯 の周波数 を利用す る ものについて、その技術

基準 が策 定され、関係省令の制度化が7年10月 に実施 されたの に続 き、60GHz帯 以外 の新 たな周波

数 について も審議 が進 め られている。

ウITSモ デル地区実験構想

郵政省 をは じめ、警察庁、通商産業省、運輸省、建設省の関係5省 庁 は連携 して調査研究会 を

開催 し、本 システムの早期 実現 とその有効性 の評価 を行 うために、モデル地区で行 うべ き具体的

な実験内容の検討等の フィージビ リティスタデ ィ(必 要 な事前調査)を 行 うこ ととして いる。

エ カーマルチメディアの利用と安全性の検討

携帯 ・自動車電話 を含 めた 自動車通信 に関 して、今後の需要が見込 まれ る自動車通信 システム

像 を一層具体化す る とともに、 その安全 な利用 ・操作方法等 について調査研究を行 い、今後 の電

波行政施策の展開に資す るこ とを目的 として、8年9月 か ら、「自動車 と電波利用の在 り方 に関す

る調査研究会」 を開催 してお り、9年5月 を目途 に検討結果 を取 りまとめるこ ととしてい る。

(4)加 入者系無線アクセスシステムの在 り方の検討

次世代の情報通信基盤 を実現す るため、2010年 まで に光 ファイバ網の全国展開を図 るとともに、

光 ファイバ網 とシーム レスなマルチメデ ィア通信環境 を実現す るための高速 ・広帯域化 を図った

無線系の システムの開発 ・実用化が必要で ある。 そのため、加入者系無線 アクセ スシステムにつ

いて・望 ま しい導入の在 り方 とその高度化 を図 るための課題等 につ いて検討す るこ とを目的 とし

て・8年10月 ・精 報通信基盤整備 と加入者系無線 アクセ スシステムの今後 の在 り方 に関す る研究

会」を開催 し・9年10月 まで に報告 を まとめることとしている。主な検討項 目は、次の とお りで

あ る。

① 加入者系光 ファイバ網 と上b鮫した場合 の加入者系無線 アクセ スシステムの優位性

② 地域網 の整備の促進の観点 か らの加入者系無線ア クセ スシステムの在 り方

③ マルチメデ ィア時代 の加入者系無線 アクセスシステムの望 ま しいイメ_ジ

④ 今後 の円滑 な導入 に向 けての環境整備

(5)マ ルチメデ ィア社会に向けた衛星による固定通信システム(家 庭用VSAT)の 実現

郵政省で は・8年1月 か ら 「マルチメデ ィア社会 に向けた衛星 による固定通信 システムに関す

る調査研究会」 を開催 し・本 システム実現 のための方策等 につ いて検討 を行って きたが8年6
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月、報告が取 りまとめ られた。

本報告 において、2001年 を目途 に、同報1生を生か した遠隔教育、インターネ ッ トアクセ ス、遠

隔医療 ・福祉等の情報通信サービスを、映像 や高速のデータの受発信(送 信:10Mbps、 受信:60

Mbps)が 可能な、直径45cmの 超小型VSATを 用いた双方向通信サービス として提供可能 とす る

ことが提言 されている(第2-3-6図 参照)。

第2-3-6図i家 庭用VSATシ ステムのイメージ
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(6)シ ームレス通信技術の検討

現在の情報通信サー ビスにおいては、 自営や公衆、通信や放送 といったようにそれぞれの 目的

ご とにネ ッ トワークが個別 に存在 してサー ビスが提供 されてお り、 その個 々のサー ビスを利用者

が利用 しよ うとした場合、ネ ッ トワークご とに、宅内に配線工事 を し、異 なる端末 を設置す る必

要があ る。 これ らのネ ッ トワー クや端末利用のシームレス化 を可能 な限 り進展 させ、利用者の利

便性 を十分 に確保す ることによ り社会 に もた らされ る利益 は、 インターネ ッ トの例 を見 るまで も

な く極 めて大 きい ものであ る。

このため郵政省で は、ネ ッ トワー ク及び家庭内の宅内配線 のシー ムレス化技術 について検討 を

行 い、関連技術 の開発及び標準化 の方向性 を示す ことによ り、今後のネ ッ トワークや端末利用の

高度化 に資す ることを目的 として、8年8月 、「シームレス通信技術研究会」を開催 し、9年4月

に報告 を取 りま とめる予定であ る。
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4情 報通信の利用環境の整備

(1)電 気通信の利用者保護対策

ア 電気通信における利用環境整備に関する検討

近年、情報通信環境 の変化 に伴 い、 わいせつ情報 の流 通等、 インターネ ッ ト上 の情 報流通 の在

り方が問題 となっている。 また、電気通信市場の競争の進展やサ ービスの高度化 ・多様化 に伴 い、

電気通信サー ビスの利用者が安心 してサー ビスを利用で きるために、苦情処理 ・相 談体制 の整備

等 の環境整備が必要 となってい る。

こうした問題 への対応 を検討す るため、郵政省で は、8年9月 か ら 「電気通信 にお ける利用環

境整備 に関す る研究会」を開催 して きたが、8年12月 、報告が取 りま とめ られた。 その概 要は、

次の とお りで あ る。

(ア)イ ンターネット上の情報流通にっいて

インターネ ッ ト上の情報流通のルール作 りは、憲法上保障 されている 「表現 の 自由」 と関連 す

るため、慎重 に検討す る必要があ り、当面、法律 による規制 は行 うべ きで はない と考 え られ る。

当面の措置 としては、以下の方策が考 えられる。

① 国際連携 の強化

インターネ ッ ト上 の情報 は国境 を越 えて流通す るため、各国の文化、歴史、法制度の相違

を踏 まえ、国際的 な連携 や協力を行 うことが重要であ る。

国際的な統一ルールは、各国が合意で きる必要最小限の もの とし、具体的運用 は、各 国の

法制度 を最大限尊重す るこ とを基本原則 とすべ きであ る。 また、明 らかに違法で あ るものに

関 して基準 を設 ける とい う考 え方 を基本 とす ることが望 ま しい。

② 各国 における自主的 な取組 の促進

有識者、利用者代表の参加を得 るな どして議 論の透明性 を確保 しつつ、プ ロバ イダ の団体

にょる自主的なガ イ ドラインの策定を促進す る。各国の 自主ガ イ ドラインを策定 してい る事

業者団体間で、情報交換 を行 うとともに、 自主ガ イ ドラインの実効 生を高め るた めの国際連

携 を図 る。

③ 技術的対応策の連携強化

各国の法制度の相違 を前提 とした上で、 発信者 の表現の 自由 と通信の秘密の保護 を尊重 し

っっ・受信者の適切 な選択 の機会 を確保す る方法 としては、特 定の内容の情報 を受信者 が選

択的 にブ ロックで きる仕組み を構築す ることが有効であ る。

我が国において も・民間レベルの有識者 による倫理委員会 を設 けて、格付 け基準 について

検討す る。具体的 には・モデル地域 を選定 して、格付 け基準 を策定 した上、 フィルタ リング

の実証 実験 を行 うこ とが考 え られる。

また・各国の評価 システムの比較や各国の倫理委員会 との情報交換等 を行 う必要があ る
。

④ 苦情処理体制の整備及び情報提供の充実

⑤ 情報社会教育の充実

(イ)電 気通信サービスにおける苦情処理 ・相談体制の整備について

① 事業者 における苦情処理 ・相談体制の充実

電気通信事業者 においては・苦情処理 ・相 談手続 きを確立 し利用者 にその周知徹底 を図 るこ
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と、苦 情の解決や防止 に関 して行政機関や他事業者等 との連絡体 制を強化す ること等が必要

であ る。

② 苦情処理 ・相談の充実 を図 るための体制の整備

公平 ・中立 な立場で、電気通信サー ビスに関す る苦情処理 ・相 談等 を専門的 に行 うセンタ

ーを設 けるこ とが適当であ る。 この場合、苦情処理手続 きの明確 化、業務一ヒの秘密の保持、

関係事業者の協力の確保等 のため、法律 に関連規定 を置 くことが適当である。

③ 行政 にお ける課題

郵政省 は、センターの業務の中立性 の確保やセンターへの必要 な支援、国際的な連携の強

化、窓 口機能の充実等 に努め る。

イ 電気通信利用者のプライバシー保護

電気通信利用者のプ ライバ シーの保護 については、3年9月 に制定 された 「電気通信事業 にお

ける個た1青報保護 に関す るガ イ ドライン」 によ りその確保 を図って きた ところであ るが、8年7

月、NTTの 発信 電話番号通知サー ビスが認可 され、9年1月 か ら横浜市(神 奈川県)、 名古屋市

(愛知県)、福 岡市(福 岡県)で 試験サービスが開始 された。 これに対 して、電話サー ビス加入者

のプライバ シー保護の観点か ら、 こうしたサー ビスによ り通知 された発信電話番号等の発信者 に

関す る個 た1青報 を保護す ることを目的 として、8年1!月 、「発信者i青報通知サー ビスの利用 におけ

る発信者個 ノ晴 報の保護 に関す るガ イ ドライン」が制定 された。本ガ イ ドラインは、個ノ晴 報 の

取扱 いに関す る基本的事項 として、事業用サー ビス利用者 を対象 に、①発信者個 人情報の記録、

利用、提供の制 限、②不当な差別的取扱 いの制限、③発信者個 ノvi青報の適正管理、④事業用サー

ビス利用者の発信者個ノvi青報 の開示及び訂正 ・削除 につ いて定めてお り、 その周知徹底 を図って

いる。

ウ 高齢者 ・障害者の情報通信の利活用の推進に関する検討

情報通信の高度化が進 展す る中で、身体障害者や高齢者が便利 に安心 して暮 らせ る生活環境 を

実現す るため、高齢 や障害 にかかわ らず、誰 もが等 しく情報通信 システムを利用 し得 る環境 を構

築す ることが必要 とされている。

郵政省で は、8年10月 、「高齢者 ・障害者 の情報通信の利活用の推進 に関す る調査研究会」を開

催 し、① 高齢者 ・障害者等 を対象 とした 「誰にで も使 いやすい」インターネ ッ ト環境 の整備、②

高齢者向 けパ ソコンネ ッ トワーク(シ ニアネ ッ ト)の 活1生化、③高齢者 弔章害者の利用 に留意 し

たコ ミュニケー ション環境のガ イ ドラインづ くりに関す る検討 を行っている。

エ コンテン トのフィルタリング技術に関する研究開発

インターネ ッ トでは画像 ・音声 を含 めた高度 な情報 を容易に発信可能 なことか ら、 わいせつ情

報等 の違法又は有害な情報 まで不特定多数の者 に流通 して しまう事態が引 き起 こされ るな ど、青

少年のインターネ ッ ト利用上 の問題が指摘 されている。

郵政省で は、モデル地域の地方 自治体や教育機 関 との連携 によ り、受信者側 にお いてインター

ネ ッ ト上 の有割 青報 を格付 け ・選別(フ ィノレタ リング)す る技術の研究開発を実施す る。

具体的 な技術 の研究開発は以下の とお りであ る。

① コンテン トの格付 けを支援 す る技術の研究開発

② 分散す る格付 け情報の連携 ・有効活用技術の研究開発

(2)電 磁環境対策の推進

ア 医療機関等における携帯電話等の使用に関する指針
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近年、特 に携帯電話等 の急速 な普及 に伴 い、携 帯電話等 か ら発射 され る電波 によって医用電気

機器の性能 に影響 を与 える事例 が報告 されてい るため、 その影響 を明 らかにす る とともに、医療

機関等 にお ける携帯電話等 の使用の在 り方を検 討するこ とが緊急の課題 となっている。

こうした背景か ら、7年12月 、電気通信事業者、関連工業会等、学識 経験者、郵政省 ・厚生省

をは じめ とす る関係省庁で構成 され る不要電波問題対策協議 会は、医療機関等 にお ける携帯電話

の使用の在 り方を専門 に検討す る医用電気機器作業部会 を設置 し、検討 を行 った。本部会で は、

8年3月 、「携帯電話等の使用 に関す る暫定指針」を取 りま とめ、本協議 会等 を通 じ、携帯電話等

の使用者及び医用電気機器の使用者 に十分周知 した ところであ る。 さ らに、9年3月 を目途 に広

範 な実証試験 等に基づ いた詳細 な指針 を作成 してい くこ ととしている。

イ 電波利用における人体防護の在 り方

電波 の人体への影響 に関 しては、2年6月 に電気通信技術審議会か ら 「電波利用 にお ける人体

の防護指針」の答 申を受 けている。 その後の携帯電話やPHSに 代表 され る移動体通信 の急速 な

普及 に伴 い、無線局か ら発射 され る電波が人体 に与 える影響 に関 して国民の関心が高 まっている

中、 これ ら電波 の利用 に対す る疑 問や不安 に適切 にこた えるための指針 を策定す るため、郵政省

で は、8年11月 、電気通信技術 審議会 に対 し、改 めて諮問 を行い、9年4月 を目途 に答申 を受 け

る予定で あ る。

(3)不 法無線局対策

電波利用の拡大 とともに、免許 を取得せずに開設 ・運用 す る不法 無線局や、 免許 は受 けている

ものの電波法 に違反 して運用 している無線局が、電気通イ諜 務、放送業務又は人命若 しくは財産

の保護 に係 る無線通信業務等の重要 な無線通信 に妨害 を与 える事例 や、不要 な電波 によ る障害が

多発 している。

郵政省は、不法無線局の未然防止対策 として、①周知啓発活動の強化、② 勧告 ・公表制度及び

免許 情報告知制度の導入による不法 ・違法無線設備の製造販売の防止、③電波監視施設 の整備 と

活用 による不法無線局探査 ・措置の向上 に取 り組んでいる。 これ らの対策 を更 に強化 す るととも

に、電波環境モニター制度や電波監視 システム(DEURAS)の 能力向上等の新 たな対策 を推

進 している。

ア 電波環境モ=タ ー制度

電波環境モニター(民 間ボ ランティア)制 度 を導入 し、周知啓発等の活動 を通 じて
、地域社会

の草 の根 レベノレか ら電波環境 の保護 を推進す る・9年 度か ら開始 し、3か 年で計1,000名 程度のモ

ニターへ委嘱す る。

イDEURASの 能力向上への対応

電波利用料財源 の確保 によ りDEURASシ ステムの整備地域 の拡大、整備密度の向上 を図 る。

また・無線局デー タベー スを もつ総合無線局監理 システム(PARTNER)と の連携等
、他 シ

ステム との連携(ネ ッ トワー ク化)に よる情報支援能力向上 を図 る
。一方、新 しい監視技術 の開

発 ●導入 として・不法無線局の 自動識別 システムの開発 監視用映像認識 システムの開発等 を行

う^

ウDEURASの 整備

5年4月 か ら施行 された電波利用料制度 による電波利用料 を財源 として
、5年 度か ら電波の監

視及び規正並びに不法 に開設され撫 線局の探査等 を効率的 ・効果的 に行 うための電1鑑 視施設

を輔 している・8鞭 において も・遠F肪 位測定設備(DEURAS -D)を5地 域 に
、遠隔
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受信設備(DEURAS-R)を14地 域 に、不法

無線局探 索車(DEURAS-M)を1台 、短波

監視施設(DEURAS-H)を1セ ンサ局、整

備 した。

また、近年 における静止衛星軌 道及び周波数の

使用状況等 の高密度化 とともに、我が国の衛星通

信 システムに対す る混信発生等 の問題 も現実的な

もの となって きている。衛星通信系 に対応 した電

波監視 システムを整備す るため、8年 度か ら宇宙

電波監視施設の整備 を実施 してい る(第2-3-

7図 参照)。

(4)周 波数資源の開発

我が国 においては、社会経済活動の発展、国民

生活の向上、科学技術 の進歩等 に伴 う電波利用分

轡
鳥 ＼

＼・♂

＼

＼

ii∈

iil

偽 ＼～

,ハ

,!;◎

＼夢

DEURAS-D

第2-3-7図 宇宙電波監視施設の概要

静止衛星士

▼ ▼

'電 波監視衛星

、
、 〉φ く
、
。

＼4、 ・、、

、
,、

、
.、 、

卜渉波'・.＼

、

、

整
地球1う

静止衛星

畳

4-一 一一一レ 通 信 波

ぐ

<

監視波

干渉波

騨_,.,ン ク還

粒

副 固定監視局

受信空中線

C/Sバ ン ド

/Ku/kaバ ン ド

口

周回衛星
*

・渉波/7

'//
/1

ノ ・9

/
〆 ㌦ ノ

、!

地球局 〆

セ ンタ局

口 口
口 口
口 口

宇宙電波監視車

d

主固定監視局

尽 受信空中線
尽

C/Sバ ン ド

L/Ku/kaバ ン ド

専用回線

口

専用回線

21511■ ■ ■ ■■



一 酬第2章 情報通信政策の動向

野の拡大 とニーズの多様化 によ り、移動通信の分野 を中心 に して周波数 の需要 が ます ます増加 し

ている。周波数の ひっ迫 と今後 の需要 に対応 して、将来 にお いて も安定 した周波数の供給 を図 る

ため、郵政省は周波数資源の開発 を推進 している。

ア 未利用周波数帯の開発

技術上 の理由か らこれ まで利用が困難であった ミリ波(30GHz～300GHz)や 光領域 の周波数 は、

広い帯域 を有 し、将来の有望 な周波数資源 として期待 されてい る。郵政省で は、 このよ うな未利

用周波 数帯 を利用可能 とす るため、広帯域ISDN対 応 ミリ波通信技術及 び光領域周波数帯 の利

用技術 につ いて調査 ・検討 を行 ってい る。

イ 周波数ひっ迫対策のための技術試験事務

周波数の安定利用 という無線局全体 の受益 に資す るため、急速 な無線局数の増加 によ り、周波

数が ひっ迫す るために生 じる混信、ふ くそうの解消又は軽減 を目的 とした技術 につ いて、技術基

準 を制定す るために、次の テーマ にっ いて技術的検討 を行 っている。

① 利用が進 んで いない高周波数帯(3GHz以 上)を 有効 に活用す るための技術

② 伝送効率及び収容効率の向上 によ り、既存の周波数 を有効 に利用す るための技術

③ 他の無線 局か らの混信妨害 を軽減又は解消す るこ とによ り、周波数 を有効 に利用す るため

の技術

ウ 周波数資源開発公募研究

大学等 の研究機関 において研究が先行 している周波数資源開発 に係 る研究 テーマを広 く公募 す

ることによ り、周波数資源開発の一層の促進 を図 ってい る。

エ デジタル無線アクセスシステムの研究開発

通信 ・放送機構 において、2!世 紀 の情報通信基盤 として期待 されてい るデ ジタル無線 アクセス

システムにつ いて、 その実現のための技術基盤 となる準 ミリ波帯及び ミリ波帯の電波 の伝搬特1生

等 を解明す るための研究開発 を、9年3月 までの予定で行 ってい る。

オ 民間における技術開発に対する支援策

基盤技術研究促進 センターで は、民間にお いて行 われ る周波数資源の開発に関す る研究開発 に

対 して必要 な資金の出資、融資の事業 を行っている。

また・税制対策 として、基盤技術研究開発用資産 を取得 した場合 の取側 面格 の5%税 額控除

周波数逼迫対策税制の対象設備 を取得又は製作 し、初 めて事業 の用 に供 した事業年度 についての

12%の 特別償却等 を実施 している。

(5)効 率的な周波数利用のための方策

ア 携帯電話等の周波数有効利用方策

移動通信 システムの発展を支 えてい くためには、周波数のよ り一層の有効利用 を推進す ること

が必要であ る。

電気通信技術審議会か らの2000年 までの携帯電話等 の周波数有効利用方策 についての一部答申

に基づ き・8年5月 ・電繊 去施行規則及び無線設備規則の各一部が改正 された
。 その概要 は、次

の とお りであ る。

① 事業者 の選択 によるアナ ログ周波数帯域へのデジタル方式携帯 ・自動車電話の導入

② マ リネ ッ ト電話等で使用 している周波数割当の変更 による、デジタル方式携帯 ・自動車 電

話 システムへの周波数の追加割 当

③ デ ジタル方式携帯 ・自動車 電話 システム用周波数の地域制限の撤廃

■■■-II216
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これにより、2000年 の全国 にお ける携帯 ・自動車電話の加入者容量 は、3 ,870万 加入 まて確 保可

能 となる。

イPHSの 周波数有効利用方策

PHSを は じめ とす る移動通信 システムの発展 を支 えてい くためには、現在割 り当て られてい

る周波数の より一層の有効利用を推進 してい くことが必要 とな る。

また、今後のPHSの 安定 した発展を確保す るために、PHSの 周波数有効利用方策 について、

電気通信技術審議 会において、「PHS周 波数有効利用方策委員会」を設置 し、9年2月 ごろを目

途 に検討 を行っている。

ウ 電波資源の有効活用方策

郵政省では、8年4月 か ら 「電波資源の有効活用方策 に関す る懇談会」を開催 し、オークショ

ン方式の是非 を含 む周波数割 当方式の在 り方、電波 の有効活用方策等 について検討 を行って きた

が、9年1月 、報告が取 りまとめ られた。 その概要 は、次の とお りであ る。

(ア)我 が国における業務ごとのオークション方式の導入可能性を検討

オー クション方式 につ いては、行政手続 きとして優れた点があ る一方、方式 自体 につ いてのみ

ならず、各 システムへの導 入について も様 々な問題点が指摘 されている。 したがって、オー クシ

ョン方式の導入 につ いては、慎重 な検討が必要 と考 えられ る。

(イ)周 波数割当手続きの透明性の一層の向上

周波数の割 当てにお ける決定手続 きの透明性 の向上 を図 る。 また、周波数の割 当原則の内容の

充実及び新たな公開が 去の構築 を実施す る。

(6)西 暦2000年 問題への対応

現在使 われている各種情報 システムで は、年 月 日の年数 を西暦年の下2桁 で処理 しているもの

があ り、西暦2000年 を迎 える と、様 々な問題が発生す るお それがあ る といわれてい る。電気通信

事業 において も、多種 多様 な情報 システムを使用 していることか ら、同様 な問題が発生す る可能

性 があ る といわれている。

この西暦2000年 問題 に対応す るため、郵政省で は、8年11月 、「青報通信ネ ットワー クの安全・

信頼性 に関す る研究会」 を開催 し、9年6月 を目途 に報告 を取 りまとめ る予定であ る。

なお、 この研究会で は、西暦2000年 問題 のほか、 インターネ ッ トの発展 に応 じた安全 ・信頼1生

対策及びネ ッ トワー ク障害等 を踏 まえた安全 ・信頼1生向上方策 について も検討す る。
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第4節1新 しい郵便サ_ビ スと郵便局ネットワーク活用の推進

!L

1郵 便局ネットワークの活用による国民生活への貢献

(1)郵 政事業21世 紀ビジ ョンの策定

21世 紀 を目前 に控 え、我が国の社会経済環境 は、少子・高齢化、情報通信の高度化、国際化等、

急激 に変化 してお り、国民生活 に大 きな影響 を与 えつつあ る。

郵政省では、こうした環境変化 に対応 しつっ、国民本意の視点 に立 ち、全国の国民が豊かで安心で

きる生活を享受で きる社会づ くりに貢献す るため、9年2月 、21世紀 を展望 した郵便 局ネ ッ トワー

ク とそのサー ビスの在 り方並 びにその実現のために講ずべ き方策について、郵政審議会 に諮問 した。

本審議 会で は、新 たに 「21世紀 を展望 した郵便局サー ビスの在 り方 に関す る特 別部会」を設置 し、

同部会 における検討 を受 けて、9年6月 を目途 として答 申を行 うこ ととしている。

(2)マ ルチメディア時代に対応 したサービスの開発

ア インターネットを活用 した郵政情報の提供にっいて

8年 度か ら、 これ までの郵政 省ホームページ(http://www.mpt.gojp/)に 郵政三事業のデ

ィスクロー ジャー冊子を掲載す る とともに、地域毎の情報 を加 えた電子郵便 局及 びそれぞれの事

業の よ り詳 しい情報 を提 供す る郵政三事業のホームペー ジをスター トさせた。ホームペー ジの概

要 は、 それぞれ次の とお りであ る。

(ア)電 子郵便局

郵政省で は・8年5月 か ら、 インターネ ッ ト上 に電子郵便 局(http://www .mpt.go.jp/DPO/)

をスター トさせた・提供 している情報 は、① 各地 の郵便局(8年 度末現在14局)か らのお知 らせ、

② ふ るさ と情報 ③郵便・為替貯金・簡 易保険サー ビスの案内、④郵政省 か らのお知 らせ、⑤米

国郵便事業体が提供す る情報提供サー ビス(WINGS)へ の リンク等で あ る。

(イ)郵 政三事業のホームページ

(郵便事業)

郵便事業は・8年10月 か ら・ゆ うびんホームペー ジ(http://www.postal .mpt.go.jp/)を ス

ター トさせた・提供 している情報 は・①郵便サービス案内、②郵便料金案内、③ふ るさ と小包案

内、④切手類発行案内、⑤個 人輸 入支援サービス等で あ る。

(郵便貯金事業)

郵便貯金事業 は・8年8月 か ら・ボランティアポス ト・インターネッ ト(http://www .volunteer.

post・mpt・go・jp/)を スター トさせた・提供 している情報 は、①国際ボ ランティア貯金の現状

②災害ボ ランティア ロ座 の概 要・③郵便 局のボランティア活動支援情報の提供 、④国際ボ ランテ

ィア貯金の寄附金配分団体の概要、⑤ 開発途上国現状等で ある。

(簡易保 険事業)

簡易保険事業は・8年9月 か ら・かんぽのホームページ(http・//www .k・mp・.mpt .9。.jp/)
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をスター トさせた。提供 してい る情報 は、① かんぼ商 品案内、②作文 コンクール、③ かんぽQ&

A、 ④生命保険Q&A、 ⑤かんぽ イベ ン ト紹介、⑥加入者福祉施設紹介等で あ る。
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ゆうびんホームページにおける配達状況お知らせサービス

イ マルチメディアを活用 した郵便サービス等への実用実験

郵政省 は、8年10月 か ら9年3月 まで、電子認証技術 を活用 した電子的 な文書の送受信技術 に

ついて、郵便 サービスへの応用等 を検討す るための技術的実証実験を岡崎郵便局 において行 った。

実験の概要 は次の とお りで ある。

(ア)郵便サービスへの応用実験

インターネ ッ ト等 を通 じて差 し出された電子文書 について、電子的手法 によ り個人認証 ・暗号

化 ・データ保存等 を行 い、電子1青報 か ら郵便物 を作成 した上、「配達証 明付 き内容証明実験郵便物」

として受取人 に配達す る。 また、差 出人には、文書の内容、引受時刻等 に関す る証明書及び郵便

物の配達状況 を送信す る実験 を行った(第2-4-1図 参照)。

第2-4-1図
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郵便サービスへの応用実験の端末画面

(イ)行 政手続に係る電子的文書送受信実験

岡崎市(愛 知県)と の連携 により、オ ンラインで差 し出された行政手続 に関す る電子文書 につ

いて、電子的手法 による個 人認証 ・暗 号化 ・デー タ保存等 を行 った上、受取 人にオ ンラインで送

信す る実験 を行 った。

ウ 郵便局における電子内容証明サービスの実験

郵政省で は、郵便サー ビスに積極的 に電気通信技術 を活用 し、郵便サー ビスの持つ特1生とマル

チメデ ィアの持つ糊 生を融合 したサー ビスを目指 している。9年 度 には、利用者 が 自己の通信端

末か らオンラインによ り差 し出 した郵便物 を、郵便局で 内容証明 を行 い、配達す る電子内容証明

サービスの実験 を行 う計画であ る。

工 郵便局におけるワンス トップ行政サービスの実験

郵政省で は、郵便局の情報端末 を利用 して、 自治体 や公共的機 関に接続す るこ とによ り、郵便

局で各種公的サー ビスへのアクセスが可能 とな るこ とを目指 した調査研究及 び技術実験 を、9年

度 に行 う計画であ る(第2-4-2図 参照)。

↑

＼

第2-4-2図 ワンストップ行政サービスのイメージ
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第4節 新 しい郵便サー ビスと郵便局ネットワーク活用の推進1■■一

オ マルチメデ ィアを活用 した郵政事業サービスの実験

郵政省で は、新世代通信網パ イロッ トモデル事業 の一環 として、マルチメデ ィア時代 における

郵便及び貯金の利用者のニー ズに的確 に対応 してい くため、7年12月 か ら、関西文化学術研究都

市において、光 ファイバ網の実用化実験 として各家庭 に敷設 した光 ファイバ網 を利用 し、家庭 に

いなが ら様 々な郵便 ・郵便貯金サー ビスを受 け られる 「郵便 ・郵便貯金ホー ムサービス」の実験

を行っている。

実験 内容 としては、郵便サー ビスでは、①ふ るさ と小包の商品案内や購 入申込み、②記念切手

の紹介や購入申込み、③国内 ・国際郵便 にお ける商品案内等があ り、貯金サー ビスで は、①郵便

貯金残高照会 ・電信振替での送金、② 郵便貯金商品 ・サー ビスの案内、③教育、老後、結婚、住

宅等の資金計画のための資金積立 シ ミュレー ション(家 計管理支援サービス)等 があ る。

8年 度 においては、山城木津郵便 局か ら各モニターの端末へ電子 メールを送信す る機能の追加

等 の改善 を行 った。

また、9年 度か らは簡 易保険 も同事業 に参画 し、商品案内等のサービスを提供す るこ ととして

いる。

力 郵便貯金カードのlCカ ー ド実証実験

郵政省は、大宮市(埼 玉県)及 びその周辺地域 においてICカ ー ドを7万 枚 発行 し、利用動向、

技術条件の把握等のための実験 を、10年1月 以降10年 度 にか けて実施す るこ ととしている。

実験 内容は、 スーパ ー、 コンビニ等 にお けるキャッシュレスショッピングを、電子財布的な利

用によ り実現 しようとす るもので あ り、具体的には、①ATM等 によ り、通常貯金の一部 を、後

日の購入代金 の支払用 に保留 し、保留データをICカ ー ドに記録 す る、②利用者 は、カー ドに記

第2-4-3図 郵便貯金カードの 畳Cカ ード実証実験のシステム概略図
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一 ■■1第2章 情報通信政策の動向

録 された保留デー タの範囲内で、キャ ッシュレスシ ョッピングがで きる、③企業 にお ける売上代

金は、後 日、企業か らの 自動払込請求 によ り、 碩金者 口座の保留額 か ら企業の 口座 に払 い込 まれ

る とい うものであ る(第2-4-3図 参照)。

(3)福 祉サービスの充実

ア 過疎地域における高齢者の在宅福

祉サービスの支援

鳥取県智頭郵便 局では、7年4月 か

ら、高齢者 を対象 とした声か け ・買い

物代行サー ビス(ひ まわ りシステム)

を実施 している。 これは、一人暮 らし

の高齢者宅や夫婦世帯宅 に集配途上 の

郵便局職員が立 ち寄 り、 日用品等の注

文を郵便葉書で受 け付 け、後刻、 日用

品等 を注文のあった対象者宅に届 ける

システムであ る。対象者は、 自前の交

通手段 を所有 しない65歳 以上 の単身及

び老夫婦世帯で、民生委員、ホームヘ

ルパー と協議 して決定 してお り、
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8年12月 末現在、32入 に対 してサービスを実施 してい る。

郵政省では、智頭郵便 局のひまわ りシステムが大変高 い評価 を得 ていることか ら、 このシステ

ムをモデルケー ス として、さ らに充実させ、9年 度か ら、過疎地域 に所在す る一部郵便 局で実施

す るこ ととしてい る。本計画で は、原則 として70歳 以上 の一 人暮 らしの高齢者及 び高齢者夫婦世

帯 を対象 に、外務職員 による励 ましの声かけサービス及び郵便物 の集荷サー ビスや、社会福祉協

議会等 と協 力 し、小学生等 か らの定期的 な励 ましの メッセー ジのお届 け、生活用品等 の注文受付

及 び配達等 のサー ビスを、地方公共団体等 との協議 が整った ところか ら、実施す る予 定であ る。

イ 介護貯金の実施

少子 ・高齢化の著 しく進展す る我 が国 において、寝た き りや痴呆 に伴 う高齢者介護等の介護問

題 への関心が高 まっている。

郵政省で は、寝た き り等の要介護者 に対 し、金融面か らその 自助努力 を支援す る一つの選択肢

として、定額郵便貯金の金利の優遇等 を行 う介護貯金 を8年9月 か ら提供 している。

また、全国90か 所の 「暮 らしの相談 センター」で介護iに関す る相談及び情報提供 を実施 してい

る。

ウ ケア ・タウン構想

郵政 省で は・9年 度か ら・各都道府県1か 所 を選定 し、かんぽ健康 増進支援事業で従来 か ら実

施 してい る介護講習会等の発展 ・拡充施策 として、① 介護知識の習得支援、②介護機器の普 及支

援 を行 うとともに・郵便局窓 口や外務職員 を通 じて、③地域 の医療 ・介護 関連情報の提供 ④外

務職員に よる独居老人に対す る健康情 報誌の提供 を行 い、市町村 と連携 して高齢者 にや さ しい ま

ちづ くりを推進す るケア ・タウン構想 を推進 す るこ ととしてい る。

(4)地 域社会への貢献施策の実施

ア 郵便局における登記簿謄抄本の交付請求の取扱い

郵政省 は・地域住民に対す る行政サービスの確保 と利便1生の向上 を図 るため、 これ までの ファ

一 ■ll222



第4節 新 しい郵便サー ビスと郵便局ネットワーク活用の推進1鵬■圏

クシ ミリによる住民票の交付請求の取扱いに加 えて、登記所が統合 され る地域 において、利用者

が、郵便 局の窓 口か ら統合先の登記所 に対 してファクシ ミリによ り登記簿謄抄本 の交付請求 を行

えるサー ビスを8年4月 か ら実施 している。9年3月 末現在110市1町 村20局 で本サービスを実施 し

ている。この ほか、郵送 による登記簿謄抄本 の交付請求サービスを、9年3月 末現在140市 町村588

局で実施 している。

イ 郵便局窓ロロビーへの過疎地域のふ るさと特産品コーナーの設置

郵政省 は、8年9月 か ら過疎地域の産業の活1生化 と地域振興等の一助 とす るため、全国の大都

市に所在す る!2の 郵便局の窓 ロロビーに特産品コーナーを設置 し、過疎地域の特 産品の展示 ・P

Rを 順次開始 した。 これによ り過疎地域のふ るさ と小包の利 用拡大 を図 るこ ととしている。

ウ 新刊ブックポス トサービス

郵政省 は、8年12月 か ら、新刊書籍等の入手が困難 な過疎地域 を中心 とした約1,200の 町村 に所

在す る郵便局約3,000局 にお いて、新刊書籍 が郵送 によ り入手で きる新刊ブックポス トサービスを

開始 した。

利用者 は、郵便 局の窓口に配備 してあ る新刊書籍の紹介 を内容 とす る専用 カタログ によ り書籍

を選 び、備 え付 けの所定の郵便葉書又 は郵便振替 によ り、購入 したい書籍 を、取次店 に申 し込み、

取次店か ら申込者へ書籍小包によ り郵送 される というもので ある。料金 は取扱手数料(送 料 ・郵

便振替代金 ・代金引換料)と して冊数 に関係 な く全国一律300円 であ り、支払方法 は、郵便振替 ま

たは代金引換の2通 りとなっている。

エ お年玉付年賀葉書等の寄附金による地域社会への貢献

お年玉付年賀葉書(昭 和24年 開始)、 年賀切手(3年 開始)に 付加 された寄附金 は、社会福祉の

増進、がん等難病 の治療研究、青少年の健全育成、地球環境 の保全等10の 分野の事業への配分 を

通 じて地域社会 に貢献 している。

9年 用寄附金付お年玉付年賀葉書 ・年賀切手及び8年 度 に発行 した寄附金付広告付葉書の販売

を通 じて集 め られた寄附金 は、372団 体 に対 して約16億4,000万 円が配分 された。

オ ボランティアポス トによる社会貢献

郵政省で は、広 く国民参加による国際ボ ランティア活動 を支援 す るこ とによ り、地域社会の活

性化及 び国際化 に資す るため、郵便局の国際ボ ランティア活動の情報拠点化 を目的 としたボ ラン

ティアポス トを推進 している。8年 度には、①P-SAT、 パ ソコン通信及び インターネ ットに

よるボ ランティア情報 の提供、②国際ボランティア情報 の提供や照会に対応す るボ ランティアコ

ーナーの設置、③ 国際ボランティア団体 との連携 ・交流、④ ボランティア活動 に関す る調査研究

を実施 した。

9年 度 は、「ボ ランティアポス ト」を更 に充実す るため、① コミュニティへの情報提供の実施等

による情報提供 の充実、②専門 コーナーの追加開設等 による相談体制の充実 を計画 している。

力 郵便貯金オンラインシステムのオープンネッ トワーク化

情報通信 の高度化 に伴 い、金融の分野 にお いて も多種 多様 なネッ トワー クの相互接続が進展 し

てお り、国民共通の財産であ る郵便貯金オンラインシステム も民間金融機 関等 に開放す ることに

よ り、国民 の利便性 を一層向上 させ ることが求 め られている。

郵政省で は、民間金融機関等 のオ ンラインシステム との相互開放 に係 るセキュ リティ対策や決

済 リスクの問題等 を検討す る調査研究 を9年 度に実施す ることとしてい る。 その調査研究の一環

として、現行法上可能 な範囲内での郵便貯金の実験用ATMと 信販会社等の実験用ATMの 間で
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■ ■■1第2章 情報通信政策の動向

データ送受信実験 を行 うこ ととしてい る。

キ 郵便貯金資金 ・簡保資金の運用を通 じた貢献

財政投融資の主要 な原資 として活用 され る郵便貯金資金や財政投融資への協力 を通 じて活用 さ

れ る簡保資金は、全国約2万4,600の 郵便 局ネ ッ トワークを通 じて集 め られ、社会資本の整備、

国民生活の質の向上、地域 の振興 に重要 な役割 を果 た してい る。

この うち簡保資金 は、加入者の身近 な ところで役立て られるよう、地方還元 を図ってい る。特

に地方公共団体へ は、地域 の郵便局 を通 じて貸付 けが行 われてお り、小 ・中学校の建設や公園 ・

下水道の整備、更 には防災無線の施設整備等 に役立 て られ、豊か な町づ くりに貢献 している。8

年度末現在 の地方公共団体 に対す る貸付残高 は、約14兆3千 億 円で、9年 度 には1兆7,300億 円の

貸付 けを計画 している。

(5)国 際社会に対応 したサービスの拡充

ア 英語による郵便案内サービスの全国展開

郵政省 は、 日本語 に不慣れな外国人 による郵便サー ビスへのアクセス改善 を図 るため、4年 度

か ら、「英語 による郵便案内サー ビス」を実施 してきた。 しか し、案内センターが東京 に所在す る

こ とか ら、地方か らのアクセスの場合、電話料金が高額 な もの となっていた。 そこで、全国10か

所 に転送電話 を設置 し、 そこか ら東 京の案内センターへ接続す るサー ビスを、8年10月 か ら開始

した(第2-4-4表 参照)。

第2-4-4表 英語による郵便 案内サービスの連絡先1

設置個所

札幌

仙台

東京(既 設)

長野

金沢

名古屋

大阪

広島

松山

福岡

那覇

電話番号

0ユ1-251-3957

022-711-7544

03-5472-5851～2

026-225-8835

0762-62-2325

052-961-0103

06-944-6245

082-224-0380

089-932-5932

092-752-8504

098-868-4472

イ 国際ボランティア貯金による国際貢献

郵政省で は・国民参加 による民間 レベルでの海外援助の充実に資す るこ とを目的 として
、3年

1月 か ら国際ボ ランティア貯金の取扱 いを開始 してい る。8年 度 には
、約15億 円の寄附金 を全国

223団 体が実施す る264の 援助事業 に対 し配分 を行 い・アジア・アフ リカを中心 とした世界57か 国

にお いて・貧困や災害で苦 しむ人々のための食糧・医療 ・衛生指導や教 育関係
、 自立 を促す ため
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の職業訓練、農業等の技術指導、更 には環境保全等の援助 に役立 て られてい る。8年5月 には国

際ボランティア貯金の加入件数が2,000万 件 に達す るな ど、国民の間 に着実 に定着 して きている。

2ニ ーズに対応した郵便サービスの提供
.ノ ・ ノ

(1)保 冷サービスの拡充

郵政省は、8年8月 か ら、利用者のニー ズに応 え、利便 の向上 を図 るため、引受か ら配達 まで

一貫 して郵便物の保冷 を行 うサー ビス(チ ル ドゆ うパ ック)を18都 道府県で開始 し
、11月 か らは、

全国 に展開 した(第2-4-5図 参照)。

赫
圃

第2-4-5図 保冷サービスの実施概略図

轡譲
　

韓
医調

保冷車又は保冷容器

(集配用)を使用

斡
嘩

一 保冷容器(集配用)を使用

航空機輸送

園
口 口
口 口
口 口

1引 受郵便局1

郵便局では冷蔵庫で保管

脚
[亘重璽}保 冷容器(輸送用)を使用 コ ロ

ロ ロ
ロ ロ

1配 達郵便局1

郵便局では冷蔵庫で保管

(2)国 際郵便 日数表の公表

郵政省は、8年11月 か ら外国あて航空郵便物 の差 出か ら配達 まで に必要 となる送達 日数等を、

「国際郵便 日数表」 として郵便局窓 口及びゆ うびんホームページにおいて公表 す るこ ととした。

対象 となる郵便物 は、主要40か 国45都 市 あての航 空定形書状 及び書類 を内容 とす るEMSで ある。

(3)国 際郵便料金受取人払サービスの全世界への拡大

郵政省 は、9年1月 か ら、 これまで28か 国(地 域 を含 む。)との間で実施 していた国際郵便料金

受取人払サー ビスを、すべ ての国(地 域 を含 む。)で利用で きることとした。手数料 は、1通 につ

き20円 であ る。ただ し、料金 を後納 とす る場合、 または私書箱 に配達す るものについては15円 、

2251■ 圏一
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料 金 を後納 とし、 かつ、私 書箱 に配達 す る もの につ いて は10円 と して い る。

3効 率的な郵便事業経営の推進
_・ ＼ 『薩一7 「τ一 一一一 一一

(1)効 率的な要員計画

郵便事業は、郵便物の引受 けか ら配達 に至 るまで 多 くの作業 を人手 に依存す る事業で あ る。郵

政省で は、8年 度 において、事業経営の健全化 に向けて、 よ り一層の機械 化等 に積極的 に取 り組

み約850人 の減員 を行った。9年 度 において も、新郵便 番号制の実施等、効率化・合理化施策 を積

極的に推進 し、年間約1,750人 程度の減員 を予定 している。

(2)郵 政短時間職員の配置

労働力市場の変化 に対応 し、労働力の安定的確保 と効率的配置及び女 性や高齢者の就業機 会の

拡大 を図 るこ とを目的 として、6年10月 か ら関東地方の一部の郵便 局にお いて短 時間職員 を配置

している。短 時間職員 とは、1日4時 間勤務で、任用、服務、処遇 は常勤職員 とほぼ同様 の扱 い

とし、朝 夕の繁 忙時にお ける郵便物の区分業務等 に長期継続的 に勤務す る職員の ことで あ る。8

年度は全国の人 口30万 人以上の都市 に所在 す る郵便 局に2 ,318人 を配置 してお り、9年 度 において

も、2,442入 の配置 を計画 している。

(3)新 郵便番号制の導入に向けた取組

郵便事業は人力に依存す る度合 いが極 めて高 く、 これ まで も各種 の効率化 を推進 して きたが

なお一層の効率化 を推進 す る必要がある。

そこで郵政省 は、郵便物の区分作業の機械化 を大幅 に拡大 し、郵便事業の効率化 を図 るこ とに

よ り、将来 にわたって低廉で良質な郵便サービスを安定的に提供す るこ とを目的 に
、町名等住所

の漢字部分 を7け たで表す新郵便番号制 を、10年2月2日 か ら導 入す るこ ととし、準備 を進 めて

いる(第2-4-6表 参照)。

第2-4-6表 新郵便番号制度導入の今後のスケジュール

年 月

9年8月 ごろ

9年11月

同年 同月

10年1月 ごろ

10年2月2日

内 容

各家庭への新郵便番号簿の配布開始

・差出人欄を7け た枠 とした年賀葉書の発売

.新郵便番号の電話案内サー ビス及び新郵便番号調査サービスの開始

'現行番号枠の葉書等に貼れる7け たの新郵便番号枠 シールの開始

・新郵便番号制導入

郵政省資料により作成

新郵便 番号制鱒 入す ることによ り・郵便 局で は・新 し欄 発 した区磯(新 型区分機)で

新郵便 鶴 と住所の丁目・番・号諌 室嗣 等の数字 を創 ・せ、 ・れを灘 処理 しやすい郵便 用

のバー コー ドの形 に印字 し・ このバー コー ドを読 み取 ることによって
、郵便物 を配達順 に並べ る

ところまで機絨 化す る(第2-4-7表 参照)。
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第2-4-7表 新郵便番号と住所表示番号からのバーコード生成方法

住居表示実施地域の例

親癒郷便番号

團 締捻31
や

r轍
種番号 ・

騨 表示番号

～隔 ご隔 報

バ"r聖 一ド ,・

154

世 田谷区 若林3丁 目!6番4号 郵政マンション205号

行政区 ・町域 住所表示番号

鳶 ↓
3-16-4-205

154-00233-16-4-205

◇
llll・1・lll■1・・1・・1■■■1Illl・1・II・■11小1■1・1・II■1開1・1・■LlL■ ■ll1Il

15400233-16-4-205チ ェックテ◆シ・ット

住居表示未実施地域の例

350-ll

川越市大字小室22」 一一郵 政 団地A棟3D8号

行政区 ・大字 住所表示番号

↓
350-1106

↓
22-1-A-308

350-110622-1-A-308

◇
llllll・ll・・ll・11・1・・llllllhl・1・ll・ll・1・・Illlllll卜ll・ll・ll・1圏1・1置1

350110622-1A308チ ェックテeノ,ント

郵政省資料により作成

新郵便番号制 につ いては、7年8月 に導入を認 める郵政審議会答申を受 けて、同年12月 には、

導入に向けての具体的な施策 を内容 とす る 「新郵便番号制導入の基本的事項」 と 「新郵便番号」

を公表 した。

また、8年4月 には、東京 ・関東管 内の一部の郵便 局で、新型区分機 の実用実験 を開始 し、同

年8月 には、利用者が郵便物 にあ らか じめバー コー ドを印字 して一定通数以上差 し出され る第一

種定形郵便物等 に対す る料金割引条件及び割引率 を公表 した。

4▼ 郵政行政等の情報化の展開
も..

ノ

(1)郵 政行政情報化5か 年計画(PlI)

郵政省で は、7年3月 に郵政行政1青報化5か 年計画 を策定 し、電気通信行政 に係 る申請書類等

の電子化 による手続の迅速化、情報提供の一層の推進 とともに、郵政事業 に係 る事務処理の高度

化、郵便 局の情報化等 を目指 し、 その検討 ・具体化 を進 めている。

PIIに もとづ き、8年 度 には、イ

ンターネ ッ トを利用 した情報提供の拡

充を行 った。

9年 度以降 には、①全国の郵便局へ

の情報系共用端末の配備、②すべての

地方郵政局でのLANの 構築、③郵便

局におけるワンス トップ行政サービス

の実験、④電子取引 に関す る調査 ・実

験、⑤ インターネ ッ トが利用で きるマ

ルチメデ ィアパ ソコンの配備、⑥ 自治

体ネ ッ トワー ク と郵便局 との接続 ⑦

郵便事業経営1青報 システムの構築 ⑧

郵政三事業消費者1青報 システム(P一

鍾

敏

,r

無1蒸

。。難 護

疹;

『 昌

1緯 禦

蟻・匂

・'隠

、 ま

_.1

」
L

端 畿
郵便局でのインターネット利用
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CIS)の 構築、⑨郵政省危機管理 システム(P-EMS)の 構築、⑩次期 ロジステ ィック ・シ

ステムの構 築等 につ いて検討 を行 う予定であ る。

また、 申請負担軽減の観点 か ら、「申請負担軽減対策」(9年2月10日 閣議決 定)に お いて、 「申

請 ・届 出手続の電子化 ・ペーパー レス化 を原則 として平成10年 度末 まで に可能 な ものか ら早期 に

実施 に移す」 とされてい るこ とも受 け、郵政省所管の申請 ・届 出等 に係 る267手 続の うち、10年 度

末 まで に65%を 電子化可能 となるよう手続の見直 しを行 うこととしてい る。 なお、行政情報化推

進計画の最終年度で ある11年 度末 まで には、94%を 電子化す る計 画であ る。

(2)郵 政事業におけるテレワークの試行実施

郵政事業の管理部門等 にお ける業務能率の向上 と人材 の有効活用 を図 るた め、9年 度 か らサ テ

ライ トオ フィス勤務方式及び在宅勤務方式 によるテ レワークの試行実施 を行 うこ ととしている。

(3)通 信に関する現状報告(通 信白書)の 電子化の推進

郵政省で は、6年 度か らCD-ROM版 通信 白書 を作成 してい るが、9年 度か ら、行政i青報 の

電子化 を一層推 し進 めることを目的 として、映像情報 をふんだんに取 り込んだDVD-ROM版

通信 白書 を作成 した。

第5節 擁 信のグ・一バル化に対応した国際政策の推進

　

1WTO基 本電気通信交渉と電気通信分野の世界的 自由化
＼

21世 紀 に向けた新たな世界貿易体制の確 立のため、7年1月 に世界貿易機 関(WTO)が 発足

した。

WTOは 、ウノレグ ァイ ・ラウン ド交渉の妥結 を受 けて世 界貿易機関 を設立す るマラケ シュ協定

(WTO協 定)に 基づ いて設立 された国際機関で あ り、従来のGATTの 下での機 能 ・権 限をよ

り強化 した もので ある。

WTO協 定に附属 書一Bと して含 まれている協定の一つであ る 「サー ビスの貿易 に関す る一般

協定(GATS)」 は、サー ビスの貿易を国際的 に規律す る初 の協定であ り、通信分野 については

特 に、公衆 電気通信へのアクセ ス及び利用 に関す る規則 を規定す る電気通信 に関す る附属書が作

成 されている。

音声電話サー ビス等 の 「基本電気通信分野」 につ いては、基本的かつ重要 なインフラで あ り、

ウルグァイ ・ラウン ド交渉期限内に自由化約束 を行 うこ とが困難で ある とい う認識 を各国が有 し

ていた・ このため・基本電気通信分野にお ける自由化 に向 けた交渉であ る 「基 本電気通信交渉」

は・ ウルグァイ ・ラウン ド交渉終 了後 も・8年4月 末を期限に自由化 に向けた交渉 を継続 し結論

を得 ることとされ、6年5月 か ら交渉が開始 された。

しか しなが ら・交渉終結期 限 とされていた8年4月 末・米国か ら、① 国際通信分野 においては、

一 嗣1228
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相手国の市場開放度 に応 じて参入 を認 める相互主義的事前審査 を必要 とす る、②衛星通信市場 に

おいては、各国市場への参入の確保 の見地か ら、各国の現状 の自由化約束は不十分で あ り見直 し

を必要 とす る、 といった主張がなされた結果、交渉期限が さ らに9年2月 まで延長 された。

本交渉 は8年7月 か ら再開 され、ほぼ毎 月1回 、ジュネーヴにおいて交渉が行 われ るとともに、

8年9月 、米 国の シア トル において開催 された四極閣僚会合、8年12月 、 シンガポールにおいて

開催 された第1回WTO閣 僚会合等 において も、交渉の成功 に向けた各国の決意力確 認された。

このような議論 を経 て、9年2月 、 スイスのジュネーヴ にお いて基本電気通信交渉ハ イレベル

最終交渉が開催 され、多数の国か ら自由化約束の提出 ・改善が行 われた。 この結果、最終的 にW

TO加 盟130か 国中69か 国が自由化約束 を提出 し(第2-5-1表 及 び第2-5-2表 参照) 、交

渉期 限内に合意が成立 した。

本交渉 にお ける合意の結果、各国においては基本電気通信分野の 自由化及び競争 を通 じ、料金

の低廉化、サービスの多様化等が図 られ、サー ビス利用者 に対 し利便1生の向上 が もた らされ ると

ともに、電気通信市場の一層の活性化 が図 られ ることが期待 されている。

我が国は、8年4月 時点 において、第一種電気通信事業者(NTT、KDDを 除 く。)について、

無線局 も含 め一切 の直接 ・間接の外資規制の撤廃 を提案す るな ど、交渉の成功 に向け積極的に貢

献 してきた。今回の交渉の成果 を踏 まえ、我が国 としては今後 とも電気通信の世界的 な発展 に向

け一層の貢献 を果 た してい くこととしている。

第2-5-1表WTO基 本電気通信交渉自由化約束提出国

(9年2月15日 現在)

1

2

3

4
～

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

。19傭

ア ンテ イグァ ・バーブー ダ

アルゼ ンテ ィン

オース トラリア

バ ングラデ シュ

ベ リーズ

ボ リヴ ィア

ブ ラジル

ブルネ イ

ブル ガリア

カナ ダ

チ リ

コ ロンビア

コー トジボアール

チ ェッコ

ドミニカ

ドミニカ共和 国

エ クア ドル

エ ル ・サル ヴァ ドル

(EU)

オース トリア

20

21
糾

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

ベルギー

デ ンマーク

ブインラ ン ド

フラ ンス

ドイツ

ギ リシ ャ

アイル ラン ド

イタリア

ル クセ ンブル グ

オ ランダ

ポル トガル

スペ イン

ス ウェーデ ン

イギ リス

ガー ナ

グレナダ

グァテマ ラ

香 港

ハ ンガ リー

アイスラ ン ド
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40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

イ ン ド

イ ン ドネ シア

イス ラエル

ジ ャマイ カ

日本

韓 国

マ レイシア

モ ー リシ ァス

メ キ シ コ

モ ロ ッコ

ニ ュ ー ・ジ ー ラ ン ド

ノ ー ル ウ ェ ー

パ キス タ ン

パ プ ア ・ニ ユ ー ギ ニ ア

ペ ル ー

フ ィ リピ ン

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

ポ ー ラ ン ド

ル ーマ ニア

セ ネガル

シンガポール

ス ロヴ ァキア

南 ア フ リカ共和 国

ス リ ・ランカ

スイス

タイ

トリニ ダッ ド ・トバ ゴ

テユニジア

トル コ

米国

ヴェネズエ ラ

計69か 国

(EUを15か 国 とす る)

(注)WTO加 盟国:129か 国と欧州共同体

第2-5-2表 主要 国の 自由化 約束の概要

(9年2月15日 現 在)

国 名

日 本

米 国

EU

カ ナ ダ

メキ シコ

概 要
一雪

第一種 電気通信事 業者(NTT、KDDを 除 く)に つ いて、無線 局免 許 を含 め 、一

切の外 資規制(直 接 ・間接 とも)を 撤廃 。

※ 例外 として、NTT、KDDに 対 してのみ20%の 外資規制 を維持 。

無線局を利用する電気通信事業者に対する20%の 直接投資の外資規制を維持。

※ ほとんどの電気通信事業者は、無線局 も使用することか ら、無線局に対する外

資規制は、事実上、ほとんどの電気通信事業者に対 して外資規制を行 うのと同 じ

効果。

外国政府、外国人、外国企業による無線局を利用する電気通信事業者の制限を維持。

インテルサ ット、インマルサッ トへのアクセスにつ き、コムサ ット(特 殊法人)経

由を義務付け。

フランス:無 線局 を利用す る電気通信事業者 に対する20%の 直接投資の外資規制を

維持。

ポル トガル:25%の 外資規制 を維持。2000年 まで自由化せず。

ギリシャ:2003年 まで自由化せず。

アイルランド:2000年 まで自由化せず。

※ この他、既存の基幹事業者について、国が経営権 を維持するための枠組み を維

持。

BT(英 国)一 政府が定款の重要事項の変更権等を維持する黄金株制度。

FT(フ ランス)一 政府による過半数の株式所有の法律による義務付け。

DT(ド イツ)一 政府による3分 の2以 上の株式所有の法律等による義務付け。
20%の 直接投資(間 接投 資 を含 めて46%)の 外資規 制 を維持 。1998年10月 まで国 際

通信 を自由化せず。2000年3月 まで固定衛星通信 を自由化せ ず。

49%の 外資規制 を維持 。
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〆 、国 名

オr溝 トラリア

、韓 国

概 要

テルス トラは11%、 ヴォー ダフ ォンは49%の 外資規制 を維持。

33%の 外 資 規制 を維 持(2001年 か らは49%)。 韓 国 テ レコム は20%の 外 資 規 制

(2001年 か らは33%)。 国際単 純再販 は1999年 か ら49%の 外資規 制(2001年 か らは

100%)。

識,..香 噌.港,地 域 通信 は4社 のみ。追加免許 を出す か どうか1998年 に検討。

シンガポー ル

瓢 タ イ

・フ イ リ
.ピ ン

.イ ン ドネ シ ア

マ レイシァ

49%の 直接 投資(間 接 投資 を含め て73%)の 外資 規制 を維持 。2000年4月 まで 自由

化せ ず。

20%の 外資規制を維持。地域通信のみ自由化。

40%の 外資規制を維持。再販(国 際単純再販 を含む。)は 自由化せず。

自由化は約束せず。外国企業は合弁により参入可能(35%の 外資規制)。

自由化は約束せず。既存事業者の株式は取得可能(30%の 外資規制)。

2国 際的潮流への対応
ノ .

ノ

(1)情 報社会と開発に関する会合

8年5月 、南アフ リカ共和国の ミッ ドラン ドにおいて、我が国をは じめ とす るG7各 国を含む

先進国及び開発途上国の40か 国の閣僚等が出席 し、「情報社会 と開発 に関する会合」が開催 された。

本会合 は、7年2月 、ベルギーのブラッセル において開催 された 「情報社会 に関す る閣僚 会合」

において、南 アフリカ共和国か らの提案 を受 け、グ ローバルな情報社会への開発途上国の参加 を

実現す るこ とを目的 とした もので あ る。

先進国 と開発途上国双方の閣僚 の参加を得 て情報社会 につ いて討議が行 われた初めての会合 と

して、情報通信基盤の整備 を通 じた全世界的な情報社会の構築の重要1生についての共通認識 が醸

成 され る とともに、国際的 な協調 の必要性 につ いて確認 された。

なお、議 長総括 においては、「情報社会に関す る閣僚会合」において支持 された8原 則 につ いて

参加各国によ り再確認 された ほか、「ユニバーサル ・サー ビス」、「民間投資の奨励」、「=適応可能な

規制の枠組み」、「ネ ットワークへのオープンアクセスの提供」等の13の 重要 な政策課題 につ いて

継続 して検討す るこ とな どが取 りまとめ られた。

(2)第22回 主要国首脳会議(リ ヨン ・サ ミット)

8年6月 、 フランスの リヨンにおいて、第22回 主要国首脳会議(リ ョン ・サ ミット)が 開催 さ

れた。

情報通信分野 につ いては、経済宣言においては① 小売 電子決済 の手段 に関す る研究について今

後1年 間の進展 に努力す るこ と、② サービス分野におけるすべての継続交渉(基 本電気通信交渉

等)を 完了 させ るよう決意す ること、③1青報技術の進歩等は経済成長 と繁栄の原動力であ り、失

業の削減 と質の高い雇用の創 出が喫緊の課題であ ることが明記 された。一方、議長声明において

は、情報社会 に関 し① 南アフ リカでの 精 報社会 と開発に関す る会合」の議長総括 を歓迎す るこ

と、②i青報通信技術 ・サー ビスは、持続可能な開発の推進 に大 きく貢献 し、ダ イナ ミックな競争

を促進 す るこ と、③i青報通信技術の活用法 を紹介す るプ ロジェ ク トの促進 のため各国等の協 力を

推進す る とともに、官民間のパー トナー シップの促進 にコミッ トしてい くこ と、④今後、世界規

模 の通信 ネ ッ トワー クによ り生 じた倫理 ・犯罪面の問題 を検討す ることについて言及された・
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これを受 けて郵政省で は、情報通信市場のグ ローバル化 に伴 う国際的 なルール作 り、国境 を越

えて行 なわれ る電子決済 をは じめ とす る新たな情報通信技術の導入、情報通信利用環境 の整備等

に関 し、G7、APEC、OECD等 の場 において各国 との協調 を図 りつつ施策 を進 めてい る。

(3)第2回APEC電 気通信 ・情報産業大臣会合

8年9月 、オース トラリアの ゴール ドコース トにお いて第2回 電気通信 ・情報産業大 臣会合が

開催 された。

本会合で は、社会経済 の発展のための情報通信の重要性 につ いて認識 が一致 し、アジア ・太平

洋i青報通信基盤(APII)は 、構想の段階か ら行動の段 階へ移行 した として、 その構築 のため

の よ り具体的な協力推 進及 び自由化推進 につ いて詞議 された。

我が国は郵政 大臣による基調演説 にお いて、APIIが 構想 の段階か ら行動 の段階へ移行 して

いるこ と、域 内の最大 多数の人々がAPIIの 利用 を通 じてその恩恵に浴 す るこ との重要性、 そ

のためのパ イロッ トプ ロジェク トの推進の必要性、基盤整備への民間投資 を促進 す るため適切 な

環境 を整備 す る必要性 にっいて主張す

る とともに、情報通信技術者の育成支

援、共同研究の支援等五 つの具体的 な

施策への取組 を提 唱 した。 これ らの考

え方や具体的施策 は参加各 メンバーか

らの支持 を受 け、「ゴール ドコース ト宣

言」及び 「共同声明」 において盛 り込

まれた。

なお、第3回 会合 につ いては、10年

にシンガポール において開催の予定で

ある。

戯レ ㌧

圃■ 彙
剛
__」 ∫_P「

ン ±滋講 強 憂藝≒

噸

『[、

鍔驚霊鰹
三↓.一 一 ノL-… … ⊥ 一 ・、禽

APEC第2回 電 気通 信 ・情 報産 業大 臣会合

3
、 国際機関等における積極的な取組及び貢献

(1)APECの 動向

APECは ・域内の成長 と発展の持続 開かれた多角的貿易体制の推進強化 貿易 ・投 資 にお

ける障壁の排除を目的 として元年・オース トラ リア首相の提唱 によ り創設 された
。APECに は、

主 な会合 として・非公式首脳会議 閣僚会議・高級事務 レベノレ会合 分野別の担当大 臣会合及 び

ワーキング ・グループ会合等が ある。

これ まで の非公式首脳会議 においては・6年11月 、貿易 と投資 の自由化 目標 を設定 した 「ボ ゴ

ール 宣言」が採択 され
・7年11月 ・ボゴール宣言の実施のための行動指針 として、「大阪行動指針」

が採択 されている。 これを受 けて・8年11月 の第4回 非公式首脳会議 においては
、具体的 な行動

計画 をま とめた 「マニラ行動計画」が採択 された・ この中の我が国の 「個 別行動計画」 において

は・APIIテ ク ノロシー'セ ンターの設置・次世代 電子商取引実験 プ ロジェ ク ト(INGECEP

/CyberNet)等 を含 む電気通信分野の施策が主要項 目の中に含 まれて いる。 また、我 が国 は、内
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閣総理大臣によ りAPIIテ クノロジー ・センターの整備 について紹介を行 い、他の メンバー に

よる活用 を提案 した。

電気通信 ・情報分野 はAPECの 重要 な一分野 として、電気通信 ・情報産業大 臣会合及び電気

通信 ワーキング ・グループ において、電気通信 ・情報分野の 自由化の推進、APII構 築のため

の国際共同プ ロジェク トの実施等、積極 的な活動が行 われてい る。

APEC電 気通信 ワーキング ・グループは、電気通信 ・情報分野の具体的 な協 力 ・自由化 につ

いて事務 レベルで検討す る場 として、2年7月 以降、9年3月 末 まで に151・1の会合が開催 されて

お り、 自由化、 ビジネス円滑化、開発協力、人材養成の四つの運営グループにおいて、APII

構築のための電子商取引や遠隔教育等国際共同プ ロジェ ク トが推進 されつつあ る。 また、国際V

ANサ ー ビス、基準認証 、電気通信 ・情報分野の 自由化 に向けた共同行動の策定等、貿易 ・投資

の自由化 ・円滑化のための政策分野について も各メンバーの協調が進 め られている。

(2)APTの 動向

APTは 、アジア ・太平洋地域の通信の開発促進及び域 内の電気通信の整備 ・拡充を主たる目

的 とした政府間の国際機 関であ る。

APTは 、域 内の人材 育成等のための活動 を行っているほか、近年の世界的な潮流であ る電気

通信分野にお ける急速 な変化への対応のため、今年度においては次の ような会合が開催 された。

ア 第1回ITU世 界電気通信政策フォーラムのための準備会合

8年6月 、 シンガポール において、ITUの 第1回 世界電気通信政策 フォー ラムに向 け、アジ

ア ・太平洋地域内 にお ける衛星携帯電話(GMPCS)に 関す る議論 の場 の提供 と意見の集約 を

目的 として、域内の規制 当局、主管庁をはじめ電気通信事業者、GMPCSに 係 る事業者等が参

加 し、第1回ITU世 界電気通信政策 フォーラムのための準備会合が開催 された。

その結果、本会合の総意 として、可能 な限 り迅速 かつ真 に地球規模でのGMPCSの 利用を実

現すべ きで あ るとの宣言 を採択 したほか、世界電気通信政策 フォー ラムにおいてAPTと しての

寄書 を提 出す るとともに、域内のGMPCSに 関す る規制 ・政策問題 につ き定期的に意見交換を

行 う場 を提供す るため、議長国をシンガポール として 「衛星携帯電話サービスについてのAPT

作業グループ」 を設立す ることが決 定された。

イ 第2回All政 策会合

8年9月 、タイのチェ ンマイにおいて第2回AII政 策会合が開催 された。

本会合 においては、我が国が議 長 とな り作成 した作業グループの報告書 を基 に、 アジア ・太平

洋情報通信基盤(AII)の 概 念を 「21世紀 に向 けた、域 内の情報及 び知識 の効果的な流通、創

造及 び共有化 を可能 とす る情報通信 ネッ トワー ク と、 その利用を促進す るために必要な政策、技

術、人材、 その他の環境」 とす るこ とな どを含む、AIIに ついての共通認識が確立された。 ま

た、今後の政策会合 は我が国を中心 として進 め られてい くこととなった。

ウ 第7回 総会及び第20回 管理委員会

8年1!月 、マレイシアの クアラルンプールにおいて第7回 総会及び第20回 管理委員会が開催 さ

れた。

総会 においては、電気通信分野の 自由化、AIIの 構築 をは じめ とす る政策機能の強化 といっ

た今後3年 間のAPTの 活動方針が策定 され、管理委員会 においては本活動方針を受 けての活動

計画が審議 され、「AII推 進 会合」 の開催等が決定された。
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工 第2回 標準化に関する協力会合

9年2月 、東京 において域内にお ける標準化協 力の一層の強化 を図 るこ とを目的 として、「第2

回標準化 に関す る協力会合」が開催 された。

本会合 においては、アジア・太平洋 電気通信標準化機構 の検討 グループが設置 され る とともに、

本 グノレープ において国際標準化への貢献の拡大 を目指 したエキ スパー トグループの設置 が検 討 さ

れ るこ ととなったほか、域 内の標準化相互協 力に向けた勧告が作成 された。

(3)lTUの 動向

ア 第1回 世界電気通信政策フォーラムの開催

世界電気通信政策 フォー ラムの設置は、6年9月 、京都 において開催 されたITU全 権委員会

議 において、我 が国の提案に基づ き決定 された もので あ る。

第1回 目 となる本会合 は、8年10月 、 スイスのジュネーヴにおいて 「衛星 によるグ ローバル な

移動パー ソナル通信」を議題 とし、世界129か 国の主管庁、13の 国際機関のほか、GMPCSに 係

る電気通信事業者、電気通信機器製造業者等の多数の参加者 を得 て開催 され、GMPCSの 早期

かつ円滑 な実現 に向 けて各国の電気通信政策及び規制の調整 を行 う必要性 につ いて参 加者の認識

が一致 した。

イ 年次理事会の動向

8年6月 、 スイスのジュネーヴにおいて、年次理事会が開催 された。

ITUに おいては、世界的 な電気通信事業の民営化の進行 とこれに伴 う主管庁の役割の変化、

相次 ぐITU以 外の国際標準化機関の設置等、ITUを 取 り巻 く急速 な環境 の変化 に対応す るた

め、ITUの 非主管庁 メンバーの権利 と義務の見直 し及びITUの 財政基盤 の強化 を 目的 として、

これ まで 「レビュー委員会」及び 「ITUの 財政基盤強化のための非公式 会合」 において議論 を

進 めて きた。今次理事会 においては、両組織 における議論 を統合 して継続 す るた めの新た な委員

会で あ る 「ITU-2000」 の設置が決定 され、引 き続 き検討が進 め られるこ ととなった。 この検

討結果 は、9年 次理事会において報告 され る予定で あ る。

ウlTU各 部門の活動動向

(ア)lTU-T

ITU-Tは 、電気通信の技術、運用及び料金等の標準化 に関す る勧告 を作成 している。IT

U-Tに は世 界電気通信標準化会議(WTSC)と14の 研究委員会(SG)が あ る。

最高意志決定機 関であ るWTSCは4年 ご とに開催 され るこ ととなってお り、8年10月 には、

第2回WTSC(WTSC-96)が スイスの ジュネーヴにお いて開催 された。本 会合 においては、

各研究委員会 ご との新規及び改定勧告案及び次期研究会期の活動内容 を決 める約270の 研究課題が

承認 された。

また・新 たにマルチ メデ ィアに関す るSGを 設立す る とともに、標準化部門の新 たな作業方法

としてフ ォーカスグループ制度 を導入す るこ とが決 まった。

さ らに、第3研 究委員会(SG3)を 中心 に研究が進 め られていた、 いわゆ る 「コールバ ック

サー ビス(庄11)」については・本WTSCに おいて電話網 に悪影響 を与 える方式の コーノレバ ックサー

ビスを停止す るように各国は国内法の範囲で 合理的 な措置が とられ るべ きで あるこ とな どを勧告

す る決議 が採択 された。

(イ>lTU-R

ITU-Rは ・無線通信の技術.運 用等の問題の研究、勧告の作成、無線通信規則の改正、周
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波数の割 当て、登録等 を行ってい る。ITU-Rに は、RA及 びWRCの 二つの会議 があ り、2

年 に1度 開催 されることとなっている。ITU-Rの 総会であ るRAは 、無線通信研究委員会の

構成等、ITU-Rの 組織の決 定、無線通信研究委員会の議長及び副議長の任命、作業方法 の見

直 し、無線通信 に関す る研究課題及び勧告 の承認 を行っている。 また、WRCは 、電波利用に当

たっての国際的な取決 めであ る無線通信規則 を改正す るために開催 され る会議であ り、国際的 な

周波数分配の決 定、周波数及び静止衛星軌道の使用のための手続 きの整備等 を行っている。

次回のRA及 びWRCは9年10月 に開催 され る予定で ある。

(ウ)lTU-D

ITU-Dは 、開発途上 国に対す る電気通信開発の促進のための技術協力等 を担当 してお り、

最高意志決 定機関であ るWTDCを 、4年 ご とに開催 され るITU全 権委員会議の間において開

催す るこ ととなっている。WTDCの 決議2に 基づ き、電気通信開発戦略 ・政策 を扱 う開発研究

委員会1、 技術問題 を扱 う開発研究委員会2が 設置 され、7年 春か ら活動が開始 されてい る。

(4)OECD(lCCP委 員会)の 動向

OECDは 、市場経済 と民主主義 に基礎 を置 く先進29か 国で構成 された、経済成長、開発途上

国援助、多角的な自由貿易の拡大 を目的 とす る国際機関で ある。情報通信分野の活動 は、主 にI

CCPq青 報 ・コンピュータ ・通信政策)委 員会が担当 し、情報 インフラの経済的 ・社会的影響

について様 々な観点か ら研究が行 われている。

近年では、GII構 想実現へのOECDか らの政策提言「GII-GISレ ポー ト」、電子商取

引並 びに電子商取引 と電子現金の実現 に不可欠な技術で あ る暗号 に関す る各国政策の調和 を図 る

ための 「暗号政策ガ イ ドライン」の策定及び電気通信分野 にお ける競争政策の研究 を行っている。

また、2年 に1回 、OECD加 盟国の電気通信事情 を解説 した 「OECD通 信 白書」 を発行 して

いるほか、「OECDI青 報技術 白書」 を発行 している。

また、資本の 自由化 と保護 につ き高度の規律 と法的 な拘束 力を持 つ 「MAI(多 数国聞投資協

定)」の合意や、経済 の活陛化 を目的 とした 「規制制度改革」への提言について も取 り組んで いる。

これ らは、9年 のOECD閣 僚理事会で採択 ・報告 され る予定で ある。

(5)二 国間政策協調の推進

ア 日韓郵政大臣会合の開催

8年8月 、東京において、 日韓郵政大臣会合が開催 され、両国が1青報通信分野 において積極的

な協力を行い交流 を図 るこ とが、二国間 は もとよ りアジア ・太平洋地域、ひいては国際社会にお

ける情報通信の発展 に寄与す るとの共通認識 に基づ き、以下のよ うな協 力及び交流 を行ってい く

こ とで意見の一致 を見た。

①APIIテ ス トベ ッド ・プ ロジェク トの共同推進、高速衛星通信 ネッ トワー ク実験等高度

情報通信 に関す る協同研究の具体的 な推進

② 相互 間の職員交流、双方の電気通信専門家 による政策会合の開催等、人的交流 を含む両国

関係の一層の親密化

③WTO基 本電気通信交渉の成功 裡の終結 に向 けての協力をはじめ とす る、情報通信分野に

お ける国際的な活動への一層の貢献

④2002年 ワール ドカップサ ッカーにお1ナる情報通信分野での協力

⑤ 日韓郵政大 臣会合の定期的開催
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イ ニ国間郵政定期協議の開催

情報通信をはじめとする郵政行政の国際化に伴い、国際機関等における多国間協議のほか、二

国間協議の場での相互理解 ・協力の一層の推進が求められている。

郵政省では、このような認識に基づき、10か国1機 関 との間で原則 として毎年1回 定期協議 を

開催 し、情報通信及び郵政事業の現状 ・課題について情報や意見の交換を行い、相互理解及び協

調関係の強化に取 り組んでいる(第2-5-3表 参照)。

8年 度においては、移動通信 システム及び衛星携帯電話等の次世代通信に関する取組 電気通

信事業における競争促進政策の現状、放送のデジタル化政策 ・市場の現状等の電気通信、放送及

び郵政事業に関する様々な情報や意見の交換が行われた.

第2-5-3表 二国間郵政定期協議の開催状況(1996年 度 末現在)

相手国の名称

英国

米国

カナ ダ

欧州委員会

韓国

フ ラ ン ス

オ ー ス トラ リ ア

ドイツ

マ レイシア

メキシ コ

中国

設置合意

1981年9月

198210月

1984年10月

1986年5月

1988年1月

ユ990年11月

1991年4月

1991年6月

1992年6月

1993年1月

1993年4月

相手側参加者

貿 易産業省(DTI)、 電 気通信庁(OFTEL)、

電 波庁(RA)

電 気通信情 丁(NTIA)、

連 邦通信委 員会(FCC)

産業省

欧州委員会第13総局

情報通信部(MIC)

産業 ・郵便電気通信省郵電総局(DGPT)

通信 ・芸術省

連邦郵電省

エネルギー ・郵便電気通信省

通信運輸省

郵電部

'開催鹸 露

13

5

9

8

6

5

5

5

3

2

4

郵政省資料により作成

(6)国 際衛星通信をめ ぐる動向

ア インテルサット

これ まで インテルサ ッ トによって伝 送 されていた国際通信 は光海底 ケーブル による伝送 に移行

しつつあ り・さ らに・相次 ぐ民間衛星 によるグ ローバルなネ ッ トワー クも出現 して いる
。 しか し

なが ら・ インテルサ ッ トは・ 多 くの地域間で現在のなお唯一の通信路 として重要 な役割 を果 た し

ている。

このよ うな状況の変化 を踏 まえ、7年8月 の第20回 締約国総会 にお いて、子会社 の設立 とイン

テルサ ッ ト本体 が提供す るにな じまない競争1生の高 い業務の子会社への移管 につ いて
、具体的検

討 を開始 す るこ とが決定 されている。

この決定 を受 けて・8年 度 においては合計5回 のインテノレサ ッ ト2000作 業部会(IWP)が 開

催 され・子会社の在 り方 につ いて・具体的な検 討作業が行 われた。 これ らの結果 は、9年4月 に

開催予定の第21回 締約国総会 において取 りまとめ られ るこ ととなって いる。
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イ インマルサッ ト

インマルサ ッ トは海上の遭難 及び人命の安全 に係 る通信への貢献、海事、航 空通信の改善を主

た る役割 としている。 これ まで増大す る需要 に対応 して提供回線 数は継 続的 に拡大 して きたが、

近年の民間企業 による周回衛星 を利用 したGMPCS計 画の影響 を受 けて、将 来的に縮小 に転 じ

るとの予測 もなされてお り、インマルサ ッ トを取 り巻 く環境 は急速 に変化 しつつあ る。

この ような競争環境 に対応す るため、8年2月 に開催 された第11回 総会 においては、機構改革

の必要性 を認 め、政府 間組織 としての性格の維持 と海上の遭難 ・安全通信等公的 な義務の堅持 を

決定 した上で、 インマルサ ッ トの新サービス進出を実現す るため署名当事者が負 う使用実績 に応

じた出資義務 を廃止 し、外部 の出資 を受 け入れる方針を決定 している。

この方針の決定 に続 き、8年 度 においては合計4回 のインマノレサ ット中間作業部会(IWG)

が開催 され、最終的な決 定に向けて各当事者間の調整が行われた。9年10月 に開催予定の第12回

総会 において、 これ らの結果 を総括 し機構 改革 に関す る最終決定が行われ る見通 しである。

4国 際協力の推進

(1)ODAに よる協力

情報通信 は、社会経済 のあ らゆ る分野にお ける活 性化 ・効率化 を促 し、先進国 と開発途上国 と

を問わず、社会経済 の発展 に不可欠なインフラである。 しか しなが ら、開発途上国 においてその

整備 を図 るためには膨大な資金及び高度な技術 を備 えた人材の確保 ・養成が必要であ り、先進国

による資金 ・技術両面 における支援 ニーズは一層高 まってい る。

我 が国で は、 これ らのニーズに対応すべ く、ODAを 通 じて継続的 に開発途上 国における情報

通信分野の発展に貢献 している(第2-5-4表 参照)。

第2-5-4表 通信分野における援助実績

・謝

、噌 鯉.㌫ 、〃 覧働 鰐・・1酬「5

麟 ・獅
響鑑 霧瓢 、

鍵
灘
蟹

79.37

(7.7)

72.04

(6.2)

78.04

(6.1)

31.99

(2.6)

41.82

(3.3)

鯵!一.り/'一/r

437.28

(4.6)

204.44

(2.2)

557.19

(5.6)

176.20

(2.1)

232.27

(2.0)

技術協力(単 位:人)

研修員受入

527

(6.5)

516

(6.2)

586

(6.6)

527

(5.5)

562

(5.4)

専門家派遣

72

(2.8)

80

(2.9)

76

(2.6)

98

(3.2)

80

(2.6)

協力隊派遣

40

(4.1)

21

(2.2)

22

(2.1)

15

(1.3)

29

(2.4)

「我が国の政府開発援助」(外 務省)に より作成

(注)()内 は一般無償全体(債 務救済、 ノン プロジェクト援助、小規模無償を除 く)又 は円借款全体

(債務総延べを除 く)に 占める割合(単位:%)、 技術協力は全体に占める割合(単位:%)

無償資金協力、円借款は交換公文ベース、技術協力はJICAべ 一 ス237111一
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(2)人 材養成ニーズへの対応

開発途上 国か らの情報通信分野 に関

す る協力要請にお いては、政策及び事

業経営の ノウハ ウ等 に関す る人材養成

ニー ズが高 まってい る。我が国では こ

の ようなニーズに対応す るため、人材

養成 による国際協 力 として、研修員の

受 入れ、専門家の派遣 、プロジェ ク ト

方式技術協力(研 修員の受入れ、専門

家の派遣、機材供与 を有機的に組み合

わせ実施す る もの。)及び開発調査 を実

施 している。

これ らの人材養成の実施 に当た り郵

政省では、

コ　

「豪
ヨ

孟置
海外からの研修員の受入れ

(財)海 外通信 ・放送 コンサル ティング協 力(JTEC)が 行 う開発途上国の通信開発

計画 に対す る調査団の派遣 、海外派遣専門家の養成、研修員 の受入れの各事業 に対 し補助金 によ

る助成 を行っている。 さ らに、ア ジア ・太平洋域 内の電気通信網の整備 ・拡充 に必要 な人材の育

成に貢献す るため、4年 以降、郵政省ODA予 算 か らAPTに 対 して特別拠出 を行 ってお り(8

年実績額 は90万 米 ドル)、これによ り研修員の受入れ、専門家の派遣、セ ミナーの開催等 を実施 し

ている。

また、ISDN国 際共同研究会(AIC)で は、 アジア8か 国 においてISDNに 関す る共同

研究活動 を行 ってお り、我が国か らは、郵政省、通信事業者、 メーカー、大学及 びユーザー等 が

参加 している。
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第6節21世 紀に向けた技術開発 ・標準化の推進 鵬一

第6節 、21世 紀 に向けた技 術 開発 ・標 準 化の推 進

,L.一 一
瀟Lψ搾 一 一 『

1情 報通信の高度化 ・多様化を支える技術開発の推進

(1)情 報通信技術に関する研究開発基本計画の策定

ア 情報通信技術に関する研究開発基本計画

情報通信技術 の研究開発は、ゆ とりあ る豊かな国民生活の実現、国際社会への貢献等、我が国

の 目標 を実現す るための基盤 をなす もので ある。 そのため、情報通信技術の研究開発の基本方針

と推進方策 を明 らか に し、関連施策の総合的、かつ計画的 な推進 を図 るこ とが不可欠である。

そこで、郵政省では、8年1月 、電気通信技術審議 会に対 し 「技彷槍1」造立国に向けた情報通信

技術 に関す る研究開発基本計画 につ いて」の諮問 を行 い、8年5月 、情 報通信新世紀の構築 に向

けて一情報通信技術 に関す る研究開発基本計画一」の答申を受 けた。その概要 は次の とお りであ る。

(ア)情 報通信技術の研究開発強化の必要性

21世 紀の高度1青報通信社会の構築 に向 けて、情報通信高度化及び知的資産形成のための研究開

発の推進が喫緊の課題で ある。 しか しなが ら、我が国の情報通信技術の研究開発への取組は、欧

米 に比べ て大 き く立 ち遅 れている。 このため、我が国全体 として、産業界、大学、国が連携 して

その取組 を強化すべ きで ある。

(イ)重 点開発プロジェク トの推進

情報通信技術の研究開発推進のための具体的方策 として、現在重要 と考 え られ る300を 超 える研

究開発課題 の中か ら、① アプ リケーション及 びコンテン トの高度化、② ネッ トワー クインフラの

高度化、③新技術の シーズの創 出 といった開発分野で特 に緊急1生及び重要1生の高い77の 重点研究

開発プ ロジェ ク トを選定 した。

(ウ)研 究開発推進のための政府の施策

重点研究開発プ ロジェ ク トの推進 を確実かつ効果的な もの とす るため、同プ ロジェク トの推進

に必要 な施策 を実施す るための研究開発資金の確保、研究開発実施体制及び研究開発基盤の整備

を早期 に図 るべ きであ る。

特 に、産学官の連携 の下で推進 すべ きプ ロジェ ク トについては、共同研究推進体制等の早急 な

整備充実 を図 るこ とが必要で ある。

イ 情報通信研究開発基本計画の充実

8年5月 の電気通信技術審議 会答申を受 けた後 も、8年7月 には科学技術基本法 に基づ く科学技

術基本計画が閣議決 定されるなど、情報通信技術の研究開発を取 り巻 く環境 は急速 に変化 している。

このため、郵政省で は、8年9月 、電気通信技術審議会 に対 し、「科学技術基本計画を踏 まえた

情報通信研究開発基本計画の充実」について諮問を行い、9年4月 ごろ答申を受 ける 丑定で ある。

(2)総 合的な研究開発体制の整備

郵政省では、8年5月 の電気通信技術審議会答申を受 けて、情報 通信技術の研究開発の活 陛化
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を図 るため、次の ような施策 を実施 している。

ア マルチメディア ・バーチャル ・ラボ(仮 想研究所)の 構築

マルチメデ ィア ・バーチャル ・ラボ は、全国各地 に分散 す る産学官 の研究開発機 関を高速ネ ッ

トワー クで結ぶ ことによ り、 それ らの研究開発力を結集 して、 あたか も一つの研究所で研究開発

を行っているよ うな高度 な研究環境 を実現す るもので ある(第2-6-1図 参照)。

第2-6-1図 マルチメディア ・バーチャル ・ラボの構 築

内 外 のfり1究所 を高 速 ネ ノトワー クで 結 び 、 あ た か も1か 所 で 研 究 開 発 を

実 施 して い るよ うな 仮 想 研究 所(マ ル チ メデ ィア ・バ ー チ ャル ・ラ ポ)を 構 築

離れていても隣で研究して
いるような環境を実現

圃
関西

ノo
ヂ

〆

ノ

溺

づ

尚速ネ ρ

北海道

4
東北

o

馬

米国

罵
◎!

Oo

畢日

唱

。ム

九州 r巳緊
中四国

関東

D

カリフォルニァ

巳鋳
へ

ヘ ノースキャロライナ
Qδ 。、

(注)地 域名は一例

本施策では、9年 度か ら5か 年計画で、構築 に必要 な研究開発を実施 し、11年 度 を目標 に試行

的構築 と実証実験 を行 うこ ととしている。

9年 度 は、マルチ メデ ィア ・バーチャル ・ラボ環 境 にお いて、地球環境観測、電波天 文等の研

究 を実施す るための技術 として、①離れた研究所問において、 リアルな映像 や音声 を高 い臨場感

で再現 す る技術、②大量 のデータを複数の研究施設に効率良 く分散 して処理す る技術 ③大量 の

デー タをい くっかの回線 に分割 して超 高速で伝送す る技術等 につ いて研究開発 に着手す るこ とと

している。

また・8年10月 ・マルチメデ ィア ・バーチャル ・ラボの構築 を推進す るため産業界等 が中心 と

なって・マルチメデ ィア ・バーチャル ・ラボ開発推進協議 会が設立 された。

イ 公募研究制度の創設

郵政省で は・我が国の立 ち遅 れが顕著な・独創 生のあ る情報通信技術 の研究開発 を充実.強 化

し・併せ て若手研究者の育成を図 るために・通信 ・放送機構 が研究課題 を大学
、国立試験研 究所

等 に広 く公募 す る 「創造的 情報通信技術研究開発推進制度」 を創設す ることを決 め
、8年7月 よ

り、公募 を開始 した(第2-6-2表 参照)。
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第2-6-2表 公募研 究制度 採択 課題(8年 度)

提案課題

近未来対応の超高密度デジタル磁気
記録システム開発に関する研究

高度医療資源共有のための高機能情

報通信システムの開発に関する研究

強誘電結晶における反転 ドメインの
形成とこれを用いた大容量 ・高度通
信デバイスの研究

マルチメデイア時代の病院間通信シ
ステムの研究と仮想研究室に関する

実験

超伝導光変調デバイスに関する研究

光ネットワークにおける多重化及び
多元接続技術に関する研究

メディア同期 プロ トコルセ ッ トの研

究

実環境 と仮想環境を融合 した梶調作
業通信環境に関する研究

同速同信頼性 斬星通信システムに関
する研究

光結合型宇宙空間干渉計の研究

提案機関

愛媛大学

新潟大学

東北大学

東北大学

郵政省通信総合研究所

東京大学

名古屋工業大学

奈良先端科学技術大学院大学
大阪大学大学院

ホ良先端 斗学技術 学院 学
大阪大学大学院

子由科学研究所

国立天文台

(3)情 報通信技術の研究開発の推進

国による情報通信技術 の研究開発体制は、 リスクや公共性が高いため民間 において実施が期待

されない分野 にお ける通信総合研究所及び通信 ・放送機構での研究開発 と、民間 において実施 さ

れるものの民間単独で は実施が困難 な研究開発 に対 して、出融資 を行 う基盤技術研究促進 センタ

ーがあ る(第2-6-3図 参照)。

第2-6-3図 国による情報通信技術の研究開発体制

大

副

騰網

通 信 総 合研 究 所
・将来のニースに応える基礎

的 ・先端的研究開発等

通 信 ・放 送 機 構
・委託や公募等による基礎

か ら応用への橋渡 し

民間において実施が
期待されない分野

基 盤 技 術 研 究

促 進 セ ン タ ー
・民間の研究開発に対する

融資による支 一 =[
民間において実施が
期待される分野

基礎研究 一 一一レ 応用研究 一一一レ 開発研究

醗 騰: 〔糠 雛'
新 しい製品 、 ン ステム

等 の導 入 をね らい とす

る研究

、

'
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■ 幽1第2章 情報通信政策の動向

ア 通信総合研究所による研究開発の推進

(ア)情 報通信の高度化のための脳機能の研究

脳 は、膨大 な数の神経細胞か らなる神経 回路網の集合体であ り、 いわば巨大 な情報 通信 システ

ムであ る。認識 言臆 、学習等脳の高度 な機能 を解明 し、 そのメカニ ズムを交換機や情報通信端

末等 に応用す るこ とによ り、画期的 な情報通信 システムを開発で きる。

郵政省で は、通商産業省 と共同で、郵政省通信総合研究所及び工業技術院電子技術総合研究所

の それぞれの研究 ノウハ ウを活用 した共同研究 を、9年 度 か ら実施す るこ ととしている(第2-

6-4図 参照)。

第2-6-4図 情報通信の高度化のための脳機能の研究

〔郵囎 通信総合研究所〕
工業技術院電子技術総合研究所

電磁波を用い
た脳機能の計

測技術の研究

認識、記憶、学習

等の脳機能の解明
脳機能の画像化技
術の研究

号

(イ)電気通信フロンティア研究開発の推進

郵政省では、電気通信の高度化のための基礎 的 ・先端的 な研究開発 として、郵政 省通信総合研

究所 を中心 に、産学官の研究者 の連携 によ り、電気通信 フロンティア研究開発 を昭和63年 度か ら

行 ってい る。

8年 度 は、前年度 に引 き続 き、「超 高速通信技術」、「バ イオ・知的通信技術」及び 「高機能ネ ッ

トワーク技術」の3分 野 につ いて8課 題 の研究 を行 うとともに、新た に、「バ イオ・知的通信技術」

分野 に 「自律型知的 ソフ トウェアエー ジェン トの設計原理の研究開発」 を追加 し、研究開発課題

を9課 題 に拡充 して、研究開発 を推進 している。

(ウ)情 報通信基盤の基礎的 ・はん用的技術開発の推進

来 るべ き高度 情報通信社会 において、すべての国民が晴報通信基盤の便益 を享受で きるように、

基礎 的 ・はん用的技術の研究開発 を行 うことを目的 として、7年 度 か ら郵政省通信総合研 究所 に

おいて、「超高速ネ ッ トワー ク技術」、「ユニバーサル通信端末技術」、「高度情報 資源伝送蓄積技術」

に関す る研究開発を行っている。

8年 度 は、主要研究課題 として13課 題 を設定 して、研究開発 を推進 してい る。

イ 通信 ・放送機構における研究開発の推進

(ア)高度三次元画像情報の通信技術に関する研究開発(品 川 リサーチセンター)

通信 ・放送機構 において、複数の二次元画像 情報 を高度 に圧縮 して伝送 した後 ホ ログ ラフィ

技術 を用 いて、元の対象物の三次元動画像 を リアルタイムで復元す るこ となどを可能 とす る研究

■■■口ll242



第6節21世 紀に向けた技術開発 ・標準化の推進湘一

開発 を、4年 度か ら行っている。8年 度 においては、ホ ログ ラフィによる立体動画像表示方式の

研究開発を実施す る とともに、人間の生理的特徴 を利用 して、見 る位置 を変 えて も、 それに応 じ

た自然 な立体画像 を現出 させ る 「超 多眼方式」 による立体デ ィスプレイを開発 した。

(イ)イ ンテ リジェン ト映像技術の研究開発

様 々な映像 メデ ィア間で、デジタル映像 情報の 自由な伝送 ・流通 を可能にす るための知的で高

機能 な映像伝送技術の確立等 を目的 として、8年 度 か ら通信 ・放送機構 において、日知象相互利用

技術 映像 メタデータ技術及び超高精細静止画像 入力技術の研究開発を行 っている。

(ウ)高 齢者 ・障害者のための機能代行 ・支援通信システム技術の研究開発

高齢者や障害者が、マルチメデ ィア情報 をネ ッ トワークを介 していつで もどこで も自由に入手

・発信 が可能 な、人に優 しい情報通信基盤技術 を確立す る必要があ る。

通信 ・放送機構で は、8年 度か ら、視聴 ・発声機構 視覚 ・運動機構 適用 ・学習機構 記 憶

・言語機構 実環境 システムに関す る研究開発 を行っている
。

国 情報通信セキュリティ技術に関する研究開発(横 浜 リサーチセンター)

多種 多様 な情報通信 における情報の漏 えい、改ざん、不正利用、不正 なデータベースアクセス

等を防止す るため、 これに必要 な暗号化技術 認証技術、高度安全 アクセス制御技術及び これ ら

に係 るユーザー インター フェー ス技術 に関す る研究開発 を通信 ・放送機構 にお いて、7年 度か ら

開始 した。8年 度においては、暗号化技術の研究開発 を本格化 させた。

け)ト ータル光通信技術の研究開発

マルチメデ ィア時代 の本格的 な到来 に応 えるため、光通信 を電気信号 に変換せずに中継す る全

光処理 によ り、光の広帯域性 を生 か した超大容量で柔軟 な光ネ ットワークを実現す るT(テ ラ)

bps級 の超高速で1万km以 上 の長距離伝送が可能 な光通信 システム技術 を開発す る必要がある。そ

こで、8年 度か ら、通信 ・放送機構 において、 ソリトン伝送 ・制御技術、超 高速光源及び変復調

技術等の研究開発 を行 ってい る。

(カ)次世代超高速光通信システムの研究開発

超高速光通信技術 に関す る我 が国の競争力の向上、マルチメデ ィア社会の早期実現 を目指 して、

通信 一放送機構 で は、超 高速光通信 システムに必要 な信号圧縮、大容量高速転送等の機能実現 の

ための先端的光通信技術の研究開発を8年 度か ら行 っている。

㈲ 高度映像通信技術の研究開発(奈 良リサーチセンター)

通信 一放送機構奈良 リサーチセンターで は、超高精細デ ジタル映像の伝送技術、映像データベ

ースの遠隔検索 ・表示技術及び多地点協調作業環境構築技術等の高度映像通信技術の研究開発を

行ってい る。 また、新世代通信網実験 協議 会(BBCC)と 共同で、広帯域ISDN網 を利用 し

たアプ リケー ション共同実験 を行ってお り、8年 度か ら、①臨場感図書館博物館の遠隔利用実験、

②環境映像サー ビス等 への応用実験が開始 された。 さ らに、BBCC及 びマルチメデ ィア振興 セ

ンター との共同で、広帯域ISDN実 験網 とパ イロットモデル事業 の家庭 までの光 ファイバ網 と

を接続 し、モニター家庭への環境映像 の伝送実験 も8年 度 か ら開始 された。

(ク)分 散型映像ネッ トワークの利用技術に関する研究開発(浜 松 ・厚木リサーチセンター)

通信 ・放送機構 では、デ ィレク トリ技術、並列処理技術 の研究開発 を、8年 度か ら開始 した。

研究開発の概要 は、次の とお りで ある。

(ディレク トリ技術)

分散型映像ネ ッ トワー クに構築 された日刻象を中心 としたデータベー スを容易に検索 し、必要な
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情報を入手す るための技術 として、通信 ・放送機構浜松 リサーチセンター にお いて、電子博物館

や電子図鑑 を構築 し、情報 の索引 となるデ ィレク トリの構成技術、利 用者が容易に検 索可能 なナ

ビゲ'一シ ョン技術及び分散型映像ネ ッ トワーク上 において必要 となるプ ロ トコル技術 につ いて、

研究開発 を行 っている。

(並列処理技術)

家庭や企業及び公共施設にお ける情報通信の利用の高度化 に資す る技術 として、通信 ・放送機

構厚木 リサーチセンター において、分散 して設置 された映像 を中心 としたデータベー スを効率 よ

く利用す るために必要 となるマルチアクセス制御技術及びダ イナ ミック リンク制御技術 の研究開

発を行っている。

奈良リサーチセンター臨場感図書館

σ 素材を指定 してください デ_タ
　 　 　　　ヨ　 　　ぞくゑヨそむ ビアノぱヨびわ

1二磐 一擁ぎ轟蜜;t
＼ ∵6-_
いヘ ピ ド　 サ ぬ

廓 ≠聾「竺 ㍗
誕 黛 爾i「コロ 「習・1
6騨 θ埆日繍斎 吻メーノ検藁9画 像一覧O前 画面`終 了

浜松リサーチセンター電子博物館

ウ 基盤技術研究促進センターによる研究關発の促進

基盤技術研究促進 センター(以 下 「センター 」とい う。)は、民間 において行 われ る電気通信及

び鉱工 業分野の基盤技術 に関す る試験研究を促進す るための機関であ る。 センターは、産業投資

特別会計 か ら出融資され る資金 を原資 として、試験研究 に必要 な資金 を供給す るための出融資事

業を行 うほか・国立試験研究機関 と民間 とが行 う共同研究のあっせん、海外か らの研究者 の招へ

い等の事業 を行 っている。

8年 度 において・新た にセンターの出資対象 として採択 された電気通信関係の案件 は、ri青報放

送 システムにおける超 多地 点分散型高機能晴報配信 一管理検索技術の試験研究」及び 「移動通信

にお ける高度セキュ リティ技術の研究」の2件 となっている(第2-6-5表 参照)
。

また・9年 度 か ら中小中堅企業(株 式公開前)の 研究開発への出資を行 う研究開発型企業出資

制度及び中小中堅企業の研究開発への融資 を行 う研究開発型企業特別融資制度が創 設され るこ と

となってい る・研究開発型企業特 別融資制度 につ いては、研究が失敗 した場合 には元利の償還 を

減免 し・事業化が成功 した場合 には売上 げの一定割合のセンターへの納付 を求 め る予定であ る
。
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第2-6-5表 基盤技術研究促進センターの8年 度新規出資案件(電 気通信分野)

テ ーマ名

情報放送 システムにおけ

る超多地点分散型高機 能

情報配信 ・管理検索技術

の試験研究

移動 通 信 に お け る高 度

セキュリティ技術の研究

会社名

(株)次 世代情報

放 送 シ ス テ ム

研究所

(株)高 度移動通

信セキュリテ ィ

技術研究所

概 要

テ レビ等の放送網 とISDN等 の電気通信網 とを利

用 した双方向の情報放送システムを構築する。

具体的には、視聴者が放送事業者、通販会社、出版

社等のデータベースから要求に応 じて情報 を通信網や

放送網 を利用 して受信で きるシステムを構築する技術

の試験研究を行なう。

移動通 信 は利 便性 の良 さか ら一層 の需 要拡大が 続 く

一方 で
、盗 聴 、妨 害等 に よる不 正 使 用 が増 加 してお

り、防御 システムの 向上が迫 られ てい る。 これ に対 応

した、 よ り通信 の安全 を確保 する ため 「移動 通信 にお

ける高度 なセキ ュ リテ ィシステム」 を構 築 す る技術 の

試験研究 を行 な う。

(4)情 報通信における国際的な取組

ア 広帯域ネッ トワークのグローバルな相互運用性(GIBN)共 同プロジェク トの推進

G7プ ロジェ ク トの一つで あるGIBN共 同プロジェク トは、各国の広帯域 ネ ッ トワーク試験

研究施設問を国際海底 ケーブル及 び国際衛星通信回線 によ り接続 し、広帯域ネ ッ トワー クの相互

接続性実験及 び広帯域ネ ッ トワークを利用 したサー ビスの相互運用性 実験等 を行 うこ とによ り広

帯域 ネ ッ トワー ク ・サー ビスの開発 を促進 し、情報通信社会の効用 をデモ ンス トレーションす る

もので あ る。

郵政省で は、8年 度おいては、GIBNプ ロジェ ク トの広帯域ネ ッ トワーク ・アプ リケー ショ

ンの一つ として、デ ジタル脳波、患者映像 ファイル等の放射線画像伝送及び立体映像伝送の実験

を日米間で行 う 「日米遠隔医療 実験プ ロジェク ト」を実施 した。

イAPllテ ス トベッドプロジェク ト

7年5月 、APECソ ウル会合 において、 アジア ・太平潮 青報通信基盤(APII)構 築 に向

けて、APEC諸 地域が連携 して推進す る共同プ ロジェク トの一つ として 「APIIテ ス トベ ッ

ドプ ロジェク ト」が決定 された。本プ ロジェク トは、APEC諸 地域間で、ネ ッ トワー ク相互接

続技術、 アプ リケー ション技術の共同研究 ・開発 ・実験及 び実験 に必要な研究者、技術者 の研修

を行 うものであ る。

郵政省で は、本プ ロジェ ク トの国際共同研究拠点 として、通信総合研究所関西支所(神 戸市)

に、高度 な情報通信実験設備 を備 えたAPIIテ ク ノロジーセンターを構築 し、9年2月 か ら運

用 を開始 した。

2▼ 標準化活動の一層の推進
＼

(1)標 準化に対する取組

通信 を行 うためには、相互 に接続で きることが必要であ り、不特定 多数のユーザー間で円滑 な

通信 を行 うた めには、ネ ッ トワーク及びシステム相互 間の通信方式等の標準化が不可欠で ある。

電気通信 に関す る標準化 は、国際的 には主にITUが 行ってお り、 これを受 けて国内の標準化が
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■■囲1第2章 情報通信政策の動向

行 われている。我が国で は、電気通信技術審議会の成果 を一層活用 し、民間標準化 機関 との連携

を強化す る とともに国際標準化活動への参加を強化 してい くこ ととしてい る。

ア 国際標準化活動

電気通信 に関す る国際標準化 は、ITUのITU-T及 びITU-Rを 中心 として活動が行 わ

れている。

イ 国内標準化活動

我が国にお ける電気通信の国内標準化 に対す る取組 は次の とお りであ る。

① 郵政大 臣の諮問機関で ある電気通信技術審議 会は、ITUに お ける国際標準化活動 に適切

かつ効率的 に対応 す るため、電気通信標準化委員会及 び無線通信委員会 を設置 し、我が国の

主張又は意見 を取 りま とめる とともに、国際標準化活動への寄与 を行 って いる。

電気通信標準化委員会 は、ITU-Tの 活動の うち、技術 に関す る事項 につ いての我が国の

寄与及 び対処 について審議 を行 っている。

無線通信委員会 は、ITU-R内 に設置 された無線通信総会及び無線通信研究委員会の活動

の うち、技術 に関す る事項 についての我が国の寄与及び対処 について審議 を行 っている。

② 電気通信利用の高度化 ・多様 化、新 システムの導入 ・普及を行 う通信方式 の統一 に対す る

ニー ズに対応す るため、電気通信技術審議会 に推奨通信方式委員会 を設置 し、望 ま しい標準

通信方式 としてJUSTを 制定 している。

③ 民間の機関 としては、電気通信全般 に関す る標準の作成及び その普及 を行 う(社)電 信電話

技術委員会(TTC)、 通信 ・放送分野 における電波利用 システムに関す る標準規格 の作成及

びその普及 を行 う(社)電 波産業会(ARIB)、 ケーブルテレビの技術 に関す る標準規格の作

成及 びその普及 を行 う(社)日 本 シーエー ティブ イ技術協会(NCTEA)が 活動 してい る
。

④OSI対 応装置等の国際標準 に準拠す る端末及 びシステムに関す る各種支援策等 を推進 し

てい る。

(2)相 互接続 性確保の推進

郵政 省は、標準 に基づ いて開発されたシステムの相互接続 性を確 認す る必要 性か ら、ユーザ ー、

メー ヵ一、事業者等か らな る高度通信 システム相互接続推進会議(HATS推 進会議)を 開催 し

ている・HATS推 進会議で は・相互接続試験 を推進 す るため6分 不桧(基 本接 続
、 ファクシ ミ

リ・PBX・LAN間 接続・MPEG-2(仮 称)、 テレビ電話 ・会議)で 具体的検 討 を行ってお

り・相互接続試験実験連絡会 を設置 し・各 システム ・端末 につ いて、現行の技術基準 に基づ き相

互接続性 の確 認、を行 っている。

8年 度 においては・ テレビ電話 ・会議端末相互接続試験のためのオープ ンテス トサ イ トを開設

し・ 新 しい情報通信機器の開発 ・製品化 ・販売 に重要 な相互接続1生の確認 を
、各メーカーが迅速

かつ容易 に行 えるよ うに した。

(3)ア ジア ・太平洋地域における標準化の推進

今後21世 紀 に向 け・ア ジア ●太平洋地域 の社会経済の発展 において、情報通信ネ ッ トワ_ク の

円滑 かつ効率的な構築 は必要不可欠で ある・特 に・国際 ・国内標準化活動 を通 じた相互接続 性 .

相璽 鵬 の石蘇 牛綻 のメーか1二 依存 しないシステムの糠(マ ・レチベ ンダ化)が 聾 で あ

るが アジア ●坪 洋諸騨 独で灘 イヒ瀞 力を行 うには人材面等 か ら困難 な点 も多いた め
、技術協

力等 によって、標準化活動の レベルア ップを図 る必要があ る。

郵政省で は・9年2月 ・APTと 協力 して・アジア ・太平洋地域 にお ける電気通信珊 の灘
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化 に係 わる協 力 ・連携の一層の強化 を目的 として、標準化 に関す る協力会合 を東京において開催

した。同会合の主 な審議結果 は次の とお りで ある。

① アジア ・太平洋電気通信標準化機構(ATSI)の 設立可能並び に国際標準化 への貢献 の

拡大 を目的 としたエキ スパー トグループの設立等 について検討を行 うア ドホ ックグループの

設置

② 標準化 に係 るセ ミナー、研修の開催等、域内の標準化相互協 力の強化に向 けた勧告の作成

等

制 宇宙通信政策の推進

1宇 宙通信政策の推進
＼

情報通信基盤 の整備 においては、光 ファイバ網 とともに、同報1生、広域性、回線設定の柔軟性、

耐災害性等 の特徴 を有す る衛星通信網 の重要性 の認識が高 まってい る。

我が国 においては、通信衛星 の本格的 な利用の時代 を迎 えつつあるが、衛星通信 の一層の高度

化、多様化 を可能 とす る政 策を推進す る必要があ る。

このため、郵政省で は、7年1月 、電気通信技術審議会 に対 し、衛星通信分野 を取 り巻 く環境

の変化や技術開発をめぐる諸課題 に対応 した衛星通信 システムの将来像 と今後 の研究開発の推進

方策 に関す る検討 を諮問 し、8年5月 、「衛星新世紀 の展望 と我が国の挑戦」と題す る答 申を受 け

た。

本答 申で は、衛星通信の将来展望 とGII等 の高度i青報通信基盤の構築のみな らず、統合デ ジ

タル放送(ISDB)等 の新サー ビスの創 出や幅広 い分野で の革新的技術進歩 を生み出す先端的

な衛星通信技術 の研究開発について、具体的 な研究開発課題及び その推進方策 を取 りま とめてい

る。

郵政省で は、本答 申を踏 まえ、衛星開発計画、衛星通信実験、国際協力等の諸施策 を推進 して

いる。

2▼ 先端的な宇宙通信技術の研究開発の推進
＼

(1)通 信放送技術衛星(COMETS)の 開発

通信放送技術衛星(COMETS)は 、将 来の高度 な衛星放送や移動体衛星通信等の技術開発

を行 うこ とを目的 とした衛星で、9年 夏期 に打上 げが予定 されてい る。

COMETSで は、衛星 放送用の機器 として、広帯域で高出力の21GHz帯 の中継器及び周波数の
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繰 り返 し利用 と地域別放送 を可能 とす るための

マルチビームアンテナ を搭載 し、 これ らの ミッ

ション機器 を利用 して、超 高精 細度 テレビ放送、

大容量ISDB等 次世代の衛星放送技術 の確 立

に必要 な実験 を実施す る予定であ る。

また、移動体衛星通信用 の機器 としては、Ka

(30/20GHz)帯 及び ミリ波(50/40GHz)帯 の

中継器 を搭載 し、 これ らの ミッシ ョン機器 を利

用 して、Ka帯 及び ミリ波帯 を利用 した衛星通信

のパー ソナル化、マルチメデ ィア化 に必要 な技

術開発を目標 として、様 々な超小型地球 局を用

いた実験 を実施す る予定であ る。

また、COMETSを 用 いて行われる通信 ・

放送実験 に関 し、有効、かつ効率的 に実験 を推

進す るため、7年3月 か ら、「COMETS通 信

・放送実験推進会議1を 郵政省 において開催 し

検討 を行 った結果、COMETSに 搭載 した衛

触 ・

の

画

一

通信放送技術衛星(COMETS)

星 中継器 を利用 した実験 に関す る基本方針 を決定 した。実験推進体制 として、同実験推進 会議 の

下 にCOMETS通 信 ・放送実験実施協議 会を設 け、実験の募集、実験計 画の調整、実験計画 の

取 りまとめ等 を行 うことになってお り、8年 度か らは、COMETSを 利用 して行 う実験(利 用

実験)を 幅広 く一般か らも募集 している。

(2)技 術試験衛星VIll型(ETS-VllI)の 開発

技術試験衛星VIIl型(ETS-VliI)は 、 マルチメデ ィア移動体衛星通信や移動体衛星放送 を実現

す るために必要 な技術の開発 を目的 とした衛星で、14年 度 ごろの打上 げ を目標 としている。

ETS-VIIIに 搭載 され る予定の ミッション機器 は、次の とお りで あ る。

アSバ ンド移動体衛星通信用機器

Sバ ン ド移動体衛星通信用機器 は、Sバ ン ド(2.6/2.5GHz帯)を 使用 し、衛星上で回線 交換 を

行 う機能 を有 してお り、ハ ン ドセ ッ ト型端末 によ り通信 を行 う技術 の確立 を 目指 している。

イSバ ン ド移動体衛星放送用機器

Sバ ン ド移動体衛星放送用機器 は、移動 体への64～128kbps/ch程 度 のマルチメデ ィア放送 を可

能 とす る技術の開発 を目的 としてい る。

ウ 大型展開アンテナ

大型展開アンテナは、通信及び放送用 ミッション機器用 として使用 され る10m級 の展開ア ンテ

ナで あ る・ このアンテナ技術の確立 によ り、静止衛星通信 システムにおいて、携帯端末 を用 いた

通信が可能 となるとともに・将来の宇宙 における大型構造物 の構築技術の蓄積 が可能 となる。

(3)超 高速(ギ ガビッ ト級)通 信技術衛星

超高速(ギ ガ ビ ッ ト級)通 信技術衛星 は・① 多様 なアプ リケー ションを可能 とす る将来 の通信

網への対応 ②地上系の光 ファイバ網 との シー ムレスな通信、③GIIの 構 築への衛星通信 の活

用 を実現す るために・伝送容量が最大1・2Gbps程 度の超高速衛星通信技術 を開発す ることを目的 と

した衛星で、14年 ごろの打上 げを目標 としている。

■.囲248



第7節 宇宙通信政策の推進旧一

郵政省で は、光通信 システムによるグ ローバルな衛星通信網 を構築す る技術 を実証 す るために、

本衛星 に光衛星間通信機器 を搭載 し、欧州 の衛星 との衛星間通信 実験 を行 うこ とを検討 している。

(4)グ ローバルマルチメディア移動体衛星通信システム(gmmss)

周回衛星 を用 いた移動体衛星通信 システムは、2000年 ごろの実用化 が予定されてお り、これに

よ り衛星通信 に対す るニーズが よ りパー ソナル化、マルチメディア化す るこ とが予想 される。

郵政省では、 このよ うなニーズを踏 まえ、携帯端末 による画像伝送 を可能 とす る移動1本衛星通

信 システム(gmmss)の 実現 に必要 な技術 を確立す るための研究開発 を、9年 度か ら着手す るこ

ととしている。 また、gmmssの 技術開発用 の衛星 は、14年 ごろの打上 げを目標 としている。

(5)衛 星測位システム

衛星測位 システムにつ いては、近年、船舶 や航空機 の無線航行、カーナビゲー ション、測量等、

米国のGPSの 利用が拡大 してい る。 そこで、郵政省で は、衛星測位 システムの構築 に国際的 な

貢献がで きるよう、次世代 の衛星測位 システムに必要 な高精度な衛星搭載原子時計技術、衛星一

地上 間精 密時刻上b較技術等 の研究開発 に9年 度か ら着手す るこ ととしてい る。

3 宇宙分野における国際協力の推進
▲

郵政省で は、 アジア ・太平洋諸国 と衛星 を利用 した国際共同実験で あるポス ト・パー トナーズ

計画 を8年 度か ら実施 している(第2-7-1図 参照)。

本計画 は、アジア ・太平洋地域 における情報通信基盤整備 の促進 に寄与 す ることを目的 に、衛

星通信技術の移転 と人材育成 を推進す るもので、8年 度 は郵政省通信総合研究所、文部省放送教

育開発センター等の参加 によ り、タイ との間で衛星電波伝搬実験、マルチメデ ィア通信実験 を開

始 した。

第2-7-1図 ポスト・パートナーズ計画の概要

具体的 プ ロシェク ト

・マル チメデ ィア通信実験

・遠隔教育実験

・遠隔医療実験 など 圃ゆ

特徴

・参加国/機 関の オー プン化

・動画像伝 送に対応 したマルチ メデ ィア

通信の高度 化

ノ4

アンア太平洋諸国 急 ・

蝿滝

効果

人材育成の推進

技術移転の進展
衛星通信の普及促進
アプリケーションの開発

相互理解の促進

/

唾

＼

最終目標

圏 闘圏ゆAIIの 構築

恥 一《 通信衛星、
∵、

＼
日本6

網顯
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第8節 匡安心できる社会っκりに貢献する防災対策の推進

1情 報通信を利用した防災対策の推進

(1)宇 宙観測技術を用いた地殻変動観測

南関東地域 において懸念 されてい る直下型地震 に対 し、地震関係 各機 関 ・組織 にお ける取組が

急速 に強化 されている。

郵政省では、通信総合研究所が開発 し研究成果 を挙げて きた超 長基線 電波干渉計(VLBI)

及び衛星 レーザー測距(SLR)技 術を活用 し、lcm単 位の精度で定常的 に地殻変動の三次元的

変化を観測で きる施設を、5年 度か ら小金井 局(東 京都)、 鹿嶋局(茨 城 県)、 初声 局(神 奈川県)及

び館 山局(千 葉県)の4地 点 に順次設置 した。8年5月 か らは、 システム稼働実験 を開始 し、8年

10月 か ら本格稼働 させ、首都圏広域地殻 変動観測 を行ってい る。

首都圏 にお ける地殻変動観測の結果 は、直 ちに気象庁 に報 告す るとともに、 インターネ ッ トの

ホームペー ジ(http://apollo.crLgojp/index-J .htm1)を 用いて公表 している(第2-8-1図 参

照)。

第2-8-1図 宇宙観測技術を用いた地殻変動観測の概要

フ ィリ ピ

境界 也疑発生

(2)総 合防災訓練等における非常通信訓練の実施

郵政省及び中央非常通信協議会は・8年9月 ・中央防災会議が主催する総合防災訓練に参加 し
、

実際に災害が起きた場合を想定した実践的な情報伝達訓練、非常災害対策本部設置訓練等を実施
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した。本年度の非常通信協議会の訓練 においては、昨年 までの実施内容 に加 え、N-STAR端

末 によ る衛星移動通信 を利用 した訓練 も実施 した。

また、郵政省 は、都道府県が行 うそれぞれの総合防災訓練等 に も参加 し、MCA無 線機 による

情報伝達、電子メール、 アマチュア無線 を活用 した複数ルー トによる情報収集等、実際 に災害が

起 きた場合 を想定 した実践的 な訓練 を実施 し、 さらに、石川県、富山県、福井県、金沢 市、NT

T、 北海道セル ラー、北海道総合通信網、北陸セル ラー、NHK、 北海道放送、北陸朝 日放送等

の地方公共団体、通信事業者及び放送事業者 との情報収集及び伝達訓練 も実施 した。

(3)防 災無線システムの高度化に関する検討

郵政省では、7年11月 か ら 「防災無線 システムの高度化 に関す る研究会」を開催 し、地震、台

風等広域的 な災害 に備 え、今後の防災 システムの一層の高度化 を図 るための課題 と具体的方策 に

っいて検討が行 われ、8年6月 、報告が取 りまとめ られた。本報告 にお いては、次の事項 につい

て高度化 の基本 目標が設定 されている。

① 市町村 ご との個別 システムか ら、複数の市町村 を対象 とした広域 システム化

② 現在の電話、FAX中 心の伝送か らデ ジタル技術 を用 いた画像 清報の利用の充実

③ 電話の ように扱 いやす い双方向通信の実現等端末機器の操作1生の向上

④ バ ックア ップ機 能の充実等信頼性 の向上

(4)非 常時通信技術の研究開発

阪神 ・淡路大震災 にお いて、通信回線の切断、非常時電源の故障等 によ り通信が一時不通 にな

り、 また、交換機の能力 を超 える安否確認の電話が殺到 したため、電話回線がふ くそうし、電話

が通 じない状況 も発生 した。

そこで、郵政省で は、7年 度 にネ ッ トワー クシミュレーション施設を整備 し、安否i青報蓄積交

換方式及び災害情報の提供方式等の研究開発 を行った。

さらに、8年 度においては、被災 を免れた通信設備 を結合す るサバ イバルネ ッ トワー クのモデ

ルの開発及び蓄積型マルチ メデ ィア通信 において、情報 をリアル タイムに登録 ・蓄積す るソフ ト

ウェアの開発 を行った。

(5)地 域非常通信のためのネッ トワーク技術の研究開発

阪神 ・淡路大震災の教訓か ら、広域的 な災害対策の円滑 な遂行 を支援 す るシステム として、地

域 にお ける非常時の通信ネ ッ トワークが望 まれている。 そのため、同システムの実現 に必要 な、

①映像、音声、データ等、情報量や通信特1生が異 なる通信 を一 つの システムで共存 させ る技術

②局地 的に通信が集 中す る場合 に も対応 したチャネル割 り当て技術、③他の公共団体 か らの応援

者 も一体 となって通信で きるための制御技術等の研究開発が課題 となっている。

8年 度には、通信 ・放送機構 において、基本的な要素技術の研究開発及び実証 実験 に必要 な設

備の設計 を行 うとともに、 中核技術 た る通信制御系技 術の研究開発 に着手 した。

(6)高 度無線ライフライン情報監視システムに関する研究開発

都市部 にお ける大規模災害 による被害の拡大 を最小限 に とどめるため、安全1生・信頼1生に係 る

公共 アプ リケー ションインフラの構築 を推進 し、安全で住みやす い都市環境 を実現す ることが必

要 となっている。

8年 度には、通信 ・放送機構 において、耐災1生を考慮 して、無線 によ り都市部の各家庭のガ ス、

電気等のメーター、各種 センサー等 ライフライン機器か らの情報 を高速 に処理 し、迅速 に機器 の

制御がで きる監視 システムの実現 に必要 な技術の開発を行った。
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一 四第2章 情報通信政策の動向

本研究開発 によって、①有線が使用で きない場合 にお いて も各家庭 のライフライン情報の把握

が可能 とな り、被害の未然防止、拡大 の防止が可能、②平常時 においては、はん用性 のあ る公共

インフラ として ライフライン機器の維持、管理が可能 とな る。

(7)海 底電磁界観測システムの研究開発

郵政省で は、人工雑音 ・自然雑音の少 ない深海底 において地震前兆の電磁界 を観測 し、電磁 界

発生場所、強度、広 さ及び それ らの変化 を算出 して地震の場所、規模 、時期 を予知す る海底電磁

界観測 システムの研究開発 に取 り組んで いる。

8年 度は、本 システムの一部 を整備す る とともに、海底での観測 に先立 ち、既存の陸上 の電界

観測 システムを利用 した調査 を行った。

2 郵便局を活用した災害対応施策の推進

(1)郵 便局を活用 した災害情報提供等の実験

阪神 ・淡路大震災において、被災地域 にお ける生存者の安否情報等の災害関連 情報が円滑 に伝

達 されなかった反省 か ら、様 々な災割 青報の連絡手段の確保 を図 るため、情報 システムを整備す

るとともに、住民 との緊急時の情報伝達手段 を確立す るこ とが必要 となっている。

郵政省で は、地方公共 団体 が構築す るコンピュータネ ッ トワー ク と接続 し、非常時 には地方公

共団体か らの安否情報、施設 ・ライフラインの被災状況、物資、救援依頼情報等 を郵便 局に設置

す る端末機 によ り住民 に提供す る実験 を行っている。

8年 度 においては、実験 に必要 なシステムの設計及び開発等 を行 った。9年 度 は、宝塚市(兵

庫県)の 協力を得て実証実験 を行 う予定であ る。

(2)災 害時における郵便局と地方公共団体 との連携

郵政省 は、8年 度 に、横浜市(神 奈川県)、栃尾市(新 潟県)、松本市、上田市、佐久市、丸子町、

真田町(長 野県)と ①郵政省、地方公共団体の それぞれが所有 ・管理す る施 設及び用地の相互提

供、②被災者の避難先及 び被災状況等 の相互提供、③ 防災訓練への相互参加、④相互 の防災計画

等 に関す る平時か らの情報交換、⑤安否i青報等の連絡体制の検討等 を内容 とす る覚書 ・協 定 を締

結 した。

これによ り、救援物資集積場 の確保 救援物資 ・郵便物 の迅速 な配達 に資す るほか、郵便 局が

把握 している被災状況等 を地方公共団体 に提供 す るこ とによって、地方公共団体 が行 う災害対策

等 に貢献 す るものであ る。

(3)災 害ボランティアロ座の創設

阪神 ・淡路大震災にお いて・被災地での多 くのボ ランティア団体 の活動が高 く評価 され、 これ

を契機 に・ボ ランティア活動の支援 のための環境整備 を進 めるこ とが求 め られている。

郵政省で は・天災 その他非常災害が発生 した場合 に、郵便振替の加入者が その 口座の預 り金の

全部又は一部 を民間災害救援 団体へ寄附す るこ とを郵政大 臣に委託す る制度 を8年9月 に創設 し

た。

■ 層II252



第B節 安心できる社会づくりに貢献する防災対策の推進ll■一

(注1)

通信 ・放送機構 は、①通信衛星 ・放送衛星の管理 ・運用、②通信 ・放送技術の向上 を図るための研究開発、

③通信 ・放送分野の事業者 に対す る政策支援(金 融支援、人材育成)を 行 う郵政省の認可法人である。

(注2)

通信 ・放送機構 と民間(ベ ンチャーキャピタル、金融機関、情報通信関係の事業会社等)の 出資によ り投資

事業組合を設立 し、 リスクの高い創業 ・スター トアップ段階の情報通信ベンチャー企業に対する資金供給を行

うもの。

出資

民間企業

(組合員)分 配

通信 ・放送機構

(組合員)

『
分配

ぐ一 産業投資特別会計

売 却益 ・配 当

出資

一
民間企業

(組合員)

テレコム投資

事業組合(仮 称)

ズ魂1…
ベ ンチヤー

キ ャピタル

(組合 員)

株式公開等

成長令獺

___糞 レ 通信赦 送

副ド
業務執行組合員

(注3)

新規事業の実施 に必要な人材の確保を目的 とした、新株有利発行の方式による成功払い報酬制度。

具体的には、

① 認定会社が取締役等 に対 し、特に有利な価額で新株発行請求 をできる権利(=ス トックオプション)を

付与。

② 企業努力によ り認定会社が株式公開を果たす等、株価が上昇 した場合に、取締役等は当該権利を行使 し

て新株の発行を請求。

③ 認定会社 は、当該取締役等に対 して新株 を発行。

④ 当該取締役等は、有利 な価額で株式 を取得 し、その後、当該株式を売却す ることにより、キャピタルゲ

インを得 る。

株価

100円

1,800

2,000円

①権利付与

利
益

②店頭公開 ③権利行使 ④株式売却
(新株購入)

①株主総会の特別決議に基づき、会社が
一定期間内に1株100円 で新株を購入で

きる権利(ス トックオプション)を 役

員などに付与

②店頭公開等により株価が上昇

③役員等が1株100円 で新株を購入

(1β00円一100円=1,700円 の含み益)

④1株2,000円 で当該株式を売却

(2,000円一100円=1,900円 の利益発生)

(注4)

テ レ コ ミ。・一 テ ィング とは、 テ レコ ミュニケー ション(電 気通信)と コ ミュー ティング(通 勤)を 統 合 した

言葉で あ り、在宅勤 務、サ テ ライ トオ フ ィス、 テレビ会議等 の ように、情報通信 によ り、通勤、又 は業 務上 の

移動 を代 替す る こ とを意味す る。
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(注5)

オ フ ピー ク時 の設備 の有効活用 を図 る観点 か ら、 トラ ヒックの増 加 によ る設備拡張 の費用 は ピー ク時の利 用

者 が負担 し、オ フピー ク時 の利用者 は現 行設備 の操 業費の み負担す るこ とに よ り、 オ フピー ク時 に低廉 な料 金

を設定す る考 え方。深夜 ・早朝 時間帯 の割 引料金 や、深夜時 間帯の 定額 料金が これ に当た る。

(注6)

ネ ッ トワー クの機 能 を細分化 し、細分化 された機能 を接 続 しよ うとす る事 業者 が 自由 に選択 し、組み 合 わせ

て利 用で きるよ うに、設備の構 成要素や機 能 ご とに細 分化す るこ と。

(注7)

料金表。迅速 な接続の実現及び透明かつ無差別な接続条件を確保す るため、接続条件の料金表 ・約款化が必要。

(注8)

不 採 算地域 でサー ビス を提 供す るた めに要 す る費用(い わゆ るユ ニバ ーサルサ ー ビ ス ・コス ト)を 計算 し、

予 め設定 された基金 に、 ユニバーサ ルサー ビスの提 供義務 を負 うすべ ての事業者 が拠 出 を行 うスキー ム。 米国

で は既 に導 入 され てお り、英 国で も導 入が検討 されて いる。

(注9)

政府が認定 した認証機関に暗号鍵を寄託 し、犯罪捜査又は国家安全保障上の理由がある場合 に、適正手続(裁

判所の令状を示すこと等)に 基づ く要求があるときは、暗号鍵を政府当局に引 き渡 し、政府当局による暗号文

の解読を可能 とする制度である。

(注10)

公開鍵を使って暗号化 したデータを、秘密鍵 を使って複合化す る暗号方式。秘密情報 を送信する場合には、

送信者は受信者の公開鍵で通信文を暗号化する。暗号化された通信文は正規の受信者の秘密鍵で しか複合で き

ない。利用者は、公開鍵を公開する誰に対 して も秘密通信が可能になる。RSAが 代表例。

(注11)

「コールバ ックサ ー ビス」 とは
、通常、発信者 又 は着信者 の所在地 の国際通信事業 者 に よっ て提供 され る国

際通信サ ー ビスにおいて、利用者 が所 在地 以外 の地域 の事業者 と契約 し、当該事業者 の所在地 におい て定 め ら

れ る料金 によって国際 電話サー ビスの提供 を受 け るサー ビスの形 態 をい う。

発着信 国以 外の電気通信 事業者 のサ ー ビスを利用 す るこ とがで きる点で、利 用者 に とってはサー ビスの選択

の幅が拡大 す る とい う利点 があ る。 しか しなが ら、利 用者所在地 の国際通信料 金が適 用 されな くな るこ と
、 実

際の通信 が発生 していない場 合 において も、常 にネ ッ トワー クを占有 しネ ッ トワー クに悪影響 を与 える方式 に

よるサー ビ スが存在す る こ と等 の問題 があ る。
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